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序章問題の所在

以下では、まず本書において著者の論じようとする問題が何なのか、次いで、、

それがなぜ問題なのか、きらに、その問題を具体的にどのようなプロセスで解

こうとするのか、つまりは各章の役割および各章聞の関係、を明らかにする。

何が問題なのか?

本書で設定される問題は、伝統的な保険学でいわれてきた保険の特殊性が

本当に存在するのか、もし存在しないとすれば、保険制度のアイデンティテ

ィはどこにもないのか、というものである。

従来、保険学では保険の特殊性、より正確には保険制度に固有の法則性つ

まり保険の本質を摘出することが至上の課題とされてきた。これは、いわゆ

る「保険本質論I)Jと称する研究領域に広範な保険学者が長らく関与してきた

という事実に照らせば、明らかだろう。そこでは保険の決定的な特殊性とし

て、危険の平均を可能とするため保険契約者の「集団」の存在がまずもって

挙げられる。次いで、保険団体(Gefahrengemeinschaft)と命名されるこの集

団の安定的な存続の保証として構成員の行動に要求される最大善意性

(utmost good faith)が派生的に導出きれる 2)。

1 ) いわゆる「保険本質論」の本格的検討として、箸方(1962)、田村 (1979)、芥

(1983)、高尾 (1987)が挙げられる。最前者によれば、「保険本質論において(は)

……制度としての側面を強調するあまり、保険関係ないし保険取引の側面が軽視

されてきたJ(51ペ ジ;( )内は引用者)。他方、印南 (1956)は、「保険契約に

着目するかぎり、保険施設が全体として具有する特性を規定しえないという致命

的欠陥を包蔵するJ(53ペ ジ)という。

2 ) 保険団体構成員に課される「最大善意性」は、とりわけ保険 (次頁に続く)
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これに対して、本書でも保険の特殊性が存在することを一応認めるものの、

それは旧来多くの研究者が指摘してきた箇所にではなく、別の側面にあるこ

とを主張する。より端的には、上述の「保険の特殊性」は、他の経済制度の

中にも類似の論理構造を見いだすことがさほど困難でないという意味で「相

対的特殊性」にしかすぎないのであって、それゆえにそれが保険制度だけに

固有な属性ではないことを明らかにする。むしろ、本書では、「かくも経済合

理的な保険市場をなぜ日本人が思避するのか?3)Jという素朴な疑問から出

発して、結局は保険のアイテ会ンティティを、「当該制度が社会経済構造ととも

に、あるいはそれにも増して文化構造叫の影響を強烈に受けやすい」という事

実の中に見いだす5)。

(前頁より) 契約締結に伴う「告知Jにおいて決定的な意味をもっ。すなわち、

最大善意性がみとめられない保険契約は「告知義務違反」を事由に保険者により

解除きれ、しかもすでに保険契約者の支払済みの保険料は返還されるに及ばない

(商法644条、 645条、 678条、 815条2項)。このように、通常の商取引に課され

るよりも高水準の善意性が保険取引に要求されることを支持する学説は、大森

(1957)によれば、 2つある。第 1は、保険制度の技術的構造の特殊性に基つ弓法

が特認した独自の制度だ、とする危険測定説ないし技術説である。第 2は、射倖

契約としての保険契約では偶然の事実の経過により事を決することを本質とす

るから、当事者はその偶然性を左右する事実の認識において、またこれを左右す

る行動の自由において相互に相手方に公正な態度をとるべきだ、とする射倖契約

説である (117-121ページ)。

3 ) 塗(1978)、森松(1978)は、明治初期にわが国へ保険市場が移植されて以降現在

に至るまで、国民の心理的抵抗を受け続けた史実およびその理由を挙げている。

4 ) 塗 (1978)によれば、それはわが国経営史学界での用語法であって、「特定の

社会に特有の思考・行動様式をつくり出す文化的諸要因J(25ページ)と定義きれ

る。具体的には、「社会の人々が一般に持つ「生活目的」、「価値体系」、[行為の形

式J、職業に対する「社会的格付けJなどがあるJ(同所)。これに対して、社会経

済構造とは、当該時代の社会に特有の経済的諸関係をもたらす社会的・経済的諸

要因と定義する。具体的には「資本主義の構造的特質、いわゆる共同体遺制、賃

金構造などJ(水島、 1978、3ページ)を指す。

5 ) ただし、このような発想はすでに 1977年 10月の日本保険学会大会の共通論題

において、水島 (1978)、森松 (1978)、塗 (1978)により先駆的に唱道されている。
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なぜ問題なのか?

このような問題を設定する理由を以下、箇条書きする。

1. 伝統的な保険学が保険の特殊性を過剰に強調するあまり、保険の一般

性への配慮を欠き、現実から遊離した「机上の空論」を展開する傾向にあっ

fここと。

保険学のレベル・アップの努力は、水島 (1967)がいみじくも指摘するごと

く、「保険理論における一般|生と特殊性との問題J(序 2ページ)への配慮、ぬき

にはきしたる成果をもたらさない。にもかかわらず、伝統的な保険学の注意

の焦点が保険現象の特異性に専ら向けられてきたことは否めない。より正確

には、われわれの少なからぬ先学たちは保険現象に固有の法則性の解明に目

を奪われるあまり、経済現象の一環としてそこにも貫徹する一般法則には十

分に意を払わなかった、といえよう。その結果、旧来の保険学では現実問題

を直視することがあまり多くなく、むしろ門外漢に容易に理解しにくい特異

な概念や思考様式を玩ぶ傾向の存在を確認できるへ

その傾向の典型例が、ロールベックに代表されるいわゆる「保険団体論J

の厳存である九その特徴は端的には、保険の本質を保険団体に求める結果と

して、その安定的な維持・存続が至上命題ときれ、したがってその目的達成

に他のすべてが手段として把握される点にある。そこでは、基本的に資本主

義体制の枠内で存続する保険制度の現実、たとえば一方で、危険負担の見返り

として利潤を公然と追求する保険者、他方で自己責任主義により「安全」を

6 ) この傾向は洋の東西を間わない。わが国の状況分析につき、水島 (1979)を、

西ドイツのそれにつき、 Karten(1981)、高尾 (1982)を参照。なお、両国ともい

わゆる「保険後発国J(塗、 1983)であることに留意すべきである。

7) Cf. Rohrbeck (1932)、その訳者の白杉 (1940)は、「保険の社会学的研究を唱

道しJ(7ページ)たロールベックを「ナチス的保険論の首唱者として他の追随を

許きないJ(同)と評した。
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できる限り安〈入手しようと画策する保険契約者、という当事者の利害対立、

また双方(通常、前者は大法人、後者は零細な自然人)聞での経済力・情報処理

能力の圧倒的な格差、をほとんど捨象している。

2. 学界内特殊用語(jargon)が乱用きれる結果、部外者には保険学の全体

系への見通しがつきにくいこと。その必然的な帰結として、他学問領域の最

新成果の摂取、逆に当方の成果の他方への移送、つまりは双方聞に成果の返

還回路 (feedbackloop)が構築きれていないこと一一白閉的状況。

保険制度の分析に際して、共通言語で表現きれることが保険学界では少な

かったため、そこで意味ある信号 (signaI)が部外者には理解しがたい雑音

(noise) としてしか理解きれなかったし、逆もまた真であった。したがって、

両者の交流によるシナージ効果がまだ十分に抽出されていない。ひっきょう、

このような障壁に風穴を開けるべく、われわれは保険の特殊性を深〈探求し

つつ、他の学問領域でのイノヴ、ェーションを察知・吸収すべきである。双方

を橋渡しする共通言語は本書では、ミクロ経済学である。

3. 現実の保険制度をめぐる環境は激変しており、とりわけいわゆる情

報・通信革命の洗礼は保険経営にいよいよ避けがたい現実となりつつあるに

もかかわらず、その客観的な姿が把握きれているとはいえないこと。

具体的には、運営費用のかさむ先物市場は、電算機内でいわゆるクオンツ

(quant)が自由に設計するオプションにより代替きれていくごとく、キャプテ

イヴや「陰伏的」な保険制度の創設が一層容易となれば、自己革新を怠るか

ぎり現行保険経営が衰退する可能性は十分にある。それを回避する手だては

まずもって「自己認識」にあろう。しかし、漫然と事実を羅列する傾向が強

い伝統的な制度論に立脚するかぎり、「陽表的」な保険現象(保険業法やその他

の現行法制に拘束される保険制度)しか議論の対象にならない。よって、このよ

うな喫緊の要請に資するべく、われわれは保険制度の基底部分(基本構造)を

見とおしうる理論の構築に迫られている。
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各章の内容と関係

序章問題の所在 5 

本書は 3つの部から成る。それらを構成する各章の内容をより具体的に摘

記しよう。

第l部における問題意識は、オーソドックスなミクロ経済学によりどの程

度まで保険現象が説明されるのか、というものである。このうち、第 1章で

は、消費者の主体均衡理論の応用により、危険移転制度の基本構造が時代の

変遷を問わず厳存し、したがっていわゆる「近代保険」にも危険移転制度の

論理が貫徹すること 時間軸上でのロバスト性 を確認する。第 2章で

は、消費者均衡理論および企業均衡理論の併用により、経済制度としてのリ

スク・マネジメント・システムにおける保険の位置を解明する。しかし、わ

が国保険市場の現状はこのモデル分析で必ずしも完全には説明しきれない。

それゆえ、第 3章では、まず一神教としてのキリスト教の強い影響下になく、

それゆえにいわば「特殊丈化合理的」な契機によりわが国で一部保険が常態

となる、との論理構成が可能なことを提示する。ついで、保険購入に関する

主体均衡理論において最適解として一部保険をもたらすこととなるいま 1つ

の「経済合理的」な論理もありうることを指摘する。そこでの教訓は、通常

捨象されている「付保不能危険」の存在を陽表的に考慮すること 「全体

論」的視野一一の重要性である。第 4章では全体論的視野に再度立脚して、

付保不能危険を処理するオプション市場の構造と保険市場のそれとの対応関

係を考察したのち、「条件っき請求権Jとしてのオプションの基本原理が保険

市場にも貫徹することを指摘する。第 5章では、保険市場を垂直方向で二分

する「元受保険市場」および「再保険市場」の均衡の同時決定モデルを検討

する。旧来、とりわけこの分野では保険固有の語句が多用されてきたため、

門外漢がその全体構造に見通しをつけることは容易で、はなかった。えられる
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結論は、両市場が代替関係にあり、第 l章で指摘した「危険移転制度のロバ

スト性」が空間軸上でも確認できる、というものである。

第 2部では、近年注目を浴びている「応用ミクロ経済学Jにより、保険現

象のいくつかの側面を分析する。具体的に、第 6章では、「応用ミクロ経済学」

の出自をミクロ経済学のおおまかな体系のなかでまず確認する。そのうちで、

保険学が多大な成果を吸収できるものと予想される「情報の経済学」の概要

を次いで素描する。さらに、保険の「クラブ財」的側面に焦点を当て、その

取引の構造が「発明情報」の共同利用のそれと 11: 1対応」することを指摘

する。それは、保険固有の性格としていわゆる「保険の集団的本質J(das 

kollektive Wesen der Versicherung) 8)がさほど特異なわけではないことを示

唆する。最後に、クラブ財の円滑な調達に際して、通常の私的財のばあいに

増して、いわば「無形のインフラストラクチャ」として当該制度を支える経

済主体のエートスが重要な役割を演じることも強調きれる。ひいては、第 3

章で指摘したわが国保険市場の限界が「アジア的混沌jに起因する外部不経

済にも規定きれることを追認する。第 7章では、第 6章で指摘した「動機不

適合性」に基づく保険制度の不安定性を簡単なゲーム理論の利得表によって

再確認する。その結果、伝統的な保険学における方法論上の難点が一目瞭然

8 ) これは現在、ドイツ保険学会(derDeutsche Verein fur Versicherungswissen. 

schaft e. V.)会長である Farnyの造語である。かれによれば、「保険とは、同様

な危険にさらされた多数の経済単位の偶然的な、見積うべき金銭的必要の相互的

充足J(白杉、 1954、58ページ)との Manesの定義から明らかなごとく、個々の

保険は任意の集団における一部分としてのみ把握きれるのであり、ただ 1件の保

険を創出することは不可能で、ある。要するに、保険制度は大数法員IJを利用して、

危険分散を図ることにより成立するから、集団の存在がその必要条件である。こ

れに対して、集団無関連的なリスク対策として、例えば、単なるリスク引受

(Risikoubernahme)、保証(Guarantie)、あるいは自己充足(Selbstversicherung) 

が挙げられる。さらに、保険以外のサービスまたは物財の生産、例えば自動車生

産では、集団性つまり大量性は十分条件にすぎず、決して必要条件ではない(1965，

S. 10-32.) 
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となろう。第 8章では、「情報の偏在」が資源の浪費をもたらす事例として、

わが国保険市場でのいわゆる「ターン・オーバーJ現象と「ムラ」的思考と

をとり挙げる。これらの存在理由は専ら産業組織論の観点から、強力な行政

指導(実体的監督主義)に基づく競争圧力の不足に旧来求められてきた。本章

では、この学説を補強する、いま 1つの論理体系が「情報偏在」に関連して

存在することを指摘する。

終章は総括部を兼ねる。本書の基本的認識は、保険制度が災厄という非日

常性(異常事態)に関わる結果、それ自身丈化人類学にいわゆる「ヶjの世界

の論理と同様に「ハレ」の世界の論理にも規定されるというものである。憂

欝な非日常的状態、つまり「負性のハレ」的状況を即物(ケ)的に修復する制

度としての保険市場に対して経済主体がいだくイメージは各国・各民族の宗

教・丈化に影響きれてさまざまであろうへこの事実に配慮するためには、保

険制度に対する全体論きらには複眼的分析が とりわけ非キリスト教国で

は一一必要不可欠であろう。かくて、本書のごとき基本的に経済学的な考察

が保険現象のー側面を照射したものに過ぎず、したがって分析の網から抜け

落ちる重要な部分がありうることをここでは指摘する。

9 ) 個人主義と私有財産制とを宗とする近代資本主義体制下にあるはずのわが国

では極端なハレ的状態にーーイ呆険制度の混乱期に一一往々にして、「契約の神聖」

よりも「事情変更の原則」が尊重きれる一一文化構造の特異性。例えば、一方で

関東大震災に際して、保険者は当初の危険測定において考慮、きれていない見舞金

の支払いを余儀なくされ、他方で敗戦後の保険者の財務危機に際して、保険契約

者はーづ丘代保険に特徴的な前払確定保険料主義(水島、 1988 、 13~15 ページ)に

反してー←ーインフレ・スライドした保険料の支払を司法当局によって強要され

fこ。
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第 1章 危険移転制度のロバスト性について

一一中和機構としての保険市場一一

第 1節 序

本章てGわれわれは、保険制度に貫徹する経済法則のロバスト性(robustness) 

を明らかにする。 そのための各節の役割分担を以下のごとくとする。

第 2節では、危険移転制度の構成要素が、危険資産の変動の中和を通じて、

それを所有する危険回避的な経済主体の効用を増大させるべく、配置されて

いることを明らかにする。 またそのような考察が可能となる大前提として、

「被保険利益」の存在も指摘される。すなわち、運送すべき対象をともなう輸

送機関の運行のみが有意味であるのと同様に、 このような危険移転メカニズ

ムが有意味となる必要条件として、付保対象(保険の目的)が予め存在しなけ

ればならない1)ことが挙げられる。そのために、ミクロ経済学における消費者

均衡モデルを主として応用する。

第 3節では、海上保険が生成・確立するまでの代替的な保険的制度として

の、冒険貸借・無償貸借・仮装売買に遡り 2)、これら一連の危険移転メカニズ

1) Maleriはこのようなサービス産業に特徴的な生産要素を「外的要素j と命名

した。保険業におけるマレリ一命題の検討として、高尾 (1976)がある。同稿で

は、保険業での外的要素として、「情報」を挙げたが、本章のごときミクロ経済学

の分析視角からは、それは「賦与された危険資産」となる。さらに、経済史の観

点から、水島 (1988)は、保険業を「特殊な補助的商業J(34ページ、 39-40ペー

ジ)、あるいは保険資本を「特殊な貨幣取扱資本J(70ページ)の範囲専においた。

2 ) ただし、木村 (1979)によれば、海上保険の生成・確立に至る過程がこのよう

に直線的に推移したのは、イタリア中世都市ジェーノヴ、アだけである (115ペー

ジ)。
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ムにも海上保険と共通の機能があることを明らかにする。すなわち、いずれ

の制度によっても、危険回避者は危険資産の賦与ベクトルの終点を確実性線

上のパレート優位な位置へ接近で、きることを指摘する。かくて、法律・宗教・

倫理といういわゆる上部構造のいかんにかかわらず、危険を移転・分散する

メカニズムが経済体制内に あたかも、自然界における万有引力のごとく

厳存する 3) という [定理 1-lJを導出する。 その結果、 この定理の系

(corollary)として、「近代保険が近代資本主義体制に照応して生成する。」と

いう水島 (1961)の命題が位置づけられることを確認する。

第 4節では、以上の考察を要約し、残された課題を摘記する。

第 2節 危険移転制度の構造

一一仮説の定立

1. 概念と 前提

以下、(i)危険移転制度の構成要素が、将来事象の発生の有無に対応した危

険資産の変動を相殺・中和するべく、関係づけられていること [命題 1-lJ、

(ii)その結果、中和機能をもつもの自体が、賦与された危険資産ベクトルと

逆位相の危険資産ベクトルとみなしうること[命題 1-2Jを明らかにする。ま

た、 この危険移転制度が意味をもつための必要条件として、人的ないし物的

(有形・無形)な危険資産4)が危険回避的な経済主体に効用・便益を提供しうる

3 ) マルクスのいう「保険ファンド」も体制無関連的であって、その現象形態が経

済発展の諸段階(生産力水準)に照応して、つまり体制関連的に規定される。こ

れについては、水島(1988)、67-71ページ。いずれにせよ、あたかも X線装置に

より動物の生体の骨格を照射するごとく、以下でルわれわれはミクロ経済学によ

り、一連の危険移転制度を共通して貫徹する法則を写しだそうとする。

4 ) おのおの、①自然人の稼得能力、②滅失しうる不動産・動産、③法人の稼得

能力、が例示される。そして、これらのそれぞれに、①傷害保険、②火災保険・

船舶保険、③利益保険、が対応する。本章での保険市Ij度のモデルはこれらのいわ

ゆる「掛捨てjの保険制度の要素問に共通の関係を抽象したものである。
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形で帰属し、その裁量下になければならないこと[命題 1-3Jも確認する。そ

のために、まず、若干の概念を規定し、前提を設定しておく。

(1) 現在の市場価格がN水準で、ある資産 Weが賦与(endowed)され、将

来のある時点にある事象 Eo(もし当該資産が付保可能ならは¥その事象は危険事

故 (peril)とよばれる。)が確率 πで起これば、 Woeの水準となり、その排反

事象 E，が確率 (1 π)で起これば、 W，eとなる状況を想定する。このように、

現在資産 Weに将来変動する可能性があり、なおかっその確率分布が既知で、

あるとき、危険 (risk)が存在するといい、 Weを危険資産 (riskyasset)と定

義し、次のベクトルで表示する。

We三 (Woe，W，e;π， 1π) )
 

唱
E
i-Eム(

 

• • • • • • • • 
・

これに対し、 Weが将来も変動しないとき、それを安全資産 (safeasset)と

定義し、次のベクトルてや表示する。

We三(羽Toe，W，e; 0， 1) )
 

ヮ“
司
Eム(

 

• • • • • • • • 
・

(2 ) このような状況において、次式が成立すれば、投機的 (r夢のあるJ)

危険が存在するものとする。

Woe<N<W，e )
 

q
J
 

1
i
 

(
 

• • • • • • • • 
・

これに対し、次式が成立すれば、純粋 (r憂欝なJ5))危険が存在するものと

する。

Woe<N=W，e )
 

泊
斗
A

1
i
 

(
 

• • • • • • • • 
・

かくて、 (a)安全資産、 (b)投機的危険にさらされた危険資産、 (c)純粋

危険にさらされた危険資産、という 3つの資産タイプをおのおの図 1-1-3に

示すことができる。

5 ) かつて佐波 (1951)は、「保険学がこれまで一般から……きらわれて」きた理

由として、①保険需要がすぐれて派生需要 (deriveddemand)であること、お

よび②従来の保険学が保険の歴史性への正当な気配りを欠いてきたこと、を挙

げている(序文、 1ページ)。本章はこのうち、後者への反省を部分的に試みなが

ら、前者への一層深い思索、ひっきょう「保険現象に関する各種の法則的認識」

(水島、 1988、29ページ)をめざ、すものである。
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図 1ー 1 図 1-2 図 1-3

W W (Wl';;r) W 

N (羽T1勺 1) N N (Wl'; 1-;r) 、、
¥ 
¥ 
¥ 
¥ 
¥ l  、

¥l 
~(Woe;o) ~ (Wl'; 1-;r) (Wo"; ;r) 

。 。 。
F F F 

注 w=資産水平， t三時間， 0三塊1i時間， F三将来のある時点

( 3 ) 以下のわれわれの考察は、このような各種の資産のうち、付保対象

たりうるタイプ (c)の危険資産W を、危険回避的 (risk-averse)な主体が経

済合理的に選択しようとする状況に限定きれる。かれのこのような行動は、

次式群で表わされる問題を解くことと基本的に同値である。

Max E[U(W)]， 
w 

)
 

「

D
唱
E
よ(

 

• • • • • • • • 
・

ただし、 E三期待値の演算子;EU' (W) >0; EU" (W) <0 ・H ・H ・"(1-6) 

( 4 ) 危険移転制度とは文字どおり、タイプ (c)の危険資産を所有する経

済主体が、この資産に生じうる損害を他の経済主体に移転する仕組みのこと

である。この制度により、前者(危険移転者)は危険資産に対し使用・収

益・処分という作用を及ぼすことで効用を享受しながら、資産の減少・滅失

の危険負担を後者(危険負担者)に肩代りさせることで、それに伴う負効用

を除去できる。しかしそのような後者の役務に対して、前者はなんらかの

対価を(その時期ないしその具体的形態がどうであれ)提供しなければならな

し、。

この意味で、この制度も分業により資源配分の効率の向上をめざそうとす

る広義の交換システム(互酬経済、市場経済、計画経済)である。その典型とし
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図 1-4

完全な危険移転の後の

PX I 行{r;;十分布

i主

PX田将米事象Xの発'Hl存率
Wx:将来事象Xが発生したとき

J-Po +一一ー一一一ー一一一一一一一一一一|一一一一沖 の危険資産古n

当初の維ヰ〈分布

PO +-一一一

。
Wo' 

Wx 
W' Wl' 

W事:bとL寸報酬ム;払いの引換

えに確保される安全資産都l

s 将来事象Xの発生のとき補

嘱される資産部i

L' 将来事象Xの発生のときの

予想損害似，資産の変動額

b 危険移転に必要な拠出(た

だい危険負tH者の報酬を

含まず。) ; Ii!，ヰの期待値

てわれわれの眼前にある保険市場を挙げることができる。しかし、本章での

考察により、少なからぬ他の制度・契約のなかにも陰伏的にこのような危険

移転制度が組み込まれていること 保険的制度の一般性・ロバスト性一ー

が確認されようへこれらの制度・契約の形相がなんで、あれ、危険移転制度が

フル機能すれば、危険移転者の危険資産は、図 1-4の確率分布図に示すごと

く、安全資産に必ず変換されることとなる。

(5 ) いずれの形態をとるにせよ、危険移転制度には少なからず運営費用

がかかるものとする。この費用には、いわゆるモラル・ハザードの抑止のた

めの期待機会費用も含まれるものとする。また、社会はいずれの時代も試行

6 ) 保険制度のみを単独で運営することが、なんらか(たとえば、モラル・ハザー

ドや逆選択を規制できないこと、保険制度の運営費用がかさみすぎること、社会

規範・法規制が当該保険制度を容認しないこと)の理由で困難にもかかわらず、

その社会が当該制度を必要とするとき、他の契約・制度に抱合せ・相乗りするか

たち 冒険貸借・無償貸借・仮装売買のごとくーーで、「暗黙の保険契約」が組

み込まれることとなることは、いわゆる応用ミクロ経済学の一領域である「暗黙

の契約理論J(implicit contract theory)により予見できょう。その概要につい

てはたとえば、酒井 (1982)および池尾(1985)。
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錯誤のうえ、これらの運営費用が最安価な制度を選択するものと仮定する。

われわれの経験に照らせば、この仮定は非現実的だ‘とのそしりをさほど受け

ないはずである。

2. 危険移転制度の構造

(1) ミクロ経済学の体系の一角を占める消費者均衡理論は端的には、消

費者が所与の価格体系の下で経済財をどのように組み合せて、効用を最大化

するのか、を解明するものである。その特徴は、構造が単純明快でありなが

ら、多種多様な現実問題の解明に広〈応用できるということである 7)。

( 2 ) それゆえ、消費者均衡理論で解明された論理が (1-5)、(1-6)両式で

示される状況にも貫徹するものとして、考察をすすめることはさほど強引な

作業ではない。しかし、オーソドックスな消費者均衡理論は不確実性を明示

的に考慮せずに構築きれているため、上述の状況をモデル化するに際し、こ

の理論のパラダイムが援用可能となるよう若干の工夫を要する。ところが、

そのような操作法は幸いにも、アローによりすでに開発されているへそこで

のかれの基本的なアイデアは、期待効用理論 (expectedutility theory; EUT) 

の成果をオーソドックスな消費者均衡理論に取り込むことである。以下、そ

の概要をみていこう。

(3) EUTによれば、図 1すのごとき危険資産を保有する経済主体は、任

意の将来時点 Fにおいて、あたかもその際に想定きれる各状態での資産がも

たらす効用の数学的期待値(以下、期待効用と略称。)をうるものと解される。

したがって、もしかれが経済合理主義に立脚する主体であって、かつ賦与さ

れた危険資産からかれがいまなお最大の期待効用を得ている(パレート最適

の)状態にないかぎり、その危険資産の構成の変更によって期待効用を増大き

7) その概要については本書第 6章を参照。

8) Cf. Arrow (1974)， esp. ch. 4. 
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せる(パレート優位をもたらす)制度が創設されるであろうへいうまでもなく、

アローが提唱した「条件付請求権の市場」がそれであり、保険市場がその典

型である。

(4 ) より具体的に、このような状況をミクロ経済学のパラダイムにより

分析するためアローは次のように推論する。すなわち、現在、賦与された危

険資産weを保有する経済主体は将来時点 Fには、 (1-1)式に示したごとく

事象 E。の下での資産 W。と排反事象 E1の下での資産 W1 という各々別個

の資産に分解してそれを一旦把握し、ついで各事象の資産状態からえられる

期待効用を最大化すべく、各資産聞の所与の相対価格を勘案して各々の資産

状態を変更する 10)、と。この状況は、次式のごとき制約条件っき最大化問題を

9 ) 当然ながら、この制度が成立するには、賦与きれた危険資産の変更を請負う

(保険企業のごとき)別の経済主体が存在し、かっその請負によりかれの効用も同

時に増大しなければならない。これらの関係は、相対する当事者の無差別曲線を

描いたいわゆるボックス・ダイアグラム内のエッジワースの契約曲線により図解

される。(この試みとして、酒井、 1982、241-246ページ;池尾、 1985、12-15ペ

ージ。)いずれにせよ、そのような主体が出現するための十分条件は、①当事者の

一方がリスク中立的であること、②両当事者の利得が逆相関していること、であ

る。(池尾、 1985、27ページ、脚注 7;なお、同氏はこれらの命題の和集合として

いるが、正確には積集合とだ解きれる。)実のところ、本章でわれわれはこのうち

の第 2の条件を別の視点から検討しようとする。

10) しかし、危険に直面してかれがつねにこのように行動するわけではないこと

は、フランスのノーベル経済学賞受賞者アレの反例などに示されるごとくであ

る。よって、本章のモデルの有効性にはおのずから一定の限界がある。その主因

の1つは、本章のモデルを図解した図 1-5に想定される効用局面が 期待効用

最大化行動を前提としないかぎり一一一初期点と移動方向とに依存して一意的に

特定化できなくなることである。ところが、社会経済構造とともに文化構造の枠

内にあるわれわれの経験に照らせば、投機 それは同図の初期点から北西方向

への移動を意味するーーに際しては期待効用を過大評価し、付保一一同様に南東

方向への移動を意味する に際してはそれを過小評価しがちである。このと

き、効用局面上の移動ルートが不可逆的となり、ひいては加算の演算、つまり限

界効用の積分が一意性をもたなくなり、したがって総効用を示す効用局面自体の

確定的な想定が困難となる。よってこの領域の一層の解明には、 (次頁へ続く)
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解くことと明らかに同値である。

Max U' )
 

ケ
t

司
a
i(

 

• • • • • • • • 
・

Wo.、/{，

S.1. W，-W，e二一p(Wo-Woe) …… (1-8) 1') 

ただし、 U'三E(U)==7l'U(羽To)+(l-π)U(W，) ………(1-9) 

かつ 万三事象 Eoの発生確率

p三資産の交換市場における W。の W，に対する相対的価格(客観

的交換比率)

以下では、 (1-7)、(1-8)という代数式で示される問題の構造の展望を容易

にすべ〈、幾何学的表現を併用することとする。

( 5 ) きて、われわれはすでに、 (1-4)式のごとき危険資産を危険回避的な

経済主体が賦与されているものとした。この資産 (endowedrisky asset under 

pure risk)は、時点 Fでの各事象 (Eo，E1) に対応する資産水準 (Wo，W1) を

座標軸とする平面図 1-5においては原点 0を出発点とするベクトル Weで示

される。かくて、同図から明らかなごとく、このベクトルの成分間の関係は

次式群で示きれる。

Woe<W，e -・ (1-10)

・・ (1-11)

日 (1-12)

..(1-l3) 

u三 w1e-WOe>0，

かつ tana三羽T，e/Woe>1 

すなわち 90
0>α>45。

(前頁より) ミクロ経済学の他、心理学・行動科学・文化人類学などの分析道具

も必要となろう。この点は京都大学教授西村周三氏との議論による。詳しくは、

酒井 (1982)、伊藤 (1986)、西村 (1988)、高尾 (1989)。

11) この式で示される直線は、「機会線J(opportunity line) といわれる。なぜな

らそれは、危険資産ベクトルweを賦与された主体が、将来の各事象に対応する

ベクトル成分を所与の価格体系 pのもとで交換することにより、変更できる新た

な危険資産ベクトルW の終点の軌跡を意味するからである。要するに、図 1-5に

おいて、かれは、点 weからはじまる勾配が-pの半直線上を南東方向へ自由に移

動する機会を与えられているのである。それがオーソドックスな消費者均衡理論

における予算線に相当することはいうまでもない。



図 1-5

Wl 

K 
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3主:

U'三 E(U)

二;rU(Wo)+(l-;r)U(Wt!
A:W"の横軸への垂線と OKとの交点

B: W'をとおる無差別曲線と OKとの

告と点

C: W'をとおる水平総とOKとの交凸

ここで、 uをベクトルweの「初期損害」と、また αをその「初期位相」と、

さらに W。と w1 とが相等する点の軌跡(図 1-5内の半直線 OK)を「確実性線」

(certainty line) 12) とおのおの定義する。

(6 ) ところで、このような初期状態においてこの主体がえている期待効

用は、ベクトルweの終点 (Wo
e，W1 e ) をとおる無差別曲線 ue • で示される。

その意味するところは、 (1-1)、 (1-11)両式に明らかなごとく、確率πで、損害u

が発生するかもしれないという、不安な状況にさらされた危険資産を保有す

ることにより経済主体が感じる満足が ue • 水準であるということである。も

し、この不安が除去されれば、この危険回避的な経済主体の満足つまり期待

効用は定義式 (1-6)により必ず増加するはずで、ある。したがって、一定の条

12) それが「確実性線」といわれるのは、もしある資産のベクトルの終点がこの軌

跡の上に位置するとすれば、少なくとも将来時点 Fにおいてはいずれの発生事象

においてもその資産水準が同一であること、すなわち F時点には確実にその水準

が確保きれること、をその状況は意味するからである。
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件'3)下で、かれにとってありうる損害 Leが賦与資産から除去ないし縮小き

れれば、かれの期待効用はより上位の無差別曲線 たとえば U'*にシフトす

るであろう。以下、このようなシフトが可能となる経済制度の条件を解明し

よう。

(7) われわれはすでに、① (1-1)式により、当該の賦与資産が図 1-5の

平面上のベクトルweで示されること、および②このベクトルの終点を同図

の領域ムWeBC内の任意の 1点へ移動させることにより、この経済主体の状

況がパレート優位となること、を確認した。ところが、ベクトル理論によれ

ば、ベクトルの終点をそのように移動させるためには、当初のベクトルweに

同囲内に示すごとき新たなベクトルV(S，-b;π， 1-n)を加算すればよ

い。それでは、そのようなベクトルVの条件、とりわけ Sとbとの関係はい

かなるものか? 次に (1-7)、(1-8)両式を用いて、それを明らかにすること

とする。

( 8 ) この両式にラグランジュの未定乗数法を適用すれば、次の 1階の最

適条件式が導出される。

-p= -nU' (Wo) /{ (l-n) U' (W，)} ...・H ・..(1-14)

その意味するところは、均衡状態では左辺で示される機会線の勾配と右辺てや

示される無差別曲線の勾配'4) とが等しいこと、換言すれば機会線と無差別曲

13) 図1-5から明らかに、初期点 weから領域ムWeAB内の任意の 1点への移動

はなるほど予想損害L"(=W，e-Woe)の除去ないし縮小による確実性線 OKへ

の接近を意味するにもかかわらず、かれの効用は低下する。よって、このときか

れは初期点から離脱しようというインセンティヴをもたない。それは、定義式 (1

9)に示した市場価格 p、つまり W。の増大の引き換えに要する W，の減少(持ち

出し)の客観的交換比率、がかれの主観的交換比率(限界代替率)より大きすぎ

るからである。このようなことは、なんらか(たとえば、この条件付請求権の交

換市場での競争圧力が弱〈、売り手の市場支配力が圧倒的に強いこと)の理由で、

価格pが競争均衡価格よりもはるかに高いばあいに起こる。

14) それは、期待効用をあらわす、 (1-9)式を全微分して、 U*を一定、つまり dU*=

0とおいた式を変形すれば、限界代替率つまり無差別曲線の (次頁へ続く)



第 2節 危険移転制度の構造 21 

線とが接することである。ここで、確率 zは定義により正値をとり、また限

界効用も (1-6)式により正値をとるから、 -pは図 1-5に示すごとく結局負

値をとることが確認される。かくて、ベクトルVの成分Sとbとの条件はと

りあえず次式で示されることとなる。

S>O， b>O ・H ・H ・..(1-15)

つぎに、より現実的な状況下での、Sとbとの関係を市場均衡理論により解

明しよう。いま、危険資産の成分、 W。、 W1の交換市場が完全競争的だと仮

定すれば、新規参入企業による競争圧力により市場均衡点で、当該市場に参

加している企業の期待超過利潤 E(G)は消失する。つまり、

E(G) =E(R) -E(C) = (1一π)b一πS=O ……… (1-16) 

ただし、 Rは当該市場において事象 E1が発生したときに企業が収受する資

産額、 Cはその排反事象E。においてそれが給付する資産額とする。また当該

市場の運営費用を度外視する。

ここで、 (1-16)式を変形すれば、次式がえられる。

b/S二万/(1一π) )
 

円

t-i
 

唱

E
A(

 

• 

きらに、当該市場が極端に不完全競争的、つまり独占的同でなく、かつ確

率 πが 1/2より小16)ならば、結局、次式が成立する。

b<S ………(1-18) 

それゆえ、ベクトルV(S，-b;π， 1-n)の初期位相 βは、 (1-12)式と同

様にして、次式で示される。

(前頁より続き) 勾配の負値として、 -dW1/dWoIdU九 0-πU'(Wo)/{(l-n)U'

(W1)}がえられることから明らかである。

15) 当該市場が不完全競争的になるとともに、独占的な超過利潤は次第に大とな

るから、 (1-16)式より明らかに b/S>π/(1一π)となる。

16) もし、 z註1/2ならば、 Sとの交換に要する bが十分に大となり、ついには当

初に予想、される損害 Leとbとの有意な差分が小となり、あえて当該制度の運営

費用を負担してまで、初期点Weを移動きせようというインセンティゥーを危険資

産の所有者がもつことは一般的にない。
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1<tanβ(=-b/S)<0 …・・(1-19)

つまり、 -45'<β<0 ・H ・H ・..(1-20) 

( 9 ) かくて、 (1-10)、(1-12)、(1-13)、(1-18)、(1-19)、(1-20)式群

によりベクトルweとベクトルVとの条件を同時に対比させれは¥下表 1-1

がえられる。同表から、危険移転制度のなかで、ベクトルVが、賦与され

た危険資産weの資産の変動を、中和・相殺するべく、配置されていること

[命題 1-1Jがまず明らかとなる。なぜならば、同表の第 1行を除き、すべ

ての符号ないし大小関係が相互に逆になっており、両ベクトルを加算した結

果えられる新たなベクトルの成分の差分、つまり予想損害が縮小きれるから

である。

表 1-1

ヤとどに W' V 

Wo成分とその正負 +Wo' +S 

Wl成分とその正ii +Wl' b 

WO，Wl抽l成分の絶対lr白 IWol< IWol> 

の大小関係 IW11 iW11 

tan(初期位相) 1<(+)<+∞ 1く(-)<0

また、ベクトルVは、ベクトルweと同じ空間(本章では推論の単純化のた

め、 2つの事象のみを想定したため、 2次元平面しか扱わなかったが、現実にはわれ

われは n個の事象に対応した n次元空間内で行動している。)内に存在し、かつ、

(1-20)の条件式より確実性線と重なることもありえないから、やはり危険資

産であること[命題 1-2Jも明らかである。よって、危険移転制度は、賦与さ

れた危険資産にそれと逆位相の危険資産を加算することをつうじて、初期位
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相が 450

の危険資産つまり安全資産に変換するシステムだ、と解することが

できる。

きらに、ベクトルVに先行するはずのベクトルweが存在しないばあい、

換言すれば、 Vが単独に存在するばあい17)、その終点の存在可能範囲は、図 1

5に想定きれる第 4象限に限定される。ところが、消費者均衡モデルの想定す

る世界は第 1象限のみであるから、そのようなベクトルVは数学的には一一

あたかも虚数のごとく一ー存在しでも、経済学的には無意味で、ある。それゆ

え、ベクトルVの成分、つまり Sとbとを交換する制度、つまり危険移転制

度が有意味であるためには、ある経済主体に危険資産weが予め賦与され、そ

れによりかれが効用・便益(保険制度下であれば、「被保険利益J)をえている状

態になければならないこと[命題 1-3J も明らかである。

第 3節 危険移転制度の変遷

一一仮説の検証一一

以下では、かつて存在した、あるいは現存している危険移転制度において

〔命題 1-1]および〔命題 1-2Jが妥当するか否かを検討する。

1. 冒険貸借(海上貸借)

(1) 純粋危険下にある経済財をある地点から別の地点へ海路により確実

に輸送することは、科学技術の高度に発達した今日でも容易で、はないから、

そのような人知の及ばない遠い過去にそのような状況にあった経済主体がわ

れわれ以上に深刻に危険に対処しなければならなかったことは明らかであ

る。しかし保険史によれば、われわれが現在利用可能な海上保険制度は人類

の歴史と同様に古いのではなく、それに至るにはいくつかの先駆的な危険移

17) その具体的形態を挙げることは決して困難ではない。たとえば、いわゆる「作

成契約」、「無理・義理契約」、「テーブル・ファイャ」等。



24 第 1章 危険移転制度のロバスト性について

転制度が長いあいだ存在したという lヘ
( 2 ) その最古の制度として、冒険貸借が挙げられる。その制度の概要は、

①原型がすでにパビロニアにみられ19)、②金銭消費貸借契約と危険負担契約

との結合したものであり 20)、③そのより具体的な内容は、債務者が、危険に

さらされた財貨(船舶、積荷)を担保に金銭を当初借り入れ、当該財貨の海上

輸送が成功裏におわれば、借入金とともに所定の金利を加算のうえ債権者に

返還することを要するのに対して、それが失敗すれば、一切の債務を免除さ

れるというものであり、④危険負担の責任範囲は包括的であって21)、⑤成功

裏に支払うべき金利の水準はかなり高く、 1航海につき 22%から 331/3%22) 

あるいは 36%23)にまで及んだ、というものである。

( 3 ) のちに出現する海上保険と対比すべく、冒険貸借にふくまれる危険

負担契約の部分の特異点として、①不十分な情報処理能力ひいては危険分散

能力しか持ちえなかった当時の危険負担者には危険負担契約のみの締結はで

きず、それゆえに別の契約との抱合せという、すでに指摘した「暗黙の契約」

の範曙にそれが属すること刷、および②前払い「保険金J主義、より正確に

は「保険給付」貸付・後払い「保険料」主義が採用されたこと、をここで挙

'1'ておこう。

18) 詳しくは、木村 (1979);窪田 (1979);水島 (1988)。

19) 木村 (1978)、2ページ、注2。

20) 水島 (1988)、32ページ。

21) 亀井 (1972)、22-23ページ。

22) 木村、同所。

23) 勝呂 (1955)、8ページ。

24) よって、当時の危険負担業は単独にではなく、金融業・運送業・その他の事業

と未分化のまま営まれたわけである。それは要するに、そこでの経済活動ひいて

は市場の規模が相対的に小さく、各事業の分業体制による「規模の経済」の享受

が不可能で、あり、それゆえにむしろ各事業のすべてに「共通生産要素」を流用し

た「範囲の経済」を追求せざるをえなかったからであろう。このような事態はそ

の後、産業革命により経済財の大量生産、ひいては大量消費が可能となるまで長

〈続いた。この点につき、谷山 (1956);水島 (1988)、36ページ。
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( 4 ) それゆえ、この冒険貸借は第 2節で想定したベクトルV(S，-b; 

払 1-n)の機能を演じているものと解される。なぜならば、この債務者はそ

れにより、事故発生時には予め貸与されていた金銭 (S)により発生損害 (U)

の相殺ができ、無事故時には金利込みの借受金 危険負担契約に関する部

分としてはそのうちの危険負担料 (b)のみーーの返済によって、当初の危険

資産ベクトルweの終点から確実性線に近い任意の均衡点に接近でき、ひい

ては自己の負担すべき損害 (L)を縮小できるからである。

(5 ) かくて、冒険貸借において均衡点に至るルートは、図 1-5において

初期点をまず水平方向へ移動し、ついで、垂直に下降する同ものであることが

確認される。

2. 無償貸借(無利息消費貸借)

(1) 紀元前よりの古い歴史を誇っていた冒険貸借も 1230年頃に至り、ロ

ーマ法王グレゴリオ 9世により公布された、徴利26)ないし暴利27)を禁止する

教会法により、「基督教的隣人愛の教義に反する罪悪28)Jだとして、容認きれ

なくなった。

しかし、それと実質的に同じ経済的機能をもたせながら、法律的外観は異

なるようにして、無償貸借、より正確には「無利息消費貸借29)Jが考案きれた。

25) かくてより厳密に、冒険貸借 Vはじつは水平方向のベクトル (S，0; n， 1-1r) 

に垂直方向のベクトル (0，-b; 1r， 1-1r)を加算したものだと解釈される。

26) 木村、同所。

27) 窪田 (1979)、17-18ページ。

28) 勝呂 (1955)、8ページ。なお、当時の、とりわけイタリアの前期的商人がアル

フ。ス以北のゲ、ルマン社会の共同体の互酬経済を蚕食していく一一ー貨幣経済の浸

透する一寸酎呈における葛藤の一側面として、この徴利禁止令をみるべきであろ

う。この点につき、阿部 (1981):清水 (1982) を参照。

29) 木村(1979)、115ページ。なお、ジェーノヴ、アのばあい、現存する最古の無償

貸借の記録は、 1347年 10月 23日付けの船舶に関するものと 1348年 1月 15日付

けの貨物に関するものである。(木村、 1979、116ページ)。
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( 2 ) その概要は、①債権債務関係が冒険貸借のばあいと逆転し、②つま

り事実上の被保険者が事実上の保険者に金銭を形式的に貸与し、③しかしそ

のきいに債権者は債務者に、「無利息で、かつ愛情をもって30)J金銭を貸与す

るとしながら、「理由があって3!)J実際には金銭の貸借はなされない、④にも

かかわらず債務の弁済は所定の期間経過後に履行される間ものと一旦きれ、

⑤当該契約には、ある財貨がある地点から他の所定の地点に安着したばあい

に失効する旨の留保条件が付帯され、⑥さらに所定の債務弁済期限以前に航

行が完了しえないばあいに備え、危険負担条項も別途付加きれる、というも

のである。

( 3 ) 冒険貸借と対比したその特徴は、①事故発生後に保険金に相当する

債務が弁済されること 事故発生後支払い「保険金」主義 、②冒険貸

借のごとき金銭消費貸借契約と危険負担契約との結合物ではなく、むしろ前

者は環境適合のための外皮で、内実は後者だと解きれること、である。

( 4 ) 当該契約が商人間取引の一環として取り扱われた以上、無償貸借が

文字どおりの慈善事業で営まれるはずはなししたがって危険負担者(形式

上、債務者)は危険移転者(同様に、債権者)に相応の対価を要求したはずで

ある。結局、ローマ教会は「この場合でも、利息の推定は免れられないJ33)

30) 木村、同、 116および 122ページ。

31) 同上。

32) それが純然たる金銭消費貸借契約であれば、当該契約に本来無関係の財貨の

安着の成否に無関係に、当初約定された期間満了時に債務の弁済がなされるべき

であろう。金銭消費貸借契約としての当該契約のこのような論理矛盾について

は、木村、向、 122-124ページ。

33) 水島、同上書、 32ページ。ここでの利息の支払者が実際にいずれの契約当事者

なのか、寡聞にして不明である。法律上は、債務者たる保険者は無償て、金消契約

を締結しているから、その義務はないはずで、ある。他方、特段の付帯条項がない

かぎり、債権者が債務者に対し利息支払いすることは論理矛盾ともいえる。な

お、大森 (1956)は危険負担料相当分が「手数料の名目であらかじめ確定的に支

払われたJ(164ページ)という。しかし、そこではそれを証する史実は挙げてい

ない。
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と判断した。

( 5 ) しかし、その対価の名目・支払時期に関する資料不足のため、冒険

貸借のごとき、図 1-5内での初期点から均衡点への移動ルートは目下、確定

できない。

ただ、現在の海上保険の様相に一一金銭消費貸借契約部分が事実上消滅し

たという意味で一一一歩近づいたことは否めないであろう。

3. 仮 装売買

(1) 徴利禁止令に抵触すると再度認定された無償貸借に代わり、危険移

転機能を果すべ〈考案きれたのは、仮装売買である刊。

( 2 ) その概要は、①商品の売買契約と危険負担契約とを結合させたもの

であり、②具体的には、売手が買手に対し予め積荷を売り渡し一一一よって積

荷の海上危険もその所有権をえた買主に移転させ 、所定の期間経過後に

かれより代金を収受するとしながら、当該積荷がある出発点から約定の目的

地に安着すれば、当該の売買契約を無効とする一ーしたがって、代金決済も

ない一一一旨の留保条件が同時付帯され、③危険移転機能を万全とすべ〈、買

手の危険負担の開始時期を当該契約締結時ではなく、積荷の出帆時に、また

危険負担の終了時を売買契約に所定の代金決済日ではなく、当該積荷の安着

の有無の確定日とし、④結局、そこでの売手は事実上の被保険者、また買手

は同様に保険者とみなしうる、というものである。

( 3 ) かくて、仮装売買の、それに前後する危険移転制度との対比での特

徴は、①先行の制度と異なり、危険移転者と危険負担者との聞に金銭消費貸

34) ジェーノウーァのばあい、無償貸借の最後の記録は 1356年9月 26日付けであ

り、仮装売買の最初のそれは 1362年9月 17日付けであって、両者間に明確な時

代区分がある(木村、 1978、4ページ、注 4:同、 1979、116および 125ページ)。

また、そこでの海上危険の移転制度は、 1467年までこの仮装売買により運営され

た(同、 135ページ)。
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借関係がない35)こと、②無償貸借のばあいと同様、形式上の(売買)契約の

効力の始終期とともに危険負担の始終期が別途明記されたこと、③後出の海

上保険とちがい、保険者の引き受ける危険の担保範囲を特定した「保険証券

の中心をなす危険条項j36)を含んで、いないこと、である。

( 4 ) 仮装売買において、保険金に相当する売買代金が事故発生後に支払

われている以上、商品の売手(危険移転者)が保険料に相当する対価をその買

手(危険負担者)に支払っていることは自明である。しかし無償貸借のばあい

と同様、このばあいもその名目・支払い時期に関する資料不足のため、図 1

5内での移動ルートの確定はできない。それでもなお、このばあいも周囲の初

期点から確実性線の沢傍の均衡点へ移動していることは明らかである。

4. 海上保険

(1) 海上保険は、叙上の一連の危険移転制度の難点を克服して、 14世紀

のイタリアに生成した37)。当時の海上保険市場の状況と今日のそれとの問に

は類似点よりも相違点の方がおそらく多いであろう。

( 2 ) その相違点のうち、決定的といえる 2つだけを挙げよう。 1つは供給

サイドの保険者の性格であって、端的には前期的商人が副業の一環として保

険業を営んだことである。いま 1つは需要サイドにある付保物件の状況であ

って、当時の生産力水準が低〈、それゆえ大数法則が利用できるほどに大量

の危険集団の形成が困難なため、危険分散は主として保険者の共同保険によ

35) 要するに、仮装「売買契約なる形式は、単に給付・反対給付の均衡関係を強調

する教会法理の認証を受けんがための技巧的な仮装であり擬制にすぎなかった」

(大森、向、 165ページ)。

36) 木村、向上書、 135ページ。

37) われわれは、一連の危険移転制度が直線的に展開したジェーノウやアの史実に

よって各制度の盛衰をみてきた。そのばあい、そこで仮装売買が墨守きれている

時期に他の商業都市が先駆けて海上保険を導入しない保証はない。実際、 1383年

にピーサて¥1395年にヴェネチアで、 1397年にフィレンツェで、真正の海上保険

契約が締結された(木村、 1978、4ページ)。
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り図られたことである。

このような状況は、当時の海上保険が依拠する前期的資本主義経済の性格

を明らかに反映したものである。水島 (1961;1988)は、近代資本主義体制に

照応した「近代保険」との対比で、それを、「前期的保険」を構成する「原始

的海上保険」と命名した。

(3 ) 一連の危険移転制度を貫徹する一一均衡静学的一一法則を読み取ろ

うとするわれわれの関心はむしろ両者の類似・共通点であって、なおかつ両

者に先行する危険移転制度との相違点である。ここでは 2つを挙げよう。第

l は、危険負担契約が単独で締結されたこと、つまり“implicitcontract"で

はなくて、“explicitcontract"として、法律的にも経済的にも認知されたこ

とである。それは基本的には、市場経済の浸透により経済主体の裁量下にあ

る賦与資産(私有財産)の漸進的増加に対応した必然現象だ、と解される。第

2は、前払確定保険料・後払保険金主義の採用である。この事実も、貨幣によ

る市場経済の有用性・信頼性が経済主体に漸進的に理解されていく過程38)で

の必然現象といえよう。これらの現象のなかに経済法則のロバスト性を読み

取ることできる。

( 4 ) 冒険貸借と同様に、この海上保険もまた第 2節で想定したベクトル

V(S， -b;π， 1一π)の機能を演じているものと解される。なぜなら、被保険

者は予め保険料 (b)を支出すれば、無事故時には、賦与された危険資産のベ

クトル成分 Wjeがbだけ減少するものの、事故発生時には保険金 (S)によ

り発生損害(L")の相殺ができ、合成後のベクトル成分 (Wo，Wj) の差分、す

38) 共同体内での互酬経済に永年慣れ親しんできた人聞が、匿名の相手方と貨幣

を媒介として財貨を交換するという市場経済の意義を理解するのは、保険思想、が

現在よく普及したアルフ。ス以北の西欧て申も決して古くなく、具体的には、 11世紀

頃といわれる。また当時のゲ、ルマン人の大半は文盲で、経済取引に不可欠な計算

能力をいちじるしく欠いたため、中世イタリア商人(パリア的商人)との不利な

商取引を余儀なくされ、市場の有用性・信頼性はさほど認められていない。この

点は、阿部 (1981)および清水 (1982)を参照。



30 第 1章 危険移転制度のロバスト性について

なわち自己負担すべき損害 L(三 W1-Wo)は、その支出前よりも結局縮小す

るからである。

( 5 ) かくて、海上保険において均衡点に至るルートは、図 1-5において

初期点をまず垂直方向へ移動し、ついでつk平方向へ確実性線をめざすもので

あることが確認される。このルートは、冒険貸借のそれと移動の順序が逆で

あることに留意すべきである。

第 4節結

本章でわれわれは、その時代の社会背景のいかんにかかわらず、危険移転

の制度がロバストに存続してきたことを確認した。つまり、ある時代の法制・

宗教等の上部構造の基底部分(下部構造)で、危険資産の賦与された位置を確

実性線上でパレート優位な 1点の方向へ移動させる 39)制度が一一形相はそ

の時代に適合させながら一一厳存してきたことをみた。

しかし本章では、時代のいかんにかかわらず、危険移転の制度が厳存して

きた事実を確認したものの、各時代になぜそれに一意的に対応する危険移転

制度が生成したかについてはとりたてて考慮しなかった。ここでも、William-

son. (1975)あるいは Becker(1976)に従って、「当該時代での自然淘汰の過

程で、運営費用の最安価な制度が残留する。」という経済法則が貫徹している、

との仮説がとりあえず定立される。しかし、最終的な判断は、史実による一

層厳密な検証にまたねばならないことはいうまでもない。

39) 要するに、近代保険を含む危険移転制度の機能は、数学により抽象されたベク

トル空間内で神の賦与した危険資産の地点をより確実な別の地点へと移動させ

ること 抽象的な空間内移動一ーと考えられる。この点で、現在財をある地点

から他のそれへと移動させる交通機関・流通システムあるいは金融資産のポート

フォリオを変更させる金融機関となんらかわりはない。なお、消費者による金融

資産ポートフォリオの最適決定問題が本稿のモデルと同ーの構造をなしている

ことについてはたとえば次を参照。三辺 (1988)
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第 2章 リスク・マネジメントの経済分析

第 1節序

以下、第 2節で付保可能リスクと付保不可能リスクとを判別する。第 3節

で、 Ehrlich~ Becker (以下、 E~B と略称) (1972)によりこのようなリスクに

対処する経済制度(リスク・マネジメント [RM]手段)の典型として、市場保

険 (rnarketinsurance).自己充足 (self-insurance)、損害予防 (self-protection)

の3つのモデルを構築し、これらの聞の相互関係一一代替か、補完かーーを

解明する。その際用いる手法はミクロ経済学における主体均衡理論・市場均

衡理論の均衡静学および比較静学である。第 4節では本章でえられた結論を

要約する。

第 2節付保可能リスクとは?

一般に、「危険なければ、保険なし」といわれるが、リスクのすべてが付保

可能(insurable)なのではない。以下、このことを明らかにしたい。

1. 保険論が対象とするのは、まずもって第 1章で定義した純粋危険で、あ

る。それが、危険資産の将来時点の事故による喪失を回復する経済制度の分

析を任務とするからである。投機的危険の明示的分析は、経営財務論(とくに

いわゆる CAPM、OPM)、証券論(とくに分散投資論)、経営戦略論(多角化経営

論)などに委ねられる。

2. しかし純粋危険のすべてが付保可能ではない。つまり保険制度は上述

の目的を、純粋危険を多数の経済主体問で相互に分散することを通じて、達
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成するから、危険事故は相Eに独立でなければならない。よって、大地震・

原子力・大戦・治療不可能な伝染病の危険は付保不可能である一一それは保

険論では「集積危険」とよばれ、 CAPMや OPMにいう“systematicrisk" 

に対応する。

3. それでもなお、相互独立なすべての純粋危険が付保可能なのではない。

なぜならば保険制度は、あたかも「真空管Jのなかの部品のごとく、外部環

境から孤立して単に物理的に存在しているのではなく、むしろ経済環境の影

響をうけつつ存在しているからである。

いま、第 1章の (1-11)式と同様に、危険資産weに関して事象 E。が確率

zで発生した場合の初期損害 (endowedloss)を、

Le三 w1
e-WO

e>o )
 

唱

iヮ“(
 

• 

としよう。市場経済体制下で保険制度が成立するには、(i)Weを所有する経

済主体がLeも自己負担すべきことを認知する必要があり、(ii)L eの補墳の

ためには、少なからぬ運営費用 (=C)が伴い、それが保険制度に参加する当

事者の受容しうる水準(三Ca)以下でなければならない。第ーの条件は、私有

財産制が確立し、そこで自己責任原則が貫徹することを意味する 1)。第二は、

危険に対する経済主体の態度のいかんが保険制度の存在範囲を規定すること

1 ) 近代資本主義体制下の保険制度(水島 (1961)のいわゆる「近代保険J)の主

要形態は保険市場である。その特徴の lつは「前払確定保険料主義」が採用きれ

ることである(水島、 1988:13、15ページ)。

これに対して、産業革命以前の前期的資本主義体制下での付保可能な純粋危険

は、市場機能の信頼性が十分に確認されていない段階にあったから、非市場的経

済制度で処理されていた。具体的には、一方で、、血縁・地縁・職域を同じくする

経済主体同士が、部分的に認められた私有財産の損害を相互に救済(共同体保障)

する共済制度が存在した。そこでは、貨幣経済の浸透が不十分であったこと、経

済主体の地理的な移動が不活発だったことなどから、「前払確定保険料主義」を採

用する必然性に乏しく、実際、損害事故発生後に、賦役・現物・拠金が徴収きれ

るケースが少なからずみられた。他方、貿易商人の商業活動に伴う純粋危険は、

前期的商人の構成する主として、「共同保険」により分散されていた。

(次頁へ続<)
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を意味する。以下、第二の条件にのみ言及しよう。

一般的に、 (2-1)式において、事象 Elの発生時の資産額が十分に大きく、

事象E。のときのそれはほぼOに等しいとき、つまり、

w1e>>0， WOe与0，ムu>>o

のとき、かれが危険回避的 (risk-averse)ならば、つまり、

d2U(W)/δW2<0 (U三資産W に対する効用) ・H ・H ・..(2-2) 

ならば、保険制度は存続する 2)。また、危険回避度 (=Ra)が大となるほど、

受容可能な運営費用も大となる (δCa/dRa>O)ので、少額で頻発する損害に

ついても、保険制度は成立しうる。かくて、健康保険の初診料のごとき、保

険制度の乱用防止のための「小損害免責命IJJが現実に機能するのは、その水

準がC.以上に設定されるばあいだけである。

4. 7r:、u、Cに影響する要因は、純粋に物理的なものと、同様に人為的な

ものとに二分される。保険論では、前者を「物理的危険事前 (physicalhaz-

ard)、後者を「道徳的・心理的危険事情J(moral/morale hazard) とよぶ。今

までの考察において、後者は度外視きれていた。すなわち、保険制度の存在

いかんは経済主体の動機ひいては行動様式に影響を与えないものと仮定して

きた。

しかし、この仮定は現実的で、ない。なぜならば、「不確実なJ環境のなかで、

人聞が「機会主義J的性格をもつものとすれば、必然的に生じる「情報の偏

在」をかれが逆用することは、 Williamson(1975)により明らかだからである。

Arrow (1969)は、このような状況を「リスクと決定の混合J(confounding of 

risks and decisions) とよぴ、そこでは情報優位者が劣位者との聞の取引を有

(前頁より) その後、産業革命に対応した市民革命を経て、名実ともに個人とし

ての自由を賦与きれた経済主体はその代価として、かれの行動に伴う危険を市場

を介して他者に転嫁する必要に迫られることとなる。この点の詳細につき、水島

(1975)を参照。

2) Friedman = Savage (1948)はこの脈絡を「期待効用理論」によりモデル分析

した。
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利に運ぶべく、良好な結果を自己の決定に、他方劣悪な結果を環境に帰すこ

とを指摘した。その結果、保険制度の存在自体が、 π、uを増大きせ、ひい

ては一一損害発生の真相究明のコストを含む一一Cも増大させることとな

る。この現象を保険制度における「逆機能」と呼ぶこととする。

上述の初診料は、このような人聞の行動を牽制する、一種の「罰金」であ

る。保険論では、モラル・ハザードを抑止するため、保険者と被保険者との

このような「危険の共有J(risk-sharing)の必要性が指摘されている (Arrow，

1974， ch. 8)。とまれ、情報偏在下で保険市場の存在可能範囲は、そうでないば

あいよりも、相当程度消失する。

5. 集積危険については、多数の経済主体間での分散が定義により不可能

であり、したがって、相互独立にもかかわらず付保不可能な純粋危険と同様

に、保険以外の RM手段すなわち「自己充足」あるいは「損害予防」が必要

である。以下、これらの RM手段聞の関係をモデル分析する。

第3節 リスク・マネジメント手段の相互関係3)

1. 市場保険のモデル分析

( 1)均衡静学

①主体均 衡 分 析

いま、経済主体が、前節の 3.で列挙した 2つの条件下にあるものとしよう。

明らかにこのとき、危険資産 we(Wo
e，W1

e : n， 1-n)を賦与きれたかれは、

次式が成立するばあい、市場より保険を調達する。

Ue*三 E(U)=πU(Woe) + (1一π)U(W1
e)

<U1巳 E(U)二万U(Wo
e十S)+ (トn)U(W1

e-b)......…(2-3)

3 ) 本節では、 E= B (1972)をより簡潔に再構成した。同モデルのうちですでに、

Shavell (1979)が市場保険と損害予防との同時決定モデルを一層精級化し、また

酒井 (1982)、小藤 (1982)が市場保険の孤立化モデルの紹介を試みている。
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図2ー 1

Wl 

¥/K 

U1* 

Ue* 

U-1* w。。

ただし、 E三期待値の演算子、 S三保険金4)、b三保険料71:三損害発生確率。

すなわち、市場保険(三V)の機能は、図 2-1の WO-W1平面において示さ

れる危険資産のベクトルの終点を、無差別曲線ue*上の初期点 Weよりパレ

ート優位にある無差別曲線uu上の点 W へと東南方向へ移動させることで

ある。すなわち、保険を購入する主体(保険契約者)にとっての市場保険をベ

クトル表示すれば、次式がえられる。

V三(S，-b; 71:， 1-71:) ...・H ・..(2-4) 5) 

このときの保険の価格、つまり保険料率(三p)は、次式で与えられる。

p=三b/S ………(2-5)

4 ) 付保後の事故発生時に実際支払われる保険金総額は Sp+Sであり、これを「名

日」ないし「総」保険金と呼ぶ。しかし、保険料支払前の資産 Weを基準にすれ

ば、正味の保険金は Sだけである。この意味でSをより正確には「正味」ないし

「純j保険金と呼ばねばならない。

5 ) ここで注目すべきは、市場保険のベクトル成分が、賦与された危険資産のベク

トル成分の変動を中和するべくそれ自身危険資産として配置されていること、つ

まり両ベクトルの位相が相互に逆であることである。すでに第 1章でこの性質を

より深〈考察した。
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このように pが与えられたとき、合理的な経済主体がいかなる条件の保険

を購入するか、をオーソドックスな消費者均衡理論により解明しよう。

主体均衡理論は、所与の環境に主体が反応して最適状態に到達するための

条件を導出する。われわれの脈絡では、かれは所与の機会線の下で期待効用

を最大化すべく、危険資産のベクトル成分 (Wo，W1) を選択するはずであ

る。すなわち、かれの行動は、次式群で表示される制約条件っき最適化問題

を解くことと同値である。

Max U* 
WO.WI 

)

)

)

)

 

ι
U

ヴ

t

o

O

Q

d

一

一

一

一

ヮ
“
つ
u
n
L
9
μ

(

(

(

(

 

S.t. W1e-W1 =p(WO-WOe) 

ただし、 U*三 E(U)=nU(Wo) + (1-n)U(W1) 

かつ S三 Wo-Woe

また、 (2-5)式、 (2-7)式、 (2-9)式より、

b=Sp=W1e-W1 ………(2-10) 

ラグランジュの未定乗数法を用いれは¥次の均衡条件式がえられる。

-p=一{n/(1-n)} {U' (WO) /U' (W1)} ・H ・..(2-11) 6) 

上式の意味するところは、主体の均衡状態で機会線の勾配と WO-W1平面上

の無差別曲線の勾配、換言すれば、図 2-2における点 E'のごとき機会線 GG'

と無差別曲線 UO.とが接することである。

②市場均衡分析

以上の主体均衡分析では保険料率 pを所与とした。しかし現実には、当該

6 ) さらに、その 2階条件(極値の安定性のための十分条件)が検討きれねばなら

ない。ここで制約条件っき最大化問題を扱っているから、それは、 (M-1)式の

左辺の行列よりえられる縁っきへッセ行列式!日21が正値をとることである。そ

こで、具体的には、

|H2|E10(lz)UJ-l|=-zLF P2(1-z)UJF>o， 

p -1 0 

となり， 2階条件も満たされていることが明らかとなる。

πUo" 。 p 
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図 2-2

W， I UO* 

G 

。 w。
G' 

出所:E~B(I 972). Fig.lを若干修正。

主体の最適化行動もまた環境になんらかの影響を与えるはずである。以下、

完全競争市場を仮定したばあい、その売手と買手との相互作用の結果として、

均衡料率 (=p事)がどのような水準に決まるかを明らかにしよう。

私企業としての保険者の期待利潤(三E(G))は、推論の単純化のため事業

費の存在を度外視すれば、 (2-4)の定義式および、 (2-10)式より、

E(G)=(l-n)b一πS=(l-n)Sn-nS ・H ・..(2-12) 

となる。ところが、完全競争市場の均衡状態では、期待利潤はぜロとなるは

ずだから、次の均衡条件式がえられる。

p*二 n/(l-n) ・H ・..(2-13) 

このときに最適化行動をとる保険契約者が選択する保険の内容を特定化し

よう。そのため、 (2-11)式に (2-13)式を代入すれば、

U' (Wo) = U' (W，)・…・… ・(2-14)

ところが、すでに (2-2)式で、 U"(W) <0と仮定したから、上式は次式と

同値である。

U(Wo) =U(W，) ・ … ・…・(2-15)

同式は、市場均衡点 P でかれが、事故時の資産額と無事故時の資産額とが
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等しくなるような保険、つまり事故の発生のいかんにかかわらず、資産額が

変動しないような保険 「全部保険J(full-insurance)一一を選択すること

[定理 2-1J を意味する九

( 2 )比較静学

以上のごとき市場保険の孤立化モデルで主体均衡状態にある内生変数に対

する与件の変化の効果を調べるため、比較静学を試みれば、次の結果がえら

れる 8)。

① δSO/δn>O;損害発生確率が高くなれば、均衡保険量、つまり最適保

険金額は大となる[命題 2-1J。

② δSO/δpl己<0;保険料率が高くなれば、最適保険金額は小となる。つ

まり、代替効果は負である[命題 2-2J。

③ δSO/δWoe<o;予想される損害額が大ならば、最適保険金額も大とな

る[命題 2-3J。

④ δSO/δM>O、M三 W，e+πWoe ・.-S・δSO/δM<O;危険資産weの

市場価格が上昇すれば、最適保険金額は大となる。つまり、資産効果は負で

ある[命題 2-4J。

2. 自己充足のモデル分析

以下、 (A)自己充足を定義し、 (B)RM手段として自己充足しか存在しな

7 ) 不確実性のうち、いわゆる「環境的不確実性」のみ存在し、「通信的不確実性J
は存在しないばあい、所定のあらゆる we、πに対応して、 U'(Wo)=U'(W，)を保
証する条件付資産、つまり全部保険の設計が可能であり、その結果各保険取引毎

の分離均衡がえられ、理論上はパレート最適の状態が実現するはずで、ある。つま

り、このような「条件付資産(の請求権)Jの交換市場の創設が可能なはあい、不

確実性下でも「競争均衡の最適性定理」はロバストに成立する。この点につき、

Arrow (1974) を参照。

8 ) 命題 [2-1、2-2、2-3、2-4Jの導出方法については、数学注[1 Jを参!照し本

章の数学注で言及されていない命題[2-5、2-6、2-10、2-11、2-13、2-14、2-15J

の数学的証明につき、高尾 (1988) を参照。
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いばあいの経済主体の合理的行動をモデル分析し、 (C)このモデノレ内で自己

充足と市場保険とが併存するときの両者の関係を明らかにしよう。

(A) 定義

ここでは、 E= B (1972)に従って、自己充足(より一般的には、「自家保険」

と呼ばれる。)を先験的に以下のごとく定義する一一公理の設定。すなわち、

図2-3に示すごとく、純粋危険にさらされた危険資産を所有する経済主体が、

将来の資産水準の分散 (w1
e-WO

e三 U)を、保険市場を介きず、専ら自前で

圧縮する対策、と (p.633 f.)。

( B) 自己充足の孤立化モデル

( 1 )均衡静学

以上の定義により、ミクロ経済学における企業の主体均衡理論、とりわけ

生産理論の成果を自己充足の分析に応用できる。なぜならば、自己充足の設

定とは、危険回避者が危険資産の分散の幅の圧縮を市場保険によらず、むし

図2-3

P 

1ト市場保険ーー一ーーーー

ないし自己充足を

。

完全に用いたときー+

の係ヰ分布

持i害予防を
}円いたとき

の確率分布

いないとき

の確率分布

W 

注 :C=f'j己充足傾丘金(ニ「自家保険料J)

ろ自家生産により達成することとみなしうるからである。

より具体的に、自己充足の設定を、経済主体が期待効用を最大化するべく、

「神」の賦与した投入 (input)weからの結合生産物(joint-products)の組合
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せ (Woe，W1
e)を変更9)して、ベクトル成分 (Wo，W1)からなる新たな結合

生産物を産出することとみなして以下、分析をすすめよう。

このような経済主体の行動は、次式群で表示きれる制約条件なし最適化問

題を解くことと同値である。

Max U. 
C 

ただし、 U*三E(U)=πU(Wo) + (1 π)U(W1) 

=πU(W1e-L-C) + (1-n)U(w1e_c) 

C三自己充足積立金、あるいは「自家保険料」

-・ (2-16)

...・H ・..(2-17) 

L三L(U，C)、すなわち自己充足設定後の発生損害。

このとき、明らかに次式群が成立する。

δL/δU三 LLe(Le，C)三 L1>0

かつ、 δL/δC=Lc(U， C)三L2<0

(2-16)式の 1階の最適条件を導出すれば、

...・H ・..(2-18) 

・・ (2-19)

δU./δC三 Uc*=一π{L2+ l} u' (W1)一(1-π)U'(Wo)=O

-・ (2-20)10) 

1/{L2+1}=一{π/(l-n) } {U' (Wo) /U' (W1) }… H ・H ・(2-20)'

上式の左辺は、結合生産に伴う生産可能性フロンティアつまり生産物変形曲

線の勾配を、またその右辺は結合生産物に対する無差別曲線の勾配を意味す

る。よって、同式は、図 2-4に示すごとく、自己充足設定時の主体均衡点が

生産物変形曲線と無差別曲線との接点 Fであることを意味する。

9) より具体的には、市場保険のばあいと同様に、無事故時に確保される資産のー

部を、事故時に確保きれる資産へ振り替えることである。

10) また、 2階条件が満たされることは以下のごとく確認できる。すなわち、

がU*/dO=-nU'(WO)L2"十πU"(Wo) (L2' + 1)2+  (トn)U"(W1)

=一(+)(+)(+)+(+)(一)(+)+(+)(一)<0

なぜならば、図 2-4の生産物変形曲線の形状が示すごとく自己充足の限界効率は

逓減する、つまり L2">0、かつまた (2-2)式より U"(W)<0だからである。
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図 2-4

U'ホ

。 Wo 

出所:E=B(I972). Fig.5を若干修正。

( 2 )比較静学

以上のごとき自己充足の孤立化モデルにおいて主体均衡状態にある内生変

数に対する与件の変化の効果を調べるため、比較静学を試みれば、次の結果

がえられる。

① δCO/δα<O(ただし co三上記のモデルにおける均衡自家保険料積立額、 α

三自己充足の非効率性、つまり δL'/δα=δ2L/δCOdα>0);自己充足の効率が低

下すれば、その魅力が減少するから「自家保険料」の積立は少額となる[命

題 2-5J。

② δCO/δwoe<o;予想きれる損害が甚大なほど、自己充足が重用される

[命題 2-6J。

(C) 市場保険と自己充足との同時決定モデル

(1)均衡静学

現実には、市場保険と自己充足とは併存する。よって、自己充足の設定に

際して、市場保険の存在が何らかの影響を及ぽすはずで、ある。それゆえ、よ

り現実的なモデルでは、市場保険と自己充足とが同時に考慮されるべきであ

る。
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以下、このようなモデルを構築しよう。ところが、この作業の手はずは完

了している。すなわち、われわれは市場保険モデルを (2-6)式、 (2-7)式のご

とく、また自己充足モデルを (2-16)式のごとく、すでに構築しているから、

双方を同時に考慮したモデルは、効用関数 (2-8)に変数Cを追加するか、あ

るいは効用関数 (2-17)に変数Sを追加すればよい。具体的にその操作を行

えば、次式がえられる。

Max U* 
s，C 

………(2-21) 

ただし、 U*三 E(U)

二 πU(Wo)+ (1-7l')U(Wj) 

=πU{Wje-L(U， C) -C+S}+ (1π)u(wje-sp-C) 

・・ (2-22)

よって、 1階の最適条件は次式群のとおり 1九

δU*/δS三 Us*二U'(Wo)- (1-7l')pU' (Wj) =0 ・H ・H ・，.(2-23) 

δUホ/δC=Uc*=-7l'{L2+l}U' (Wo)一(1π)U'(Wj)=0 

…(2-24) 

(2-23)式、 (2-24)式を接合すれば、次式がえられる。

-p= 1/ (L2 + 1) )
 

E
1
U
 っ“つ白(

 
上式の左辺は機会線の勾配を、またその右辺は生産物変形曲線の勾配を意味

する。結局、同式は、市場保険と自己充足とを同時に考慮した主体均衡点が、

11) このときの 2階条件は以下のごとく確認できる。いま、制約条件なしの最大化

問題を扱っているから、それは、 (M-2)式の左辺の行列からえられる次の縁なし

へッセ行列式 IH21が正値をとることである。

IU，，' U，r*1 
IH21三|目礼 I=Uss*'Ucc'-(U♂)2= {n-U"(Wo)十 (l-7l')P"U"(Wj)}

IUcs' Ucc'l 

{一πU'(WO)L2"+πU"(Wo)(L/+1)2+ (l-7l')U"(Wj)} 

{πU"(Wo) (L2'+1) + (1一π)pU"(Wj)}2 

=ーがU'(WO)U"(WO)L2" π(1一π)p2L2"U'(WO)U" (Wj) 

=(十)一(一)>0
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前者の市場価格と後者の潜在価格 (shadowprice)との相等点でえられること

を意味する。

( 2 )比較静学

以上のごとき市場保険と自己充足との同時決定モデルにおいて主体均衡状

態にある内生変数に対する与件の変化の効果を調べるため、比較静学を試み

れば、次の結果がえられる 1九

① δS*/δn<O、δC*/δπ>0(ただし?三上記のモデルにおける均衡保険金

額、び三同様のモデルにおける均衡「自家保険料」積立額);損害発生確率につき

市場保険と自己充足は強い代替関係にある[命題 2-7J。

② δS事/δp<O、δC*/δp>O;保険料率につき市場保険と自己充足は強

い代替関係にある[命題 2-8J。

③ θS*/δwoe<O、δC*/dWoe=O;当初に予想される損害額につき市場

保険と自己充足は弱い代替関係にある[命題 2-9J。なぜならば、このような

状況で市場保険が利用できないとき、[命題 2-6Jにより自己充足が重用され

たのに対して、ここでは後者の利用度は不変だからである。後者は明らかに、

利用可能となった前者と代替されたのである。

3. 損害予防のモデル分析

以下、 (A)損害予防を定義し、 (B)RM手段として損害予防しか存在しな

いばあいの経済主体の合理的行動をモデル分析し、 (C)このモデル内で、損害

予防と市場保険とが併存するときの両者の関係を明らかにしよう。

(A) 定義

損害予防を E~ B (1972)に従って、以下のごとく定義する。すなわち、図

2-3に示したごとく、純粋危険にさらされた危険資産を所有する経済主体が、

その資産水準の低下をもたらす事象の発生確率を縮減し、資産水準の現状維

12) 命題 [2-7、2-8、2-9Jの導出方法については、数学注[2 Jを参照。
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持をもたらす事象のそれを増大する対策、と (p.633 f.)。

以上の定義から、損害予防の機能を次のごとく数式表示できる。(ただし

r三損害予防費用とする。)

δπ/δr三 πr(πer)三 71:，<0 

(B) 損害予防の孤立化モデル

( 1 )均衡静学

……(2-26) 

RM手段として損害予防しか存在しないばあいの経済主体の合理的行動

は、次式群で表示される最適化問題を解くことと同値である。

Max U* …・・(2-27)

ただし、 U*三E(U)=πU(Wo)+ (1-π)U(W，) 

=π(πe， r)U(Woe_r) +{トπ(7I:e，r) }U(W1e_r) 

δπ/δπe三 7I:"e(πe，r)三局 >0

πe三賦与された損害発生確率

一般的に、 δp/δr三五O

(2-27)式の 1階の最適条件を導出すれば、

一(2-28)

…(2-29) 

………(2-30) 

…(2-31) 

ダ，{U'(W，) -u' (Wo)}) =πU'(Wo)十 (1-71:)u' (W1) 

…….. (2-32) 13) 

上式の左辺は、損害予防の採用に伴う損害発生確率の低下 (δπ/δr<O)を

介してえられる効用の増加分(限界効用)を、また右辺は、損害予防費用 (r)

が当初の資産より控除きれることによる効用の減少分(限界負効用)を意味す

13) なお、以下に示すごとく、 2階条件は無条件に満たされるわけではないことに

留意すべきである。

δ'U' /dr'= π!"{U(W，) -U(Wo)}十2n-，' {U' (W，) -U' (Wo)} 

十 (1-π)U" (W，) + n-U" (Wo) 

ここで損害予防の限界効率は逓減するから、 n-r"> 0であり、また明らかに

U(W，) >U(Wo)である。きらに Friedman=Savage(1948)より、(次頁へ続く)



第 3節 リスク・マネジメント手段の相互関係 45 

る。よって、同式の意味するところは、損害予防の孤立化モデルの主体均衡

が、損害予防のもたらす限界便益と限界費用との相等点でえられることであ

る。

(2 )比 較静学

以上のごとき損害予防の孤立化モデルにおいて均衡状態にある内生変数に

対する与件の変化の効果を調べるため、比較静学を試みれば、次の結果がえ

られる。

① δrO/δβ>O(rO主主上記モデルでの均衡損害予防費用、 β三損害予防の効率性、

即ち伽'(r)/郁=δ'n/dsδr<O);損害予防の効率の向上は、その魅力の増大

を介し、その支出を増大させる[命題 2-10J。

② 針。/δWO
e二

( ? ) ;当初に予想される損害が甚大となるときの経済主

体の反応は一意的で、はない。かれが、 (1-6)式で示されるごとき危険回避的な

ばあい、不定。危険中立的あるいは危険愛好的なばあい、損害予防費用を増

加させる[命題 2-11J0 14) 

( C) 市場保険と損害予防との同時決定モデル

( 1 )均 衡静学

自己充足の設定のばあいと同様に、損害予防水準の決定に際しでも、市場

保険の存在がなんらかの影響を及はすであろう。それゆえ、より現実的な損

害予防モデルは、市場保険の存在を考慮して構築されるべきである。しかし、

(前頁より)

もし経済主体が危険回避的ならば、 U'>O，U"<Oだから、

δ'U事/δr'=-(十)(+)+(一)(一)+ (一)十(一)ミ0

もしかれが危険中立的ならば、 U'=k(一定)>0， U"=Oだから

δ'U*/δr'二(十)(+) + (0) + (0) + (0) <0 

もしかれが危険愛好的ならば、 U'>O，U">Oだから、

δ'U*/δr'=-(+) (+)+(一)(+)+(+)十(十)ミ0

14) この命題は以下のごとく導出きれる。

(2-28)式を rで偏微分した Ur*を、再度rおよび WO
eで全微分すれば、

(次頁へ続く)
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自己充足モデルのばあいと同様に、それもさほど困難な作業ではない。なぜ

ならば、市場保険の孤立化モデル (2-6)、(2-7)両式中に変数rを追加するか、

あるいは損害予防の孤立化モデル (2-27)式中に変数p、Sを追加すればよい

からである。

具体的にその操作を行なえば、次式がえられる。

S，r 
)
 

q
J
 

qa 
ワ臼(
 

Max U* 

ただし、 ザ三E(U)=πU(Wo) + (l-n) U (Wj) 

二 π(ne，r)U(Woe_r十S)

+{1←π(πe， r) }U{wje_r-S'p(r)} 

よって、一階の最適条件は、次式群のとおり。

p=-{π/(1π)} (U' (Wo) /U' (Wj)) 

………(2-34) 

)
 

戸
町
d

q
J
 

つ，“(
 

方j(U(Wj) -U(Wo)) =πu' (Wo) + (l-n) {l+Sdp/dr}U' (Wj) 

…(2-36) 

(2-35)式の意味するところは、 (2-11)式と同様、このモデルでも均衡が機

会線の勾配と無差別曲線の勾配とが一致する点でえられることである。また、

(2-36)式のそれは、損害予防の限界負効用が右辺の第二項内の dp/drの正負

の程度のいかんにより増減するから、それに応じて、当該モデルの均衡点が

孤立化モデルでの均衡点よりおのおの左方ないし右方のいずれかにずれるこ

とである。

それゆえ、まず、 dp/drの符号を特定化すべく、この偏導関数の構造を明ら

(前頁より)

Urr*dぺ37u'附一π凶U"ぺ(即)肌吋

叫 W貯0Jeヒe==_一一イ(~言干U'附 π凶7!'U"附)川

二斗(ト一){ (-) (十)-(引j(-) ニ(~)
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かにしておこう。一般的に、次式が成立する。

p=p{7C(r)， 8(r)} ...・H ・.(2-37) 

(ただし、 θさ保険制度の運営費用をまかなうための付加保険料率、 0三五 0とする。)

dp/dr 

(十(-)十ワ)

=δp/δz・δπ/δr+dp/δ0・θθ/δr

=(-)十(?)=(?)

( 2 )比較静学

…・(2-38)15) 

以上のごとき市場保険と損害予防との同時決定モデルにおいて均衡状態に

ある内生変数に対する与件の変化の効果を調べるため、比較静学を試みれば、

市場保険と損害予防との相互関係につき、次の結果がえられる。

① 営業保険料率p(三{(1十θ)7C}/(1 π) )において付加保険料率が O、つ

まり保険数理的にフェアー (actuariallyfare) 16)なケース，

( a) δS*/δβ>0，δr*/δβ>0 (S*三上記モデルでの均衡保険金額、戸三同様

のモデルでの均衡損害予防費用);損害予防の効率βの増大は、均衡保険需要

量 γ も均衡損害予防費用 f も増大させる[命題 2-12J川。ここでの因果のプ

ロセスにも、経済法則がストレートに貫徹する。つまり、 βの向上により魅力

を増した損害予防手段の一層の重用は、損害発生確率の低下をもたらし、そ

れはさらにフェアーな保険料率の低下を介して、保険需要量を増大きせるで

15) より正確には、 (3-24)式、 (3-27)式に示したごとく、 π工 7t(7te，r)だから、次

式が成立するはずである。

dp/dr ==δp/δ0・ae/δr+(θp/δ7t)(δπ/δr+δπ/θπe) 

ニ(十)(?)+(+){(-)+(+)}

だが、第 2節で指摘した「情報偏在」下では、保険者は δzの原因が δrかδがか

を識別できない。それゆえ、「機会主義」的な被保険者(情報優位者)は大きい π

を7teに、小きい zをrに帰すであろう。

16) その定義につき、 Friedman~ Savage (1948)， p.289を参照。

17) [命題 2-12Jおよび後出の[命題2-13J、[命題 2-14Jの導出方法については、

本章数学注[3 Jを参照。
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あろう (βイ+)-→ r一〈一片方一(+ド p一-(-}--> S)。よって、両者は損害予防の効

率性につき補完関係にある。

第 2章48 

δr"/θγ=0 (y三 πeの上方シフト・ノfラメータ);πeが増δS"/δγ<0， )
 

L
U
 

(
 

大すれば、均衡保険需要量が減少するが、均衡損害予防費用は変らない[命

題 2-13J。

γの増大、つまりがが大となれば、一方で、当然に pも大となり、それに対

応して?が減少することは、上述した需要の法則により明らかである。他

方、 f の均衡点を規定するはず6)式において、その左辺内のすべての変数が

その右辺の第一項は (2-29)式から明らかに増大するがから独立的であり、

ものの、相殺する形でその第二項が減少し、結局 rは変化しない。かくて、両

者は、賦与された損害発生確率に関して決して代替関係にはなく、むしろ弱

い補完関係にある。

δS*/δθ|害二k<O，δr*/δθ|害=k>O，θ>0 k=セ."p つまり保険料率

が保険数理的にアンフェアーなケースでは、付加保険料率に関して市場保険

と損害予防とは代替関係にある

② 

[命題 2-14J。

とりわけその極端なケースとして、損害予防費用 rの増大による損害発生

確率 xの低下を考慮せずに付加保険料率 θが設定きれればーーその典型と

して、最安価に損害を回避しうる経済主体にリスク処理のコスト負担を求め

ょうという「最安価損害匝避者負担の原則」が適用きれるわが国の自動車損

害賠償責任保険がある 18)一一、 (2-38)式において、 dp/dr二 Oである。つまり

rの変化は保険料率 pになんの影響も及ぼきない。容易に予想きれるごとし

このとき損害予防活動になんの経済的報償もなされないから、合理主義を貫

徹する経済主体が自発的にこのような活動をとることはありえない。よって、

このような活動をかれにとらせるために、強行法規(例えば、自動車損害賠償

保障法)ないし社会規範(利他主義、博愛主義)が必要となる。

高尾 (1979)はこの制度の問題点を指摘した。18) 
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このことを念頭におき、以下、 θの増大が正常財に関する需要の法則により

pの上昇を介して S*の減少をもたらしたとき、 f はどのように変化するか

を特定化しよう。このとき、 (2-36)の左辺で示される損害予防の限界効用は、

フェアーな保険料率のばあいと同様に増大する。これに対して、その右辺の

限界負効用は、 dp/dr=Oだから nUo'+ (1一π)U/となり、やはり増大するも

のの、左辺より大とはならない。よって、このばあい、効用最大化をめざす

経済主体は同式の両辺のバランスが回復できるまで、 r*を増大し続けるであ

ろう。かくて、市場保険と損害予防とは付加保険料率に関して代替関係にあ

る。

第 4節結

本章での考察は以下のごとく、 2つに要約できる。

1 市場保険が、一定の条件を満足する純粋危険にしか利用できないこと

を確認した。

2 E = B (1972)に従って、純粋危険下の危険資産を所有する家計が、そ

の資産からえられる期待効用を最大化するべく、3つの R.M手段を経済合理

的に組み合わせるものと想定して考察した。そこでえられた主要命題を列挙

しよう。

(1) 市場保険はそれ自身、危険資産であり、危険回避的な経済主体(被保

険者)の所有する「条件付資産J(危険資産)の変動の中和をつうじて、

それを安全資産に変換する機能をもっ。

( 2幻) 市士場暴保険は正常財的性格(負の代替効呆，負の資産効呆)をもつ1川9引)

( 3幻) 市場保険は自己充足と代替関係にある。

( 4 ) 市場保険は一定の条件の下で損害予防と補完関係にある。

19) これに対して、市場保険は劣級財的性格をもっ、とする三辺 (1976)がある。
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( 5 ) 損害予防活動に対する報償が考慮されない市場保険は、損害予防と

代替関係にある。よって、市場保険に損害予防活動のインセンティブ

を強める機能をもたせるためには、損害発生確率を忠実に反映した保

険料率表を作成すべきである。

かくて、 E=Bモデルは、下図 2-5のごとく、図式化できる。

図2-5

f呆1;全市場

*t~斉!主体一一ーへ

ト一一一一-，hJ;易保険

内己|充足

損害予防

注・縦方I"Jの点線の矢nJl土保険市場にiti徹する

経済法則を示す。
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数学j主

本章で展開された E=Bモデルの構造は以下の行列方程式群で明示できる。

[ 1 J 市場保険の孤立化モデルの比較静学

当該モデルの (2-6)、(2-7)両式からなるラグランジュ関数の最適条件を全微分

し、左辺に内生変数、右辺に外生変数を配置すれば、次式がえられる。[()(}  

。(1-z)U11|dW|=[U o 

;rUo" 0 -P 11 dWo 1 1 ~Uo'λ 
I I (+) 

p 一1 0 J L dλJ L 0 S 

o 11 d;r 

o 11 dp 1……(M-1) 

p J L dWoe 

[命題 2-1、2-2，2-3、2-4J内の偏導関数の符号は、 (M-l)にクラメールの公式

を適用すれば、確認できる。ただし、 λ三ラグランジュ乗数。

[ 2 J 市場保険と自己充足との同時決定モデルの比較静学

当該モデルの一階の主体均衡条件式群 (2-23、2-24)を全微分し、 (M-1)と同様の

配置をすれば、次式がえられる。

1 d;r 1 

113S11161=[山一円一山11:: 1 1 dp 卜....・ H ・(M-2)
U*cs U*cc J L dC* J L ~U九πU*cP ~U*cw~JI 

L dWoe J 

[命題 2-7、2-8、2-9J内の偏導関数の符号も、 (M→ 2)にクラメールの公式を適用

すれば、確認できる。ただし、 U九y三δ2U*/δxdyとする(以下、同様)。

[ 3 J 市場保険と損害予防との同時決定モデルの比較静学

当該モデルの l階の主体均衡条件式群 (2-35、2-36)を全微分し、 (M-2)と同様の

配置をすれは¥次式がえられる。

1 dπe 1 

[ワヰH:~: 1=[一山一山 -U| | 11 1=1 11 dO 卜....・H ・(M-3)
U車内 U*rrJLdr*J L~U*rπ~U*rθ ~ U*rw~ J 1 

L dW3 J 
[命題 2-12J内の偏導関数の符号も、 (M-3)にクラメールの公式を適用すれば、

確認できる。
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第 3章全部保険はつねに最適か?

一一イ呆険需要の「全体論」的考察

第 1節序

われわれはすでに第 2章で、 E= B (1972)モデルの検討を試みた。そこで

は純粋危険にさらされた危険資産を保有する危険回避的な経済主体にとり、

ある単一の保険契約が保険数理的に公平な料率で提示きれる限り、全部保険

が最適だとの[定理 2-1J1)をえた。

これに対して本章では、一部保険が常態であるわが国の、とりわけ家計の

現状を説明するには、この E=Bモデルだけでは不十分で、あるため2)、補足的

説明のための枠組みをまず文化人類学に求める。ついで、 E=Bモデルを包摂

する経済学の枠組み内でも、全部保険がつねに最適なわけではなししたが

って一部保険が選択されたとしても、それを経済合理性に反する行動とは必

ずしも断定しえないこと[定理 3-1J を明らかにする。

具体的には、第 2節で、文化人類学の成果を摂取して、わが国における家

計のより現実的なリスク・マネジメント・モデルを試作する。要するにそこ

では、わが国家計のリスク・マネジメントの様相には経済非合理的な部分が

1) この定理は、 D= S (1983)によりベルヌーイの原理 (Bemoulliprinciple)と

命名される (p.1047)。

2 ) 実のところ、市場経済法則がロバストに貫徹するはずの企業保険(例えば¥身

元信用保険)ですら、少なくともわが国では、固有の文化により色づけされてい

る可能性が大である。すなわち、一般に企業保険の保険料は、損金算入が可能で、

あるにもかかわらず、経済合理的な保険購入はなされがたい。この点につき、田

村 (1978)および、森宮 (1985)を参照。
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あるため、経済学のツールから一旦離れて、それに対処しようとする。第 3節

ではまず、 Arrow(1974)に対するアンチ・テーゼとしての Doherty= 

Schlesinger (以下、 D=Sと省略)(1983)モデルを検討する。そこでは、 Arrow

の命題が成立するための前提条件が少なからず非現実的で、あること、より端

的には、付保可能危険と付保不能危険との相関関係のいかんでは、全部保険

よりも一部保険ないし超過保険が最適なばあいがありうること[定理 3-2Jを

確認する 3)。次いで、、第 2節でのモデルと D=Sモデルとの統合を試みる。第

4節では、以上の考察からえられる科学方法論上の教訓を抽出する。

第 2節 目本型家計リスク・マネジメントのモデル構築

1. 仮説の定立 モデルの修正

以下では E=Bモデルを修正して、わが国における家計の RMの現状に即

したモデルを構築しよう。

(1) わが国の家計が市場保険を少なくとも今までは重視してきたとはい

いがたい。このことは、しばしば試みられる家計貯蓄の目的調査に際して、

明確な将来目的よりも、むしろ「まさかのために」という漠然とした回答が

つねに上位を占めること、逆に「掛捨て」保険が忌避されながら、満期返戻

金付家計保険(いわゆる「一時払い養老生命保険・長期総合保険・積立ファミリー

傷害保険)Jが近年人気を呼んで、いることから明らかであろうぺ

3) ArrowモデルおよびE=Bモデルのこのような限界については、 Mayers= 

Smithがすでに指摘している (1983，p. 304)。

4 ) まず、「貯蓄に関する世論調査J(昭和 61年調べ)による「貯蓄目的」の順位

は以下のごとくである。 1位:病気・災害への備え (75.0%)、2位:こどもの教

育費 (44.7%)、3位老後の生活費 (42.5%)、4位:とくに目的はないが、貯蓄を

していれば安心だから (25.3%)、5位:土地・建物購入等の資金(20.5%)、6位

こどもの結婚資金 (15.5%)、耐久消費財の購入資金 (10.8%)。なお、複数回答

につき百分比合計は 100をこえる。(外山、 1981、174-175ページ)

(次頁に続く)
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( 2 ) このような現状がいかなる因果の経路でもたらされているのか?

この解答をうるために E=Bモデルに準拠すれば、次の 2つの仮説 (Hj， H2) 

を定立できる。

H，:わが国の家計のばあいも、 E=Bモデルはロバストに妥当する。つま

り、市場保険の価格と自己充足の潜在価格との比較において、前者が後者よ

りも有意に高いばあい、経済合理性に立脚する家計は当然に後者を選択する

であろう。

この仮説を支持する傍証として、ここでは 2つ(E"E2)のみを列挙しよう。

E， :わが国保険市場は、その円滑な運行に不安を懐く規制当局の実体的監

督(強力な行政指導)下で、競争抑止的構造(独禁法適用除外対象としての保険

料率カルテル、新商品に対するパテント嗣!の欠如、マーケティング・チャネルの硬

直性)をしている九このは、あい、利潤最大化をめざす保険企業は、需要の価

格弾力性の異なる部分市場で差別価格戦略をとるはずである。より具体的に

は、企業保険に比して、需要の価格弾力性が硬直的な家計保険に対して、事

業費を加重して配賦することとなろう。その結果、営業保険料率が自己充足

の潜在価格を有意に凌駕し、家計はいわゆる「掛捨て」保険を思避する。換

言すれば、保険市場の独占的構造が払拭されれば、わが国の家計が全部保険

を選択する可能性がある一一供給サイドからの分析。

E2 :保険市場は、定義によって、不特定多数の経済主体聞の連携により純

粋危険を分散する制度である。しかし、市場の円滑な運行を支える市民意識

(前頁より) これに対して、わが国損害保険会社の新規元受保険料に占める積立

保険料の割合の推移は次のとおり。昭和 45年 5.26%、40年:4.8%、55年 5.2 

%、 60年:17.6%、61年:44.6%、62年:26.4%0 (保険研究所(編)、『インシ

ュアランス損害保険特別統計号J昭和 63年版、保険研究所)

これらの数字から、わが国家計が「まきかのために」銀行を、また「蓄財のた

めに」損害保険会社を利用するという一一一両経済制度の本来の機能を逆転させた

一一奇妙な現象が存在することが明らかである。当面、それを経済合理性に反す

る行動と解釈することができょう。

5) その概要につき、水島 (1988)、第 3部を参照。
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アダム・スミスのいわゆる「同感J は、アジア・モンスーン地帯の

ごとく農耕文化が根強く残る6)ところでは醸成きれていない。このことは、い

わゆる「虫送り」の発想や「旅の恥はかきすて」の格言のごとき、ムラ意識

の厳存に照らして否定しがたいであろう。そこにあえて保険市場を導入すれ

ば、情報偏在を「逆用」するバリア型の経済主体の蚕食により、この市場は

機能障害を来すだろう九この機会費用と逆用防止のための監視・規制費用と

はトレード・オフの関係にあり、結局市場参加者全員の負担となる。このば

あい、純粋危険の分散は、市場を介きず、むしろ血縁・地縁に基づく共同体

を介した、共済あるいは自己充足が有利である8)__  需要サイドからの分析。

いずれにせよ、 Hlは経済学の立場から、日本の現状を「アジア的な経済合

理主義」により解釈しようとするものである。

H2: I感性J(pathos)的に暗い将来事象に対して、「理性J(Iogos)的思考

の中断・放棄がなされる 9)。よって、 E~B モデルはわが国では大幅に修正さ

6 ) 藤本 (1988)と梅原 (1989)によれば、現代日本人は深層心理において、農耕

社会をもたらす弥生文化よりも、むしろそれを一層遡り、狩猟・漁扮・採取社会

に対応する縄文文化を固着している。かれらは、日本の北端のアイヌ文化と南端

の琉球文化とがその末喬としてほほ純粋型を維持しているため、両者に共通点が

多いという。とまれ、以下の推論の大枠はこの学説にも整合的である。

7) Akerlof (1970)はこの脈絡を中古車市場のモデル分析により初めて解明した。

8 ) 沖縄の頼母子講「もあいjは中世の互酬経済の名残として把握できょう。灰閉

するところでは、葬式に際して少額の香典をかなり広範囲の血縁・地縁者が拠出

する合意がそこでは暗黙裏に成立している。それゆえ、岡崎 (1988)の指摘のご

としそれと代替関係にある市場保険(民間生保)の普及率は本土に比して有意

に低い。なお、室田 (1977)は、保険制度の運営方法に関して、「他人の意向を勘

案した利己性にもとづく交換経済よりも、自己の必要性を基準とする共同性にも

とづく贈与経済よりも、資源配分の純水準において劣ってしまう可能性J(19ぺー

ジ)をモテゃル分析により提示した。

9 ) 言語学者の板坂(1971)は日本語の用法の特異性のなかに、ロゴスよりもパトス

を重視させる日本人の性癖を見いだしている。また心理学者の多湖 (1988)は、現

代の日本人が責任意識と思索能力を欠いたままで孤独状態に陥り、それゆえ「責

任回避商品Jを選好するとし、その例として、「結婚情報サー (次頁へ続く)
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れねばならない。

森羅万象を取り仕切り、エントロビーを増大させ、ひいてはカオス状態を

招来させようとする「絶対神」との対決意識が日本人の文化構造から欠落し

ている。それゆえ、神との「ゲーム論的状態」にあることを、とりわけ保険

市場が対象とする「純粋危険」つまり「憂欝な」危険に直面する際には、想

起しない。結局、災厄をもたらす「神Jないし「環境」に対する自己主張す

るための「戦略」、つまりリスク・マネジメント、の一環としての保険の必要

性も論理必然的に認知きれないlへかくて、 H2は文化人類学の立場から臼本

(前頁より) ビス」などとともに、「長期総合保険」、「積立女性保険」を挙げる。

10) 任意保険としてのわが国地震保険の普及率が逐年低下し、 1984年に全国平均

でわずか 10.1%であることの理由の 1っとして、集積危険に対する保険制度の

限界(保険料が割高なのに、保障は不十分である。)を家計が冷静に察知している

ことも挙げられる。しかしその主因の 1つは、稀有現象としての天変地異に対す

る楽観視(酒井 (1982)のいわゆる「無視可能確率切捨ての性質J(89ページ))

にあろう。第 3のそれとして、惨害危険は市場経済ではなく、互酬・贈与経済に

より対処すべきであるとの、古代・中世の価値観が現代日本人の心理の基底部分

にあることが挙げられる。

実際、関東大震災に際して、火災保険約款で予め地震危険免責が明記きれてい

たにもかかわらず、内国保険会社は、「民意を体した」規制当局の圧力により事実

上の「保険金」を支払った一一東洋的無常感に裏打ちされた「事情変更の原則J
の適用。これに対して、当初合意された約款に忠実でいあった外国保険会社はその

支払いを拒否したため、爾後圏内営業の不振を招いた一一絶対神なき場で「契約

の神聖」を過剰重視したための文化摩擦の惹起。その経過は三島 (1988)に詳し

し、。

このような地震保険制度は、経済的強者の贈与によりハレ(非日常性)をケ(日

常性)へと修復するポトラッチの現代版とも解しうる。けだし、吉田=寺田 (1974、

110ページ)によれば、北米北西部インディアンの贈与慣行ポトラッチは偏在した

富の平均化の機能をもつからである。

より一般的に、日本人の市場保険嫌悪の主因は、ハレの場をケの論理(市場経

済法則)で割り切ることへの違和感にあろう。網野=阿部 (1982)と丹生谷 (1986)

が指摘するごとく、ハレの典型としての冠婚葬祭、刑罰執行は、近世以前には(["無

礼講」、「刑吏の礼装」のごとく)ケの流儀と異なるそれで営まれた。換言すれば、

当座の損得を抜きにして、ケにおいて累積した異常性を相殺する (次頁に続く)
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の現状を諦観・倍りに帰して、「運命論」的に解釈しようとするものである 1九

( 3 ) いずれの仮説がどの程度に支持されるのかは、厳密な実証研究によ

り判定されるべきである。しかし、少なくとも家計のリスク処理の問題に関

する限り、「社会経済構造Jとともに「文化構造」が密接に関連していること

は否めないだろう。

2 小括

以上の考察は次のように要約できょう。

(1) 日本の現状に照らし、「憂欝な危険」に対して家計がいわば「文化合

理的」に対応している可能性を示唆した。しかし、経済学の観点からは、こ

のようなかれの行動は「非合理的j、より正確には「無合理的」のごとく把握

されよう I九

( 2 ) 日本型家計の RMの分析には、原子論的な 人間活動を、「短期」

的視野で「限界分析」を試みる生産者と消費者の間の、貨幣を媒介とした

(前頁より) ための「清め」の儀式が執り行われねばならなかった。このような

文化が、東アジアでいまなお残留しているとすれば、経済合理性を追求したいわ

ゆる「掛捨て」火災保険は認知されがたく、わが国で開発された無事故戻し火災

保険(通称「長総J)が韓国・中国でも好評なのは当然であろう。しかしそれは、

このような中世価値観が現代西欧に皆無ということを意味しない。ドイツにおけ

るその特殊保険現象につき高尾(1982)、また一般的社会現象につき、阿部(1981: 

1989) を参照。

ll) 水島 (1988:初版は 1979)は、保険現象の分析にさいしこのような研究も必要

なことをつとに指摘している (77-83ページ)。その本格的研究として、同 (1987)

がある。

12) I保険嫌い」を自負しながら、「水に流す」ことや「宵越しの金を持たぬ」こと

を美化する風潮が、少なくとも戦前までは厳存していた。また、損害予防と市場

保険との関係では、ほぽ同時期にロンドン (1666年)と江戸 (1657年)とで発生

した大火ののち、前者では、耐火構造が強制きれるとともに市場保険が考案され

た(水島、 1975、第 3章)。これに対して、後者では、そのような経済合理的な危

険対策つまりリスク・マネジメントは、その後関東大震災や東京大空襲をはさみ、

300年以上経過した現在なお認知されている、とはいえない。
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図 3-1

文化構j立

保険市場(社会経凶構造)

i主.縦方[o[の点線の矢印の志昧は， [刈 25

のばあいに同じ。横万[，，)のそれは文化

法目Ijを示すO

ミクロ経済学のみでは不十分で、、全体論的な一一財貨を(神を含む)共同体

内で、したがって貨幣を媒介せずに、「長期間Jに「総合的」に相互決済する

制度に着目した 文化人類学も必要となろう。

( 3 ) かくてわれわれは第 2章の図 2-5で要約した E=Bモテソレを再度修

正して、図 3-1のごときモデルを構築することができる。

第 3節 D=Sモデルの検討

本節では、まず D=Sモデルの概要を検討し、次いでこれにより第 2節のモ

デルの拡充を試みる。その際、推論の明快化のため、当事者聞の「通信的不

確実性」に基づく情報の偏在を捨象する。したがって、現実世界では決して

軽視できない、モラル・ハザードと逆選択との最適付保率への効果13)を当面、

度外視することとなる。

13) この点は、 Arrow(1974， ch. 8)がすでに解明している。このようなばあい、

いわゆる deductibleや coinsurance付帯の保険が最適となるというその結論は、

本章でえられる定理一一「全部保険は必ずしも最適ではないjーーに背反せず、

むしろそれを補完するものである。
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1. D = Sモデルの概要

(1) 以下、まずモデルの構築に必要な定義および前提を明示しよう。

①保険市場で保険契約の締結を考慮する経済主体があるとしよう。かれ

は少なくともその時点では危険回避的だと想定できる。よって、ここでも (2

2)式が成立する。

②保険市場の不完全性を、経済学の通常の定義とは異なり、次のごとく

定義する。つまり、「保険契約がありうるすべての損害状態をカバーするべく

設計されえないばあい、その保険市場は不完全で、ある。J(D = S， p. 1046)現実

の保険市場がすべてのリスクに対処できないことは、理論的にも、経験的に

も明らかである。つまり、実際の保険市場はこの意味で不完全で、ある。

③ かくて上述の前提の論理的帰結として、かれを取り巻く現実世界には

2種類の危険が存在するものと想定できる。すなわち、付保可能危険 R(と付

保不能危険 RNである。これらの危険の存在に対応して発生する損害をおの

おの、 IとNとで、またそれらの確率を、 πI、町とで表す。

④ このとき、図 3-2に示すごとく、ありうるすべての事象は、 4つの部分

集合に分類できる。すなわち、 (1)1もN も発生しないケース(IUN)、(2)1

は発生するが、 Nは不発のばあい(I一[InN])、(3)Nは発生するが、 Iは不

発のばあい (N一[InN])、(4)1もN も発生するばあい(InN)。各ケースの

発生確率を π1、局、局、 mとする。

図 3-2

rUN 
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衰 3-1

状態 資産額(無保険下) 確 率

1 A Jrl三 1-JrN-JrI十Jrl'JrN/I 

2 A-I Jr2三 JrI-JrI'JrNII

3 A-N Jr3三三JrN-Jrl 'JrN/I 

4 A-I-N Jr4三三Jrl'JrN!1 

出所:D = S(1983)， p.l047. 

⑤ 以下、丸町、 Iが発生したと仮定したばあいについての Nの条件付確

率的11、当初に賦与された資産額Aを用いて、これら各ケースにおける資産

水準とその確率とを表示すれば、表 3-1がえられる。

⑥ いま、この保険契約者に提示きれる保険契約は、いわゆるコ・インシ

ュアランス型であると仮定する。このときの保険者側の損害填補割合、換言

すれば保険契約者の付保率を、 α (詮0) とする。また、事業費に充当される

付加保険料は、純保険料の一定割合 m(孟0)で賦課されるものとすれば、営

業保険料は次式で表示される。

p=αn'Il(l +m) ………(3-1) 

( 2 ) 以上で、モデル分析の準備は完了した。次に、モデルの構築・操作

により、保険市場を構成する諸要素とそれらの相互関係に対して、通常、捨

象きれている外生変数の影響を明示的に考慮したばあい、当初の均衡点がど

のように移動するか、を比較静学により解明しよう。

① この保険契約者の行動は、次式で示される制約条件なし最大化問題を

解くことと明らかに同値である。

Max U* 
α 

)
 

内

L
q
J
 

(
 

• • • • • • • 
・
• 

ただし、 U*=E(U) 

二n'lU{A-αn'，I(1 +m) } + n'2 U {A-αn'，I (1 +m) -1 (1α) } 

+n'3U{A-αn'，l(l+m)-N} 

十局U{A一α柄1(1+m)一1(1一α)-N} )
 

q
J
 

q
J
 

(
 

• • • • • • • 
・
• 
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② いま、保険法制上、「利得禁止の原則」により超過保険が禁止されてい

るものとすれば、 α壬1だから、この範囲内で、付保率 α=1の状態、つまり全

部保険がかれに最大の効用をもたらすとき、この保険は最適だと判定される。

③ そのためには、以下のごとき、 α=1で評価された 1階の最適条件式

(3-4) の値が非負、換言すれば、図 3-3 における U2 • あるいは U3 • のごとく、

(3-3)式で示される期待効用関数の勾配が α=1の位置で水平あるいは右上

がりでなければならない。

dE(U)/dα|α=1二 π'1I[{町(l+m) 町 11}(U/-Uピ)-mU1'] 

...・H ・..(3-4) 14) 

いかなる条件下でそのような保険がえられるか、以下解明しよう。まず、

推論を明快にすべく、付加保険料ひいては事業費がゼロ、つまり m=Oのケー

スを考察し、次いで、ヨリ現実的な、 m>Oのケースでは、その結論がどのよ

うに変わるか、 明らかにする。

)
 

・1(
 

m=Oのケース;このときさらに、 (a)1とN との聞に相互関係がな

い、つまり相互に独立しているケースと (b)両者の聞になんらかの相互依存

関係があるケースとに二分して、考察しよう。

図 3-3

E(U) 

U♂ 

u，' 

。 α 

14) その導出過程につき、本章数学注 [3Jを参照。

15) 命題 [3-1Jの導出過程につき、本章数学注 [4Jを参照。以下、命題 [3-2: 
3-3Jも同様。なおその証明につき、神戸大学助教授久本久男氏からの教示をえた。
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(a)のケースでは、[命題 3-1Jより 1CN= 1CN/Iが成立する 15)から、明らかに

(3-4)式は Oとなる。つまり、このとき付保率 100%の全部保険は最大の効用

をもたらすから、最適保険である。[定理 2-1J

(b)のケースでは、両者が順相関関係にあれば、[命題 3-2Jより町<πN/lが

成立し、また m=Oであり、きらに (2-1)式より U/<U/だから、明らかに

(3-4)式は正値をとる。すなわち、このとき超過保険が最適である 16)が、前提

によりその存在は容認されないから、本来、次善解である全部保険がその制

約内では最適で、ある(いわゆる「コーナー解J)。他方、それらが、逆相関関係

にあれば、[命題 3-3Jより時>πN/Iが成立するから、 0<α<1の範囲内のい

ずれかの水準が最大の効用をもたらす。いずれにせよ、一部保険が最適とな

る。[定理 3-1J

(ii) m>Oのケース，このばあいも、上のそれと同様に、両者聞の相互関

係の有無により、二分される。以下、まず、 (a)無相聞のケース、次いで、 (b)

相聞のあるケースにつき、検討する。

(a)のケースでは m>Oとなるものの、再び U1'<U3'かつ[命題 3-1Jより

町二時1Iだから、明らかに (3-4)式は負値をとる。つまり、このとき、やはり

一部保険が最適となる。[定理 3-1J

16) この意味での超過保険は、付保可能危険に連動する付保不能危険を抱き合わ

せて、保険者に転嫁する制度、と解釈できる。実際、商社と保険会社との問で締

結される貨物保険は「評価済保険」で、事故発生時点で、被災貨物の時価が下落

しているばあい、超過保険金が支払われる。このばあい、商社は、 systematicrisk 

であるため、本来付保不能なはずの経済変動危険を事実上、保険市場で分散して

いるわけである。この意味で、貨物保険は、イ寸保不能危険の危険移転に関する限

り、「暗黙の契約理論」にいわゆる「暗黙の契約J(implicit contract)だといえ

る。他方、不況期には火災保険金の請求件数が増加することはよく知られている

(e. g. Carter， 1979， p.41)。このことは、保険契約者・被保険者が景気変動危険

を事後的に、換言すれば事実上保険者に転嫁していることを意味する。とまれ、

情報が後者よりも前者に優位に偏在するばあい、保険事故の真相や損害の実額を

後者が知ることは容易で、はない。その結果、保険者は形式上当初の契約に従いな

がら、事実上景気変動危険を負担することを余儀なくきれることがありうる。
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(b)のケースでは、両者が逆相関関係にあれば、 m>O、U1'<Uムかつ[命

題 3-3Jより π'N>πN/Iだから、やはり (3-4)式は負値をとる。うまり、このと

きも、一部保険が最適となる。[定理 3-1J

他方、それらが順相関関係にあれば、[命題 3-2Jより1Z'N< 1Z'N/Iだから、 (3

-4)式の符号は特定化できない。もしも、 mが十分に大ならば、 (3-4)式右辺

の{町 (1+m) -1Z'N/I}の項が正値をとり、結局 (3-5)式が負値を示すから、一

部保険が最適となろう。これに対して、 m=Oのときには、超過保険が最適で、

あり、またここでは度外視した「情報偏在」によるモラル・ハザードを想起

すれば、このように、当該保険の対象とする危険が付保不能な危険と順相関

関係にあるばあい、保険者は、付加保険料率m を政策的に加重して賦課する

ことが望ましい17)。

④ かくて、以上の分析結果は下表 3-2に要約できる l九同表から明らかな

ごとく、保険市場においては通常、度外視されている付保不能危険の影響を

考慮すれば、全部保険が最適なのは例外的ケースであって、むしろ大半のケ

表3-2

IとNとの聞の関係 イ寸力日保険料 最適付保率(最適保険形態)

独立 m=O α=1 (全部保険)

順相関 m=O α>1 (超過保険)

逆相関 m=O αく1(一部保険)

独立 m>O α<1 (一部保険)

順相関 m>O ? (不 定)

逆相関 m>O α<1 (一部保険)

出所:D = 3(1983)， p.l049の表に若干，加筆した。

17) このように、保険企業の保険料率の設定、とりわけ事業費の配賦の有りょう

が、保険契約者の付保率あるいは損害予防支出水準に影響することは、すでに

Doherty (1976)およびCarter(1979， p. 43)が指摘するところである。

18) D = S (1983)はさらに、付保可能損害 Iを小損害1sと大損害1L とに二分し、

それらと付保不能損害 N との相関関係のいかんが最適付保率 t に及ぽす論理

まで解明している。本章では D=Sモデルの全面的な紹介を意図せず，そこでの

結論が、本章のそれと矛盾しないことだけを指摘しておく。
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ースでは一部保険あるいは超過保険すら最適で、ある 19)。

2. モデルの統合

(1) かくて、現実の保険市場の有りょうを正確に描写するモデルを構築

するためには、第 2章で提唱したモデルと本章で検討した D= S (1983)のそ

れとを統合すべきであろう。なぜならば、前者は、図 2-5に示したごとく、

経済制度(市場)として保険市場のみを設定し、そこで経済主体が合理的に行

19) D = Sモデルでは、付保可能危険と付保不能危険との相関関係の最適付保率へ

の影響を解明した。しかし、それ以外にも多くの経済変数が最適付保率に影響す

るであろうことは、十分に予想できることである。事実、営業保険料が純保険料

に比して大きいときも、付保率が lより小となる、つまり一部保険が選択きれ、

付加保険料がついに受容可能な水準を超えれば、危険回避者でさえも無保険状態

を選好することがありうる。このことは、 Friedman& Savage (1948)、Mossin

(1968)がつとに指摘するところである。

また、付保可能危険のみを想定した世界でも、損害が連続的な確率変数をとり、

かつ全損の確率が保険料率よりも小さいばあい、全部保険は最適で、はない。その

証明をすでに、 Smith(1968)が最適在庫問題と最適付保問題との論理的等価性に

着目して試みた。

さらに、 Mayers= Smith (1983)は、当該経済主体の保有する資産のなかに土

地・株式のごとき市場性のあるそれを想定するとき、最適付保率 α事が必ずしも l

とはならないことを証明した。すなわち、⑪三保険契約者自身が保有する市場性資

産 (marketableasset)の最適ポートフォリオからえられる“home-made"の保

険保護、~三保険契約者の自家保険へのインセンティブ、 φ三保険契約聞の代替可

能性(交差弾力性)、 V三保険契約者の危険回避度、 ll=保険料率とすれは¥次式

が成立する。
(-) (ー) (+) (-) 

α*=α(8， ~， 'lt， ll) 

最後に、 Mossin(1968)はArrowに従って、逓滅的な危険回避度を想定する

とき、付保率に対する富効果ないし資産効果が負であること、つまり保有資産の

増大とともに危険回避度が小となるは、あい、同時に自己負担率も増大すること、

を明らかにした。

要するに、最適付保率は、本章でのごとく、単に付保可能危険と付保不能危険

との相互依存関係だけでなく、推論の明快化のため当座は捨象された諸変数にも

規定きれる。
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動したばあいに予想される帰結が、現実に観察されるそれと相違するとき、

現実の経済主体は文化構造の影響を受け、あえて経済的に非合理的に行動し

ているものと、ストレートに論断したからである。しかし、経済制度を構成

する他の部分市場からの影響を保険市場が遮断されたまま、専ら背景にある

文化構造からのみ影響を受けるものと想定することは、牽強付会にすぎるで

あろう。

( 2 ) これに対して、後者は、広い経済制度の枠の一部分として保険市場

を設定し、そこでの行動主体が、隣接する経済制度の利用可能性を勘案しな

がら、経済合理主義を貫徹した結果として、一部保険が隆盛を誇るものとす

る。しかし、保険事故が現出する状態は、定義により「非日常性J(文化人類

学にいうハレ)の世界であり、そこでは「日常性J(同じくケ)の世界を支配す

る経済の論理が貫徹しにくいこと 20)は否定できないであろう。したがって、

少なくとも家計保険に関する限り、最適付保率への文化構造の影響も無視で

きないてで肝あろう 2刊1り)

( 3幻) よつて、現実の保険市場の運行を的確に描写したモテデ守ルは、図 3一-4に

20) 極論すれば、わが国のごとき非キリスト教国では、ハレの世界とケの世界との

境界は不分明で、前者の論理が後者の世界でも往々にして貫徹する。より端的に

は、「出産祝い、七五三、節句、入園入学祝い、就職祝い、結婚式、葬式、(傷病・

災害見舞い)……日本人が生まれてから死ぬまで贈答と縁が切れない。」その結

果、わが国の贈答市場規模は、中元、歳暮から冠婚葬祭、バレンタインデーまで

含めて年間 12兆 7千億円で、百貨底年間売上高約 10兆円を越える。また一例と

して、漆器が結婚式の引出物とされるばあい、小売値より 1-2割高額となる。と

まれ、「冠婚葬祭にまつわるものに割高感が強いのも、贈答市場の特性……(つ

まりそこに)合理的な消費行動がないJことによる。(日本経済新聞、 1989年10

月4日朝刊、「日本の物価一贈答天国の非合理性J;( )内、および傍点は引用

者。)

21) 不確実性下の人間行動が、期待効用理論に基礎をおく経済学の枠組のみでは

十分に解明できないとの問題意識はすでにある。このため行動科学や心理学を応

用して、近年注目すべき成果が産みだきれつつある。この点につき、西村(1988)、

酒井 (1988) を参照。
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図 3-4

文化構造

社会経済構造

' 

示すごとく、上述の 2つのモデルを統合したものでなければならない。

第 4節結

伝統的な保倹経済学が、局所的な領域を支配する精轍な論理を解明するべ

く、その基本的な考察対象を保険市場(とりわけ元受のそれ)に限定した結果

として、現状解釈に曲解を余儀なくされてきたことは否めない2ヘこれに対し

て本章では、一見して非合理的な保険購入行動(一部保険の選択)といえども、

定義により保険市場に陽表的には立ち現れることのない付保不能危険の存在

を「全体論」に立脚して考慮すれば、経済合理d性に沿っているものと解しう

ることを明らかにした。換言すれば、保険市場内では、(経済)非合理的にみ

22) 一般に、わが国家計の付保率の低さの主因をその保険思想の浸透の不十分き

に求め、ひいてはその啓蒙のための教育の必要を唱う論調がある(大林、 1975、

65ページ)。これに対してわれわれは Becker(1971)に従って、日本人のリスク・

マネジメントが、市場を介しない形での、伝統的にかつ暗黙裏(無意識的)に存

在する危険処理機構を利用しながら、意外にも経済合理性に沿ってすでに遂行さ

れている可能性を指摘できょう。この状態を「文化合理性と(広義の)経済合理

性との一致」と呼ぶこととするo とまれ、表面的には経済効率を阻害するように

みえる文化構造が、多面的な因果経路を介して実質的には経済効率を推進しうる

ことが、近年のいわゆる「応用ミクロ経済学」のー領域の「契約選択理論J(con-

tract choice theory)により明らかにされつつある。
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える(が、「文化合理的Jとも解釈しうる)行動が、保険市場に隣接する経済制

度(例えは¥金融・証券・先物・オプション市場23)) の存在も考慮すれば、逆に

経済合理性に沿うものと解釈できた。その結果として、われわれは保険現象

への経済法則のロバストな貫徹を再確認することとなる。

かくて、このような試みからえられる教訓の 1つは、「原子論Jによる精密

な分析の成果が、再度、「全体論j的視野で検討(総合)きれねばならないと

いうことである 2九けだし、複雑な因果法則のからみにより現出する社会現象

の大局を鳥献しないばあい、「孤立化の誤謬」を犯す可能性があるからである。

いま lつは、経済現象において一見非合理的にみえる現象に直面しても、ま

ずもって経済学の枠組み内で解釈すべきであり、経済学以外の社会諸科学の

援用には 最終的にはそうせざるをえないとしても 、つとめて慎重で、

23) 極端なケースとして、表 3-1において状態 1と2とがありえず、また 1~ Nの

ときを想定しよう。このとき、状態 3か4のいずれかのみが発生するから、付保

可能危険と付保不能危険とは背反(逆相関)関係にあるはずである。それゆえ、

ここで保険契約者が保険の購入により付保可能危険をあえて保険者に転嫁すれ

ば、前者はその個別経済主体内での危険の平均・相殺の機会をみすみす放棄し、

却って保有資産の変動幅を、 o(ニ {A-I}一{A-N} ・:I=N)から αI-P(= 

{A-I+αI}一{A-N-P}>O;α>0)へと拡大したことになる。きらに、同じ状

態で I<Nの関係にある危険資産を保有する経済主体は、保険事故の発生(つまり

付保不能損害が不発生)時に αI額を失い、そうでない(付保不能損害が発生)時

にP額を収受する契約を締結することにより、その資産の変動を中和できる。こ

のばあい (3-1)、 (3-3)両式から明らかに、この経済主体は、付保率 αが負値の

保険を購入、換言すれば、 αが正の保険を販売したことになる。かくて、保険者

と被保険者との立場は、付保率の正負に関して相互に逆転しうるから、相対的関

係にあることが明らかとなる (D~ S， 1983， pp. 1049-1050)。このような保険市場

の構造が株式市場・先物市場・オプション市場のそれと基本的に同一で、あること

は、容易に類推できる。しかも保険市場では法制上、一定要件を満たした経済主

体しか保険者となることができないのに対して、同一主体が危険の売り手にも買

い手にもなれ、それゆえ相対的に自由度が大である株式市場・先物市場・オプシ

ョン市場の危険分散能力はこの限りでヨリ大きいものといえよう。

24) かつて、ゲーテは、科学者にとって「分析と総合とは呼吸のようなものだ」と

の名言をはいたという(遠山、 1967、75ページ)。
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なければならないということである。けだし、できるだけ単純明快な統一原

理で眼前の諸現象を解読することが、効率的な思考には不可欠だからであ

る25)。

25) 谷山 (1988)は、数学者ヒルベルトに準拠して、一つの知識集合が科学たりう

る十分条件として、そこでの基本原理(公理集合)が l無矛盾性、 ii自足性、 111

独立性、の三条件を満たすことを挙げる (11-12ページ)。すなわち、そこでは、

まず基本原理の内部に矛盾があってはならず、次いで、他学から公理が借用される

ことなく、むしろ自給自足的な・独自の公理集合がなければならず、きらにその

集合内の公理同士が相E独立的でなければならない。結局、「論理的に単純明快

個数において必要最少数、関係において相E独立ーーが公理集合の理念であ

(り、これを)……「公理の経済原則J(あるいは「簡便性の原則Jと呼ぶことが

できる。)J (12ページ;( )内は引用者による。)

かくて、天文学でも、この原則の適用により、多数のアドホックな原理を擁す

る天動説が少数のロバストなそれからなる地動説に覇権を譲った (Kline(雨宮

訳)、 1987、81ページ)。
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数学注

[lJ: (3~3) 式の 1 階の最適条件式の導出;

dE(U)/dα= 7C] U]' { -7C]I(1 +m) } + 7C2 U2' { -7C]I(1 +m) + I} 

十 7C3Uピ{π山l+m)}+7C.U/{ 祈I(l+m)+I} 

=一I[7C]U/ {n] (1 +m)} + 7C2U2' {7C] (1 +m)-l} 

+ 7C3 Ua' {7C] (1 +m)} + 7C. U/ {7C] (1 +m) -l} J =0 

[ 2 ]: (3~3) 式の 2 階条件の確認，

d2E(U)/dα2 

三 d{dE(U)/dα}/dα

=7C]U]"{一π:]I(1+m) }2 + 7C2 U2" { -7C]I (1 +m) + I}2 

+π:3U3"{π']1(1 +m) }2 + 7C. U.べ-7C](1 +m) + 1}2 

・・ (M~l)

=(+)(ー)(+)十(十)(-)(+)+(+)(一)(+)+(+)(-)(+)<0
'00 ・ H ・ oo(M~2)

[ 3 ] :α 二 1 で評価した 1 階の最適条件 (3~4) 式の導出;

付イ呆率 α二 1は、全部保険が選択されることを意味する。このとき、明らかに、状

態 1の経済水準と状態 2のそれとは相等し、また状態 3と状態 4とについても然

り。

U]'二 U2'，Ua'=U/ ……… (M~3) 

ここで、 (M~3) を (M~l) に代入し、 (M~l) から U2 ' および U/ を消去すれば、次

式がえられる。

dE(U) /da = -I(U/ [7C] 07C] (1十m)十7C2{π](l+m)-l}]

十U3'[π3・7C](1十m)+ 7C. {n] (1 +m) -l}]]……… (M~4) 

ここで、表 3~1 に示した z に関する定義式群により、 (M~4) から柄、局、局、 m を

消去すれば、次式がえられる。

dE(U)/dα|α=] 

二7C]I[U/{ (1 +m) (1-π'N) -1 + 7CNI]} + Uピ{(l+m)πNπNI]}] 

二7C]I[U/{(1十m)(町 1)十1-7CNiI}-Uぷ(1+m) 7CN - 7CNI]}] 

= 7C]I[ {7CN (1 +m) -7CNI]} (U/ -Uピ)-mU]'] ・ H ・ oo(M~5)

[ 4 ] :命題 [3~1: 3~2: 3~3J の証明，

7C(N内1)一π(N)・π(1)

=7C(I) o7C(N/I)π(N) "7C(I) (': 7C(N/I)三 π(NnI) /7C (1) ) 

=7C(I) {n(N/I) -7C(N)} 

ここで、 fN，1をN とIとの聞の相関係数とすれば、明らかに、 π(I)>0だから、次式

が成立する。
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sign(r) =sign{π(N/I) ~7l' (N)} 三 sign (7l'N/[ ~ 7l'N) 

7l'N/【 >7l'N if rN，I>O [命題 3-2J

7l'N/I~ 町 if rN，I=O [命題 3-1]

7l'N/[<7l'N if rN，I<O [命題 3-3J
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われわれは第 3章で D= S (1983)に従って、保険市場がオプション市場の

存在に影響きれることをすでに確認した九また、新しい金融商品としての変

額生命保険が株式のプット・オプションと等価であるとの指摘(大村=清水、

1986) もある。これに対して本章では、「保険市場とオプション市場とが 1・

1対応すること J[命題 4-1J を明らかにし、その結果、保険市場自身が最広

義のオプション市場に包摂されることを指摘したい。この試みをつうじて、

第1章ですでに指摘した危険移転・保険的制度の基本的構造一一「日々刻々

変動する賦与危険資産のベクトル成分のばらつきを均すべく配置されたベク

トル成分の危険資産を創出し、両者の合成より安全資産へ変換するJ[命題 1

1]ーーの普遍的な存在 (robusiness) を再確認することとなる。

具体的には、第 2節で、典型的なオプション市場の基本構造を素描したの

ち、その具体例として、株式オプション、転換社債、ワラント債、外国為替

オプション、変額生命保険の各市場に共通の基本構造一一オプション市場の

統一原理 の存在を確認する。第 3節では、変額保険のごとき大幅に改変

された生命保険に限らず、保険制度の原基形態としての損害保険市場のなか

にもすでに、オプションの基本構造が存在すること、を指摘する。第 4節で

は、以上の考察の要約と派生した課題を提示する。

1 ) わが国で、もこのような指摘はすでにみられる。たとえば、新開 (1989)および

山崎 (1989)。
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第 2節 オプション市場の基本構造

以下、まずオプション市場の基本構造を構成する諸要素のうち、主たるそ

れを簡明に定義する。ついで、、それに隣接・類似あるいは先行すると考えら

れる先物市場の概要を素描する。さらにその改良型としてのオプション市場

の基本構造を確認する。その際のわれわれの主眼は、オプション市場自体の

細密な制度の描写にあるのではなく、専らその制度の基本的骨格の透視にあ

る。

1.概念規定

(1) いま、ある資産が賦与されたとする。この資産が危険にさらされて

いるばあい、それを「危険資産J(risky asset)と定義し、その背反概念を「安

全資産J(safe asset)ないし非危険資産 (nonrisky asset)と定義する。

( 2 ) ついで、、この危険の態様に注目しよう。推論の単純化のため、この危

険は将来に 2つの事象しかもたらさないものと仮定したばあい、それはおお

まかに 2つの類型に分けられる。一方で‘、賦与された危険資産が将来のある

時点において発生する事象の下でその資産価値が当初のそれよりも減少する

ものの、その背反事象ではむしろ増大するばあい、この危険を「投機的危険」

と定義する。第 1章の図 1-1に示すごとく、財務論(例えは¥榊原、 1988)にお

いてそれは相場上昇の可能性 (upsidepotentiaI)と相場下落の危険 (downside

risk)とに分解される。他方、第 1章の図 1-2のごとく、同様の賦与危険資産

がある事象下ではやはり経済価値を低下させるものの、その余事象下では当

初の水準を維持するにすぎないばあい、それを「純粋危険」と定義する。

2. 先物市場の基本構造 投機的危険の移転

(1) いま、危険回避的な経済主体が、投機的危険下で危険資産を賦与さ
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れたとしよう。このとき、定義によってかれは賦与資産を、より確実な状態

におくべ〈、なんらかの方策を採用しようといっ誘因をもっ。この方策は一

般にリスク・マネジメントとよばれ、その代替案の 1つに先物契約 (futures

contract)がある。先物取引が「将来の取引価格を事前に取決めておくもので、

一方が将来価格の変動リスクを回避し、他方が負担するリスク移転契約j2l

と定義されることから明らかなごとく、その特徴は、専らシステマティック

で投機的な危険を危険回避度の相対的に大きい経済主体からそれの小きい主

体に移転させることにある九ここで留意すべきは、それが、保険取引のごと

き、分散可能一一非システマティックーーな純粋危険への対処を本来的に目

的としたものでないことである。しかし結果において、いずれにおいても危

険回避者は取引相手に、確定した報酬のひきかえとして、当該危険を移転き

せることとなる。

( 2 ) 以上のごとく文章的 (verbal)に表現された先物取引の論理構造をよ

り明快かつ正確に示すべ〈、以下ではつとめて幾何学的・代数学的表現をと

ることとする。そのことにより先物取引とオプション取引との差異が一目瞭

然となろう。

いま、ある経済主体がある危険資産の現物を価格K1で購入したと仮定す

る。定義によりこの危険資産への投資に対する損益はその相場いかんに左右

きれる。図 4-1において、この損益は、 K1を通り勾配が 1の直線 G1G2で示

される。明らかにこの直線は、将来の転売価格が購入価格 K1を上回れば、そ

の差益が生じ、逆に前者が後者を下回れば、差損が生じることを示している。

要するに、この段階での経済主体は投資収益の変動、つまり投機的危険に

さらされているわけである。それゆえ、かれが危険回避的なばあいこの状況

2 ) 若杉 (1988)、196ページ。

3 ) 換言すれば、先物市場は当事者の危険回避度に応じて投機的危険を移転する

制度である。この点につき、岡本勝美、「オプション取引制度の機能」大阪証券取

引所 (1976)、10ページ、第 1段。
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に直面してなんらかの対策をとるであろう。その対策の lつが上述した「先

物取引」である。だが先物取引からの損益もまた、それ自体のみでは将来の

決済時点の相場いかんに左右される。具体例として、価格 K2(>K1)での「先

物売」を想定すれば、その損益線は勾配が 1の直線 F1F2で示きれる。

ところが、その変動のパターン(位相)は上述の「現物買」のそれと逆であ

る。それゆえ、両者を同時に採用すれは¥その変動を相殺できるであろう。

このときの損益線は、現物・先物両市場における価格変動の相闘を 1と仮定

すれば、直線 G1G2 と直線 F1F2 とを縦方向に加算した C*C'となる。それは、

将来の相場のいかんにかかわらず、かれの望む J 定した収益水準oC* (= 

K2一K1) が確保されていることを意味する。このように同ーの資産の異時点

ないし異地点における価格差を利用した鞘取りを、一般的に「裁定取引」

(arbitrage) とよぶ。

以下、このように同ーの危険資産の売買時点や売買価格を相違させること

で描かれる複数の損益線を縦方向に加算してえられる損益線を「合成ポジシ
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ョンJ(composit position) とよぴ、またこのような損益線がえがかれる平面

を「ペイオフ・ダイアグラム」とよぶ。

3. I改良された先物市場」としてのオプション市場

投機的危険の共有

先物市場は危険転嫁には有効な制度ではあるものの、その利点とともに、

1つの欠点を内包している。それは、先物の売手がその買手に対して危険資産

にかかわる downsideriskとともに upsidepotentialも移転させてしまうとい

うことである。この欠点を克服すべく考案されたのがオプション市場である。

以下、その概要を素描し、「オプション市場は改良きれた先物市場であることJ

[命題 4-2Jを明らかにする。

(1) 先物市場の効用は、危険回避的な経済主体が投機的危険(相場変動危

険)を相対的に危険回避的ではない別の主体に転嫁できることである。またそ

の難点は、投機的危険を構成する downsideriskとupsidepotentialを分割

できず、一括して先物の買手に移転せねばならないことである。この 2つの

構成要素の分割が可能だとすれば、危険回避的な先物の売手の効用 U(・)に

つき、一般的に次式が成立することは明らかであろう。

U (downside risk) < U (upside potential) 

U (downside riskのみを転嫁する先物取引)>U(先物取引)

他方、先物取引の買手もまた、一定の報酬の受領を条件に、 downsiderisk 

のみを引受け、 upsidepotentialを放棄することに一ーとりわけかれが危険愛

好的ならば一一同意するであろう。

このようにして「改良された先物市場」一一つまり後述のごとく「オプシ

ヨン市場」 の構造を、図 4-1を変形した図 4-2によって示そう。

いま、危険回避的な経済主体が、投機的危険下にある、時価 Kの危険資産

を賦与されたとする。かれは、上述のごとく、変動する相場Vのうち、所定

の価格 Kで「先物売」の戦略をとれば、値下がりの危険から免れることがで
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きる。しかし、もし予想外に相場が上昇したばあい、この策は裏目にでる。

なぜならば、たとえば Hのごとき Kより高い任意の現物相場のとき、さもな

くば H水準で転売できるところを先物の売手は当初約定の Bで原資産を引

き渡きねばならず、結局は (B-H) (<0)の逸失利得(差損)を甘受すること

となるからである。

その難点を克服するには、当該資産の売手に対して相場下落のばあい当初

の先物契約を実行し、さもなくば解消するとの裁量権を与えればよい。一般

的に、このときの資産を原資産 (underlyingasset) と、またその権利を「プ

ット・オプションJ(put option)とよぶ。換言すれば、その権利は、売手が買

手に対して原資産を「売付ける権利J(put) を行使するか否かの「選択権J

(option)である。さらに、原資産につき当初約定された価格を「権利行使価

格J(exercise price) と、このような選択権の売買を「オプション取ヲIJと、
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その売手を「ライターJ(writer)と、買手をホルダー (holder)と、ホルダー

からライターへ支払われる対価をプレミアム (premium) とよぶ。

このとき、プット・オプションのホルダーの損益線は、図 4-2に示すごと

く、横座標軸上の点 Bを通る勾配 lの直線を点 Lで水平方向に屈折させた4)

もの (Max[K~V~P， ~PJ) となる。換言すれば、それは、先物売の損益線の

うちで水平軸との交点から右方の部分を、逆時計回りに 45。だけ回転きせ、か

っホルダーがupsidepotentialを受領し、 downsideriskのみを転嫁する対価と

してライターに払うプレミアム Pだけ、全体を下方へシフトさせたものであ

る。

(2 ) 以上の考察は、オプション・ホルダーの利害状況つまり損益線に焦

点を当てた。その相手としてのオプション・ライターのそれは、この取引の

場が閉鎖体系でかつ取引自体が零和ゲームとみなされるから、幾何学的には

前者の損益線を天地逆転きせたものであり、代数学的には Min[V-K+P，

PJ (=0一Max[K~V~P， ~PJ) と表現できる。

( 3 ) かくて、プット・オプション購入は、ホルダーが将来の相場を下落

するものと予想するばあいにとる戦略であった。これに対して、将来の相場

が上昇するものと予想する主体は、その危険資産を「買付ける権利J(call 

option)を購入し、その予想、が当たれば「権利行使」し、はずれれば「権利放

棄」することで、 upsidepotentialを享受し、 downsideriskを回避できる。明

らかにコール・オプションのホルダーの損益線は、図 4-2のプット・オプシ

ョンのそれを、点 Kを通る垂線を軸として左右反転させたものである。すな

わち、代数学的に表現すると、コール・オプション・ホルダーの損益線は

Max[V-P-K， -PJであり、ライターのそれは Min[P+K-V，PJとなる。

4 ) この屈折という操作が、オプションを「先物予約をきらにソフィスティケー卜し

た金融商品J(大村=清水、 1986:はじめに、 2ページ)だと概念規定するばあいの

ソフィスティケートの幾何学的表現である。いずれのケースにおいても、少なく

とも C点より左方での合成ポジションは、図 4-1のばあいと同様に水平線になる。
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( 4 ) このようなオプション取引に際して、プレミアム Pはいかなる要因

のいかなる関係で決まるのかを解明したのが、 Black= Scholes (1973)である。

かれらの展開した一連の論理体系は、 optionpricing model (OPM)とよばれ、

そのエッセンスは IB= Sの公式」として以下のごとく提示される 5)。

いま、つぎの 7つの前提をおく。第1:資産市場は連続時間で開カ通れる。第

2:資産市場は完全で、ある。第 3・安全資産にたいする瞬間的利子率rは時間

をつうじて一定である。第 4:原資産の価格は幾何的ブラウン運動過程(geo-

metric Brownian motion process)に従う。第 5:原資産に配当は支払われな

い。第 6:危険資産の空売りは無制限に可能で、ある。第 7・オプションの行使

は満期日のみ可能で、ある。

① このときのコール・オプションの価格 Pc、プット・オプションの価格

Pp は次式のごとく示される。

Pc=MN (d) -Kexp( -r-r)N (d-στ1/2) 

Pp=-MN(ーd)+Kexp(-rτ)N(ーd+στ1〆2)

d三 [ln(M/K)+ (r+σ2/2)τJ/(στ山)

ここで、 N:累積正規密度関数、 M:原資産相場、 K 権利行使価格、 σ:
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原資産の予想価格変動性 (volatility)、r:非危険利子率、 T:権利行使期間、

exp( -rτ)・現価係数。

② このとき、従属変数民、 Pp と独立変数M、K、r、τ、σとの関係は以

下のごとくである。

十一 + +十

Pc=P(M， K，れれ σ)

+ ー ? 十

Pp=P(M， K， r， T，σ) 

ただし、独立変数の上の正負の符号は、オプション・プレミアムの関数 Pに

5 ) 日本経済新聞社 (1989、第 2章、特に 53-85ページ)および園村=飯原 (1989)

はB=Sモデルを平明に紹介している。以下は主として、その厳密な補強を試み

た、池田 (1988)に負う。
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おける当該変数の偏微係数である。

(5 ) オプション取引において以下の 3つの経済的効果の存在が確認でき

る。後述のごとく、これらは、オプション市場と保険市場とがきわめて類似

した構造をもつことを示唆する。

① 損失限定効果:オプション・ホルダーに不利な事象が発生したばあい、

かれが権利放棄すれば、当初にライターへ前払の確定したプレミアムだけに

損失を限定できる。他方、かれに有利な事象が実現し権利行使すれば、先物

の当事者が同一条件でえるであろう収益から当初支払済みのプレミアム分だ

けかれの収益は少ない。これは、投機的危険の構成因である upsidepotential 

とdownsideriskとをオプションの当事者間で共有していること (risk-shar-

ing) を意味する。

② レパレッジ(leverage)効果:いま、危険資産値上がり益をある投資家

が狙う状況を図4-2で想定しよう。この目的を達成するためのオーソドック

スな手段は、原資産を当初購入(その価格を K と仮定。)し、所望の値をもた

らす相場の上昇(その水準を Hと仮定。)時点にそれを転売することである。だ

が、それは必ずしも効率的な資金運用のありかたではない。なぜならば、この

とき、当初の原資産の購入に多額の資金(K)を投下する必要があり、しかも所

望の差益 (H-K)を確保するまで長期間を要するばあいには投下資金の機

会費用(三得べかりし利息収入二K{exp(rτ)-1} ; rニ市場利子率、 T二資金投下期

間)が多額となりうるからである。むしろ、ここでかれがその原資産を対象と

したコール・オプションを購入すれば、相対的に少額のプレミアム (P)の負

担で、同額の差益 (H-K)を獲得する機会を入手できる。このように、少額の

投下資金で多額の投機ができる機能をレパレッジ(leverage)効果とよぶ6)。

6 ) 原資産の相場の変化率に対するオプション・プレミアムの変化率の比率、つま

り原資産価格に対するオプション・プレミアムの点弾力性は、「レパレッジ・レシ

オ」ないし「ギャリング・レシオ」とよばれる。オプションの典型例としての分

離型ワラント債を用いた後藤 (1989、237-242ページ、とくに (次頁に続く)
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③ へッジ効果.相場下落から現物の資産ポートフォリオを防衛するため

に、当該ポートフォリオを原資産とし、その購入価格を権利行使価格とする

プットオプションの「買いJを現物と抱き合わせた戦略は、「フ。ロテクティ

ヴ・プット」とよばれる。容易に予想されるごとしこのときえられる合成

ポジションはコール・オプションの「買い」と等価である。それゆえ、相場

の下落に際して、フ。ット・オプションを行使すれば、原資産の評価損が相殺

されて安定的な資産水準を確保できるとともに、相場上昇の折にはオプショ

ン・プレミアムを控除した値上り益も享受できる九

4. オプション商品の具体例 統一原理の確認一一

(1)株式オプション

オプション商品の内、最もオーソドックスなのは株式オプションである。

これが株式先物を改良したものであることは既述のとおりである。つまり、

先物のばあい、反対売買の合成により、危険資産を安全資産に変換できるも

のの、危険移転と引換に相場上昇による利益享受の機会 (upsidepotential)も

(前頁より) 表 8-1)が例示するごとく、ワラント債の棺対価格(パリティ)の原

株価に対する弾力性は、原株相場が権利行使価格の近傍にある程十分に大で、そ

こから離れるとともに低下していくものの、なお 1より有意に大きい。ここで、

ワラント債のギャリング・レシオ三ワラント価格上昇率/株価上昇率=(現在株

価)x (付与率)x 100/{ (権利行使価格)x(ワラントの現在価格)}。

7) なお、オプションの存在を明示的に考慮するかぎり、企業利潤の旧来の解釈は

再検討きれるべきであろう。市場(投機的・価格変動・景気変動)危険と利潤と

の関係の研究に関する泰斗のナイト (1948)によって従来、売上 (R)から費用 (C)
を控除した利潤 (π三R-C)は、市場危険に対する報酬として理解きれてきた。

なぜならば、危険一般のうち、大数の法則により消去できる非市場危険が、保険

料のごとく確定した費用 (C)に変換できるのに対して、そのような対応ができな

い市場危険は、当該市場機会に賭ける経済主体(企業)自身に帰属するしかなし

それは売上 (R)から費用 (C) を控除した差額 (π)に対応するからである。し

かし、オプションの利用により市場危険の少なくともある部分は、プレミアムと

いう確定費用に変換が可能である。それゆえ、このかぎりて、利潤は、オプション

によっても確定費用化できない市場危険の負担に対する報酬である。
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放棄せねばならない。この難点を克服するのが、株式オプションである。

それは、原資産を株式の現物とする、株式プット・オプションと株式コー

ル・オプションとからなる。前者は、株式相場の下落のばあいの「売付権」

行使による転売益を期待する経済主体と、その期待が外れたばあいの権利放

棄に伴うオプション・プレミアムを期待するいま 1つの経済主体との間で取

引きれる。逆に後者は、株式相場の上昇(=負の下落)のばあいの「買付権(=

負の売付権)J行使による転売益を期待する経済主体とその予想、が外れたばあ

いに獲得されるオプション・プレミアムを期待するいま 1つの経済主体との

聞で取引される。

プット・オプション・プレミアム Qp、コール・オプションのそれ Qcは、

(4-1)、(4-2)両式のごとき B二 Sの公式から以下のごとく、厳密に定式化き

れる 8)。

Qp= -SN (-d) + Eexp(-rτ)N(-d+στ1/2) 

Qc二 SN(d) -Eexp(-rτ)N(d-στ1/2) 

ただし、 d= [ln(S/E)十 (r+σ2/2)τJ/(στ1/2)

E三権利行使価格

S三原株式の相場

(2 ) 転換社債 (convertiblebond ;以下、 CBと略称)

…(4-3) 

一(4-4)

以下、 CBがコール・オプション付帯の金融商品であることを代数学的に証

明する 9)。

いま、株式と CBのみを発行する企業とこの CBを購入した投資家とを想

定する。また、この CBは満期時のみ、株式に転換するか否かの選択権を行使

8 ) 有配株まで想定したオプション価格の導出過程は、園村=飯原(1989、194-197

ページ)においてすでに明示されている。なお、 (4-3)、(4-4)両式では構造を明

快にするべく原資産として無配株を想定した。

9 ) 以下の数学的証明は、大村=清水(1986、322-326ページ)による。ただし、そ

れ自身は、 Ingersoll(1977 a， b)をパラフレーズしたものである。
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できるもの(欧州型オプション)とする。さらに、この CBの額面を Bと、 CB

を株式に転換したのちにこの投資家が発行会社の総株式数に占める割合を

YCと、その転換時の発行会社の総資産を V*とする。よって、転換後のかれ

のこの企業における持分額は γ'cV*となる。このとき、経済合理主義に立脚す

る投資家は、確率変数 V*ひいては γ'cV*の値いかんに対応して、次のように

行動するはずである。

① もし γ'cV*>Bならば、 CBから株式への「転換権を行使」して、 γ'cV*

水準の資産額を確保する。

② もし γ'cV*孟Bならば、 CBから株式への「転換権を放棄」して、 B水

準の資産額を確保する。このときの CBは結果において、普通社債と等価であ

る。

かくて、この CBの満期時の価値 Dc*は、次式で表示できる。

Dc*ニ Max[γcV*， B] …・・…・ (4-5)

ところが、以上ではこの発行企業がアプリオリーに going-concernとして

存続できるものとした。しかし、神は現実のいかなる私企業にも永遠の存続

を保証するものではない。よって、以下では、倒産の危険をも考慮した発行

企業の CBの価値決定モデルを定式化する。そのために、 CB満期に際して債

務 Bが資産 V*を超過することで、債務の完全な弁済が不可能な状態 (B>

V勺にあるとき、この企業は「倒産」状態にあると定義する。

社債保有者は、企業が倒産状態にあるか否かにより、かれが手にする満期

償還金に差が出る。推論を明快にすべく、まず当該社債を割引普通社債で代

表させれば、以下のごとき結末となる。

③ もし V*>Bならば、約定の額面償還金 Bが支払われる。

④ もし V.壬Bならば、倒産後の残存資産額 V*が支払われる。

それゆえ、倒産危険を考慮した、満期時の普通社債の価値、 D*は次式で示

きれる。

D*=Min[V*， B] ……・ (4-6)
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われわれの以下の課題は、 (4-5)、(4-6)両式の組合せにより、倒産危険下

にある企業が発行する CBの価値決定モデルの導出である。その際に留意す

べきは、普通社債と転換社債との機能の差異が専ら、 CB記載の「権利行使価

格jを凌駕するほど高株価の状態に生じるのであって、それ以外の状態では

存在しないことである。それは代数学的には、 (4-6)式の左辺を Dc'で、また

右辺の変数 Bを (4-5)式で置換することを意味する。その具体的な操作は次

式のごとき合成関数を分解することである。

Dc'二 Min[VヘMax(γcV'，B)J 

=Min[V'， BJ +Max[γcV'-B，OJ 

二 D*+γcMax[V*-(B/γ'c)， OJ ………(4-7) 

ここで明らかに、上式の最左辺は (4-5)式から CBの満期時の価値を、その

最右辺の第 1項は (4-6)式より普通社債の価値を、その第 2項は定義により、

CB発行会社の満期時の資産を原資産とし、権利行使価格を (B/γ'c)とするコ

ール・オプションを意味する。

このとき、 CBを構成する「株式転換権」の価値、 Cは (4-1)式により次式

で表示される。

C=VN(d) -(B/γc)exp( -rτ)N(d-σ山 τ)

d三 [ln(Vγc/B)+ {r + (1/2)σ2τ} J / (στ112) 

………(4-8) 

( 3 ) ワラント債(新株引受権っき転換社債)(bond with warrant ;以下、 WB

と略称)

下表 4-1に示すごとく、 CBの取引上の難点を克服し、当事者の自由裁量域

を拡大したのがWBである 10)。

WBは分離型と非分離型の 2種類から成る。単品のオプションとして取引

対象となるのは前者のタイプの一構成部分である。すなわち、新規発行の

WBは「カム・ワラント J(cum-warrant) とよばれる複合金融商品である。

10) CBに対する WBの優位性として、①WBの内、社債を不要とする主体はそれ

必要とする他の主体を転売できること(分業の利益の享受)、 (次頁へ続く)
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表 4-1

ワラントf貢 転換社債

株式取得の権利
発行会社の新株を 社債を発行会社の新

引き受ける権利 株に転換する権利

新株式の割合
社債金額の範閤内で

社債令官I1と[nJ鰍
発行会社の定める額

新株の払い込み
現金(発行会社によ

社償金額から担ミf宇
って代用も可)

権利行{史 社イ責は残る 社債はなくなる

出所 日本経済新聞社， 1988， 176ベーン。

このうち、分離型 WBのばあい、「エックス・ワラント J(ex-warrant) とよ

ばれる普通社債 (straightbond)および「ワラント J(warrant)とよばれる新

株式引受権とに分割して、取引することができる 1九このうちのワラントは、

典型的なコール・オプションである。以下、このことを証明したい川。

いま、転売市場において分離された後の欧州、|型ワラントを購入した経済主

体を想定する。また、このワラント行使の際にかれが払い込むべき資金を Bw

とし、その結果、発行会社の総株式にかれが占める割合を附とする。きらに、

(前頁より) ②権利行使後も社債権を留保できること、③発行会社は早い時期

に低コストの資金調達ができること(効率的なエクイティ・ファイナンス)、④社

債額面に対する権利行使価格の比率から割当株式を算出する際の調整パラメー

タとして「付与率」を自由に設定できること、⑤外貨建て WBのばあい償還金を

外貨で先物買(スワップ取引)ができること、を列挙できる。その詳細は後藤

(1989、191-194ページ)を参照。

11) 制度的には、 1981年6月の商法改正でWB発行のための法制上の整備がはか

られてのち、同年 12月17日に夕、イエーが最初の WBを発行した。その後、為替・

金利の内外格差(円ベース換算で 1%以下の発行利率)と規制の緩厳差とを反映

して、海外発行が主流であった。事実、その日本国内持込みの解禁は 1986年 1月

からであり、現在、欧州市場発行の日本物の 80%が国内に還流している。 1989年

のその発行額は 623億ドルで、 1986年の 90億ドルから 3年で 7倍の伸びを示し

た。その詳細につき、後藤 (1989)を、また最新の数字につき、日本経済新聞、

1990年 1月16日朝刊を参照。

12) 以下の数学的証明は、大村=清水(1986)、320-322ページによる。
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当該企業の満期の営業資産を V*とする。このとき、ワラント購入者は権利行

使満期に、その持分 (V*+Bw)怖が Bwより大ならば、権利行使し、そうで

なければ、権利放棄するであろう。それゆえ、このワラントの価値W事は次

式のごとく表記される。

W*二 Max[附 (Vホ十Bw)-Bw. OJ 

二知・Max[V*-{(1一知)/附}Bw. OJ ………(4-9) 

上式より、ワラント自身が、その発行会社の新規株式附V*を原資産とし、

権利行使価格を {(1一附)/附}Bwとする、欧州型のコール・オプションの構

造を有しており、またそのプレミアムの現価W は、上掲の株式オプション・

プレミアムの算式を流用して以下のごとくえられることは明らかである。

W=附 VN(d)-(1-)句)Bwexp( -rT) N (dσ'l'1/2) ...・H ・..(4-10)

d三日副知V/(1一附)Bw}+{r十 (1/2)σ2}τJ/(σ''l'1/2)

( 4 ) 通貨オプション(オプション付外国為替予約)

通貨オプションは、通貨プット・オプションと通貨コール・オプションと

に2分される。既述のごとく、それらの差異は、おのおのを構成する諸要素

にあるのではなく、専ら諸要素聞に成立する関係にある。端的には、前者が

原資産の「売付権jの売買を実現するものであるのに対して、後者は、「買付

権」、つまり「負の売付権jのそれである。よって、数学的には前者の位相を

反転させたものが後者であり、それゆえにいずれか一方の構造の解明によっ

て、他方のそれは容易に類推できる。以下でまず前者を、便宜上、東京銀行

の開発した新商品“EX"13)に則して解明する。

それは、①原資産を米ドルとし、②権利行使価格をオプション購入時の米

ドル公表相場仲値とし、③権利行使時点を 1年後(正確には、 1年満期日の 2営

13) 当該商品の人気は予想以上に高〈、発売開始の 1989年 12月中に 1営業日当

り100件弱、発売 1カ月で2.000件で総額 30億円を受け入れた。その契約の 90%

が新規顧客によるもので、大半は最低単位の 100万円の預金で、円高予想、型が円

安予想型の 2倍の占率である。(日本経済新聞、1990年 1月14日付け朝刊)
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業目前)とした欧州型の、④プットオプション、である。よって、現在より

も「ドル安円高」の将来予想、を立てた合理的な経済主体はこのプット・オプ

ションを購入する。なぜならば、一方で、、もし 1年後に予想、どおりドル安円

高のばあい、安いドル通貨を当初約定の対円交換比率で「売り付ける権利J

を行使することで、外国為替差益を享受できるとともに、他方で予想、に反し

てドル高円安のばあいも、この権利の放棄により、当初支払済みのオプショ

ン・プレミアムが回収不能となるものの、一切の為替差損を回避できるから

である。

これに対して、通貨コール・オプションの購入は上述のごとく、「買付権(=

負の売イ寸権)Jの購入である。よって、プット・オプションのばあいと逆の論

理がそこで展開される。その結果、それは、「円安ドル高」の将来予想をたて

た経済主体が為替差識を享受する一方、予想、がはずれたばあいの差損を回避

するための戦略であることが判明する。

( 5 ) 変額生命保険 (variablelife insurance) 14) 

旧来の定額生命保険と異なり、この保険の保険金額は可変的である。具体

的には、純保険料の内で蓄積保険料部分を、主として株式からなる特別勘定

(1分離勘定J)で運用し、保険金支払時点において、もしその運用残高が所定

の最低保証額 (1基本保険金額J)を超えていれば、それが支払原資に充当され

る。もし超えていなければ、純保険料の内の死亡保険料部分が基本保険金額

14) わが国の変額保険制度の概要については、田中他 (1987)を参照。米国では、

最低給付保証付のエクイティ・リンク生命保険 (ELPAVG; equity-linked life 

insurance policy with an asset value guarantee) と正式にはよぶ(大村=清水、

1986、326ページ)。また、英国では、 unitlinked contractと、さらに西独では、

fondgebundene Lebensversicherungとよぶ(田中他、 1987、2ページ)。以下の

論理展開の大筋は、大村=清水 (1986)による。なお、この種の保険の運用利回り

が当初の予想、に反して低いことが折にふれて批判される。しかし、それは原理的

に定額生命保険と株式フ。ット・オプションとの複合商品だから、購入者は株式相

場の値下がり危険 (downsiderisk)から保護きれている。かれはこの点で株式投

資信託よりも有利な状況にあるわけである。
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に充当される。その結果、変額保険では基本保険金額を最低限度として、特

別勘定の運用実績を反映した保険金額が設定きれる。その運用実績は日々

刻々変化するから、この種の保険の保険金額が変動することは明らかである。

以下、変額保険のある構成部分がプットオプションであることを証明する。

いま、保険事故が発生したばあいの運用資産に対する持分を?と、また基

本保険金額を B]と、さらに変額保険の保険金受取人に支払われる保険金を

?とすれば、次式が成立する。

1*二 Max[EぺB]J=E*十Max[O，B]~E*J …(4-11) 

上式は、変額保険の価値が、特別勘定の相場?と、原資産をこの特別勘定

とし、権利行使価格を B]としたプットオプションの購入時の価値Max[O，

B~E什との合成ポジションであることを意味する。それゆえ、このときの保

険料率の算出にも OPMが利用できる。ただし、保険金支払時期が死亡という

確率現象に規定されることに配慮すべきである。

いま、多数の同質な保険契約者が変額保険を購入したため、大数法則によ

り死亡確率o(-r) (-r三未経過保険期間)の正確な推定が可能だとしよう。この

とき、未経過保険期間 τの死亡事故に対して支払われる保険金は、 (4-11)式

を変形した次式で示きれる。

1 (τ)ニ E(τ)+ Max[O， B]~ E(τ) J ………(4-12) 

明らかに、上式の右辺第 l項は未経過保険期間 τにおける特別勘定の相場で

あり、その第 2項は当該特別勘定を原資産としたプット・オプションの価値

である。それゆえ、 (4-2)式により保険期間当初 Tにおける後者の現価、 P]

は次式で示される。

P]= ~ E(T) N (~d) + B]exp( ~rτ)N(~d十 στ山)……… (4-13)

d三 [ln{E(T) /B]}十 (r+σ2/2)τJ/(στ]/2)

ところが、明らかに死亡事故は確率現象であり、契約残存期間 Tの時点にの

みならず、保険期間の全域に分布するから、この保険契約の残存期聞がT、

つまり契約始期における価値 I(T)、つまり保険料率は、各時点における保険
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金現価を死亡確率で加重した期待値で示される l九すなわち、

I(T)へ816(τ)E(τ) + E (T) [ 1 -AI o叶
+BIきlexp(-rτ)N(-d+στ1/2) ...・H ・.(4-14)

かくて、以上のいずれの金融商品も、それらのプレミアムの算式が共通し

た構造をなしていることが明らかとなった16)。いうまでもなく、それは、いず

れの金融商品もプットないしコール・オプションの性格をもつことを意味し

ている。

第 3節 保険市場とオプション市場との対応関係

1. 主要な概念と前提との再確認

第 2節で描写したオプション市場の基本構造が保険市場にも存在するか

を、以下で吟味することとしよう。

15) このことは、変額保険(少なくとも終身変額生命保険)が事実上、米国型のプ

ット・オプションの構造を部分的になしていることを意味する。なぜならば、保

険金請求権は保険期間の終期にのみではなく、むしろその期間内のいずれかでも

行使きれうるからである。

16) 売買契約等に付随する「手付け」の法制(わが国民法 557条)もまた基本的に、

コール・オプションの論理構造をもっ(この啓示は、日本経済新聞、 1989年 11月

26日付け朝刊による)。なぜならば、買手は手付金の支払と引換えに、取引対象(原

資産)の「買付権」を約定期限まで確保するとともに、その対象の将来の相場下

落の際には、「手付流し」を条件に、この「買付権」を放棄できるからである。コ

ール・オプションとしての「手付け」の特殊性は、①手付金が原資産の代金に充

当されること、②「買付権J(コール・オプション)の発行主体が「手付倍戻し」

を条件にこの権利を解消できることである。この法制が経済合理的に機能してい

るばあい、陰伏的なオプション・プレミアムは、手付金支払後から権利行使時点

までの利子と権利放棄による「手付損」の期待値との合計額に相当するはずで、あ

る。さらに、この論理は、わが国の婚姻市11度の一部を構成する「結納金」の解釈

にも援用できょう。
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それに先立ち、第 2節でえられた「オプション取引は留保条件付きの先物

取引である。」という[命題 4-2Jを構成する主要な概念と前提との内容を再

確認しておく。

(1) 先物取引とは、経済価値が将来的に変動する可能性をもっ資産(危険

資産)を将来のある時点において所定の価格で売買することを現時点でその

当事者が約束することである。かくて、先物取号|が成立すれば、売手は相場

のいかんにかかわらず、所定の価格でその資産を売り付ける権利を確保し、

買手はそれを買い取る義務を負うわけだから、価格変動危険(投機的危険)は

その売手から買手に移転することとなる。つまり、相場下落の危険も、相場

上昇の機会も買い手に帰属することとなる。

(2 ) 留保条件の内容は、オプション取引における買手にとって不利益・

不都合・無意味な将来事象が発生したばあいには、この契約を解消すること

ができる、というものである。つまり、この買手には、原資産を「売り付け

る権利」を付与されるとともに、相場の成行きのいかんに対応して、自己の

利害状況を有利にするべく、その権利を行使するか否かを「選択する裁量権J

(option) も付与される。

(3 ) きらに留意すべきは、第 2節での論理展開における前提として投機

的危険の存在が設定されていることである。ところが、保険制度はたとえば、

「偶然的事実の発生がもたらす経済的不利益に対処する制度」だとの水島

(1989; 2ページ)の定義によって明らかなごとく、利得発生の可能性をも包含

する投機的危険に対処するものではない。にもかかわらず以下の考察では、

純粋危険に対処する保険市場が、投機的危険下でのオプション市場の基本構

造を有しているか否かをあえて一一イ呆険固有の性格つまり保険の特殊性を度

外視して 検討することとする。

2. 保険市場の基本構造

以上で検討したプット・オプション取引は、投機的危険下にある危険資産
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17) tan 8<0のばあいの付保率は負値をとる(・付保率三α主 tan8<0)。かくて負

の付保率での保険購入は、正値 (tan8>0)の危険引受率での保険販売と等価であ

る。 Cf.D = S， 1983， p. 1050.さらに、全損事故はまれで、専ら分損事故のみが発

生することを予想して設計きれた「付保割合条件っき実損填補条項(いわゆるコ・

インシュアランス条項)J付帯の火災保険を購入することは、純粋危険下で保険価

額を権利行使価格とした「プット・オプションの買い」と約定割合相当額を権利

行使価格とした「プットオプションの売り」とを合成して新たに創出される「コ

ール・オプションの売り」に相当する。この保険の概要につき、大森=塙(1978)、

134-137ページ。
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を対象としたものであった。以下では、この取引が純粋危険下で成立するも

のとしたばあい、図 4-3に提示きれた各変数つまり諸概念としていかなるも

のが想定できるか、を検討することとする。その結果えられるのは、「投機的

危険下のプット・オプション市場と純粋危険下の保険市場とは、 1: 1対応す

る。」という[命題 4-1]である。

(1) いま、取引対象とした原資産が純粋危険下にあるものとしたから、

賦与されたこの資産の時価(純粋危険の存在のみを想定した市場における価格)

は、定義によって、危険事故が発生する以前の価格よりも下落することはあ

っても上昇することはない。よって、この賦与資産を保有しつづけるばあい

の損益線は、図 4-3おいて直線 TKで示される。その意味するところは、

危険資産の事故発生前の市価 OKが維持されるかぎり、その保有者に損得

はないものの、ーだぴ事故が発生すれば、その際の損害額だけがそのままか

れの負担すべき損失となることである。かくて、 TKが、 OKをM切片と

し勾配 1の線分であることは明らかである。ところが、純粋危険下という前

提によってこの線分は、点 Kをとおる垂直線とは交差することはありえず、

専ら第 4象限に限定されるはずだから、以下では TKを「損失線」と呼ぶ

こととする。

( 2 ) もしもこのような危険資産を保有する主体が「危険回避的」ならば、

将来時点において確率的に発生しうる損害の負担よりも、その回避のために

確定額の事前的な支出を一一一定の条件が満たされるばあい一一づ霊好するこ

とは自明である。それゆえ、いま、このような損害をちょうど相殺しつくす

ような「プット・オプション」を確定的な価格 Pでこの主体が購入するもの

としよう。このとき、かれの損益線は図 4-3において線分 FBCのごとく示さ

れるであろう。この損益線 FBCと先に表示した賦与資産にかかわる損失線

TKとを合成一一つまり縦方向に累積一一ーすれば、水平線 HCがえられる。そ

の意味するところは、純粋危険にさらされた危険資産を保有する経済主体が

なんの手だても採らないばあい、 TKのごとき損失線に直面するのに対して、
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FBCのごとき損益線を描く 「プット・オプションJを購入した後には、水平

線 HCのごとき「合成ポジション」を確保する すなわち純粋危険の発生

いかんにかかわらず、当初の確定支出額P以上の損失を蒙ることはない

ということで、ある。

ここでわれわれは「賦与危険資産と逆位相の危険資産(保険)との合成によ

り安全資産が創出される。」との第 1章の[命題 1-1Jを別の論理構成により

導出したわけである。

( 3 ) 他方で、 このプット・オプションの売手の損益線の導出にも投機的

危険下のプット・オプションに関する既述の論理展開が同様に適用される結

果、それは、線分 FBCで示されるその買手の損益線を水平座標軸 OMで天地

逆転させた線分 RBSとなる。

( 4 ) 以上のごとき「プット・オプション」の取引が保険取引とみなしう

るかを以下で検討することとする。 そのために、いま、 このプット・オプシ

ョンの売手を保険者 (underwriter)と、 その買手を保険契約者 (policyholder)

と、 オプション・プレミアムを保険料 (premium) と、権利行使価格を保険価

額と、権利行使期間 (maturity)を保険期間と、事故時に危険資産を売り付け

る権利を保険金請求権と、 おのおの読み替えよう。 このような翻訳ののちに

も、 この「保険取引」が「プット・オプションの取引」 として矛盾なく論理

構成ができれば、両取引が 1: 1に対応し、ひいては保険市場にはオプション

市場を規定する統一原理が貫徹しているものとみなすことができる。なぜな

らば、 そのことは、保険市場を構成する諸概念聞の相互関係がオプション市

場でのそれと合同か、相似か、あるいは少なくとも同相である 18)ことを意味

するからである。

( 5 ) きて、 このような翻訳は、上記の「プット・オプション」を具体的

に次のごとく読み替えることを意味する。「一方で保険契約者は、保険期間内

18) 合同、相似、悶相の概念規定に関しては、大村 (1979) を参照。
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に危険事故により保険の目的に損害が発生一一イ寸保対象の経済価値(時価)が

低下一一ーすれば、それを所定の保険金額で保険者に対して売り付ける権利(保

険金請求権)を、保険料支払いと引き換えに購入する。もし付保対象が値下が

りしないばあい、この権利は放棄される。他方、保険者は付保物件が被災し

たばあいにのみ、当初約定した価格(保険金額)でそれを買い取る義務を保険

料領収と引き換えに負う。J[命題 4-3J19) 

( 6 ) このような解釈法から派生し、[命題 4-3J ひいては[命題 4-1Jの

19) このような着想はすでに 1976年 11月 13日の証券経済学会西日本大会で、越

智和雄氏(大阪証券取引所)により公表されている。いわく、「保険というのは、

偶発的なリスクを回避するためのひとつの手段として、リスクの発生に伴う多額

の経済的負担を、比較的少額の保険料という確実な要素に転化したものであっ

て、これをオプション取引に適用して考えてみますと、オプションの買手はあた

かも保険の加入者というか契約者の立場、オプションの売手は保険料を受取って

リスクを負担する保険の引受人というか保険会社の立場になる」、と。(大阪証券

取引所、 1976、83ページ;傍点は引用者による。)また、[命題 4-3Jの正当性を

より決定的に支持するのは、鶴見 (1986)と大村=清水 (1986、329-30ページ)で

ある。そこでは、預金保険 (guaranteefund)機構は、①銀行の資産を原資産と

し、②預金総額を権利行使価格とした、プットオプションを預金者へ提供して

いることが指摘される(とくに、鶴見 (1986)141-l42ページ)。換言すれば、こ

の機構の存在意義は危険資産としての銀行資産 (V)が預金総額 (D*)を満期時

点に下回るばあいに、預金者が被るであろう損失 (D噂 V)を填補するべく、相

場の下落した銀行資産を当初約定した権利行使価格(預金総額)で買い取る義務

をこの機構が負うことにある。その預金保険料は、OPMの利用により以下のごと

くすでに定式化されている。(大村=清水、 1986、330ページ、 31式;鶴見、 1986、

142ページ、 1式)

預金保険料:go三G/Dc=-VN( -d)!Dc+N (-d+σ'1'1/2) 

ただし、 d三[ln(V!D勺+(r+σ2/2)τJ/(σ'1'1/2)

ニ [ln(V/Dc)+σ2τ/2J/(σザ皿)

Dc三D*exp(-rτ)、つまり t時点における預金現価

r三預金利子率

N(・)三累積正規密度関数

σ三原資産の価格変動性 (volatility)

T三当該預金の t時点における満期までの残存期間
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正当性を補強する、 3つの事実 [E1J、[E2J、[EsJを列挙しよう。

[E1J:オプション取引においては、所定の権利行使期間が設定され、その

期間内でだけ権利の行使が認められる。これに対応して、保険取引でもまた、

保険期間外の危険事故による保険金請求は無効で、ある。よって、いわゆるア

フロス契約は無効で、ある。

[E2J :フ。ット・オプション取引において、ホルダーが権利を行使した後、

ライターは原資産を買い取ったわけだから、当然にそれに対して所有権を有

する。これに対応して、保険者は保険契約者に保険金支払い後、被災した付

保物件に所有権を有することとなる2ヘ
[E3J :オプション取引においては、原資産取引に要するよりも少額の費用

で値上り益の追求が可能(つまりレパレッジ効果ないしギャリング比率がより

大)である。これに対応して、保険契約者は、付保物件に生じうる危険事故に

備えていわゆる「自家保険料」を積み立てるよりも、少額の保険料支払と引

き換えに、保険金請求権を確保した方が効率的である2九

かくて、以上の考察より、[命題 4-1Jの正当性が論証された。

(7) D = S (1983)、水島 (1989)および本書第 3章で指摘されるごとく、

現実の保険市場では全部保険がつねに選択されるわけではない。以下、図 4

3において、さまざまな付保率の保険を購入したばあいの保険契約者の損益

線を描き出そう。

20) 現行商法839条の保険委付 (abandonment)の規定によれば、「保険者は委付

に因り被保険者が保険の目的に付き有せる一切の権利を取得す」。

21) なぜならば、付保可能な危険に備えて、被災する可能性のある物件に相当する

資金を個別経済主体内で積立てたは、あい、多額となることが必至であるその資金

の拘束に伴う機会費用(逸失利益)は、保険企業が大数の法則を利用して社会的

に算出する純保険料相当の期待費用ーーたとえ、事業費(保険制度の運営費用)

がそれに加算されたとしても、一ーよりもはるかに大だからである。保険論では、

前者によるリスク対応を「個別準備形成」と、また後者のそれを「集団的準備形

成」とよぶ(例えは¥水島、 1989、第 1部)。さらにイ寸保可能な危険には前者より

も後者による対応が得策なことは「保険の合目的性」としばしばよばれる。
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第 1に、保険金額が保険価額に等しい全部保険(full-insurance)を購入した

ばあい、支払われる「名目保険金」は、発生する損害相当額である。よって、

このばあいの損害額と名目保険金との関係は、 CF'のごとく、 Kを原点とし

tan θ二一1の線分で示される。しかし、この保険購入時にすでに保険料 Pが

支払われているから、損害額と「正味保険金」との関係は、線分 KF'を下方

へPだけ平行移動した線分 CFで示きれることとなる。

第 2に、保険金額が保険価額よりも小さい一部保険 (under-insurance)を購

入したばあい、いわゆる「比例填補の原則」が適用きれるから、名目保険金=

損害額×付保率(ただし、付保率三保険金額/保険価額)となる。よって、それ

から前払保険料 Pを控除したのちの正味保険金と損害額との関係は、結局

CUのごとく、 Cを原点とし、 u>tan8>-1の線分で示される。このとき、

勾配 α の負値は付保率を意味する 2九

第 3に、保険金額が保険価額よりも大きい超過保険 (over-insurance)を購

入したばあい とりあえず、現行の「利得禁止の原則」の存在を度外視す

れば 、名目保険金=(損害額)x (付保率)となり、しかもこのときの前提

により付保率>1だから、損害額以上の保険金が支払われれることとなる。と

まれ、このときの正味保険金と損害額との関係は、 CXのごとく、 Cを原点と

し、 tanθ<-1の線分で示される。このときの勾配 αの負値もまた付保率を

意味することはいうまでもない。

きて、正統派の保険論で多用される損害額と支払保険金との対応図m を、

その縦軸により反転させ、かっその原点 Oを権利行使価格Kとしたものに

22) この図式に投機的危険下の危険資産のオプション取引に伴う損益線を合成す

れば、一部保険が非合理的な選択肢とは必ずしもいえなくなる。なぜならば、純

粋危険と投機的危険が逆相関関係にあるばあい、一部保険が最適解となりうるか

らである。詳言すれば、このとき投機的危険下の危険資産の損益線は前提により

右下がりとなり、結局付保不足分は補填されうるからである。これは、 D=S

(1983)の主張を別の論理構成で再表現したものに他ならない。

23) 例えは¥大林 (1971)、118ページ;水島 (1989)、9ページ、図 1-1。
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以上の図式が相当することは一目瞭然である(事実[E.])。この事実 [E.Jは、

保険市場の基本構造を規定する論理がオプション市場のそれと部分的に重複

あるいはそれに包摂きれることを意味する。かくて、この事実もまた[命題

4-1Jの妥当性を追認するものといえよう。

第 4節結

以上の考察によりえられた主要な命題を箇条書きしよう。

1. オプション取引は留保条件付の先物取引である。[命題 4-2J

2. 保険取引は、投機的危険下の危険資産を対象としたいわゆるアメリ

カン・タイプのプット・オプションの庖頭取引と 1: 1に対応する判。[命題

4-1J 

3. [命題 4-2J と[命題 4-1J とから、保険取引は、①純粋危険下にある

危険資産を原資産とした、②当初に予想した危険事故が発生しないばあい、

当初の権利が放棄可能な、③先物取引、と解釈される。[命題 4-3J

4. 保険取引の特殊性ないし特異性として、①危険資産が純粋危険下にあ

ること、その必然的帰結としてコール・オプションが存在しえないこと、②

オプションの売手・買手の要件が特に前者について厳格なこと(保険業法によ

る免許制)、③保険金請求権は行使きれるか放棄されるかのいずれかであり、

24) ただし、明らかに投機的危険下のオプション市場て、のぺイオフ・ダイアグラム

の水平軸が半閉区間 [0，+∞)であるのに対して、純粋危険下の保険市場でのそ

れは閉区間 [0，K] (K三保険価額)、つまり横座標が K点で裁頭きれている (trun-

cated)から、両者は 1: 1対応するものの、同相ではない。なぜならば、大村(1979、

90-95ページ)にいわゆる同相の第 2条件として、両者の図形が等しい「連続性」

を有していないからである。それは、「原資産価格が幾何ブラウン運動過程をと

る」とのオプション市場における前提の 1つが保険市場での付保物件の損害額に

ついて妥当するとは必ずしもいえないことを意味する。とはいえ、両者が位相幾

何学のより厳密な意味でも少なからず「類似した構造Jをもつことは明らかであ

る。
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したがって、保険の転売市場は容認されない25)こと、換言すれば保険証券は

「取引証券」ではなく、むしろ「非取引証券」であることが挙げられる。②は、

危険分散の自由度が保険市場のばあい、通常のオプション市場に比し小さい

ことを意味する。

5. 純枠危険にさらされた賦与危険資産の所有者(保険契約者)はその価値

変動を平滑化 (hedge)するべく、それを原資産としたフ。ットオプション(保

険)を購入する。

6 賦与資産と保険との合成ポジションにより、安全資産がえられる一一

相互に逆位相の危険資産の合成により安全資産が創出きれる。[命題 1-lJ

7. 保険市場自体はさほど珍奇なものではなく、むしろ保険固有の性格を

伴いながら最広義のオプション市場の一角を占めるものと解きれる一一イ呆険

の一般性。かくて、その様相は図 4-4に示すごとくである。そこでは、 Arrow

図4-4

オ7'"，ヨンの

幕本除、耳里

25) 付保物件(保険の目的)自身が転売されたばあい、それに付随して被保険利益

も移転し、ひいては保険金請求権も移転する。このとき当初支払済みの保険料の未

経過分が精算されることにより、保険金請求権は「譲渡」されるものの、当初の保

険自身が「新たな相場」で「転売」きれているわけではないことに留意すべきであ

る。その主因は、きもなりま、保険証券の買手(保険金請求権の継承人)が原資産

の減耗(，保険の目的Jに対する事故招致)への誘因をもつことにある。これは、オ

プションの買手が、本来的に外生変数であるはずの原資産の相場を自己へ有利に操

作する「インサイダ一行動」への誘因をもつことに対応する。
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(1974)のいわゆる「条件付き請求権jを規定する論理がロバストに貫徹する

ことが看てとれよう 2へ

26) 園村=飯原 (1989)は「オプション理論は、市場性があってその価値が変動し

不確実ないかなる危険資産についても適用することができる。J(はじめに、 3ペー

ジ)との基本的視座から、株式・社債・転換社債・新株引受権・ワラント債が企業

価値に対する「条件付き請求権」ととらえ、 OPMによりその評価を試みた。
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第 5章保険市場の垂直的構造の経済分析

一一一保険市場の「複眼」的カ学モデルの精轍化一一←

第 1節序

保険市場が、その背景にある文化構造の影響を少なからず受けていること

をすでに第 3章で指摘した。つづいて第 4章では、保険市場の様相が付保不

能リスクに対処する社会経済構造のいかんにも影響きれていることを明らか

にした。しかし、それらの試みにおいて、保険市場の内容を特段に明確にせ

ずに論じた o そこでは陰伏的に、元受保険企業と保険契約者との 1段階の市

場構造が想定され、それ以外の当事者が捨象されていたわけである いわ

ゆる「孤立化による抽象」。

これに対して、本章では 2段階の市場構造を想定して、「保険市場内の一部

を占める元受市場が隣接の再保市場に影響きれ、また逆にそれに影響するこ

とj[命題 5-1]を確認する 1)。またそれを敷桁して、「不確実性下の経済での

元受保険市場機構がなんらかの理由で円滑には機能しないときには、その機

能を代替する機構が一一陽表的にしろ、陰伏的にしろ 必ず存在する。」と

の[命題 52J を定立する九

そのために、第 2節て¥Blazenko(1986)による元受保険市場および再保

1) Cf. Blazenko (1986)， pp.262-263. 

2 ) 換言すれば、全体市場(社会経済構造)内で吸収・消化される危険の総量は、

活受保険市場の機能のいかんに無関係である。さらに、保険市場が陽表的に機能

しないとき、陰伏的な非市場的・保険代替的危険処理機構が機能していることが

予想、される。
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険市場の均衡の同時決定モデルの概要を検討する。第 3節ではこのモデルの

包摂により、保険市場の様相を規定する諸力の図式を精級化する。第 4節で

は、危険移転制度のロバスト性3) とともに、保険研究における「全体論」的考

察の必要性、さらには大塚 (1966)および水島 (1975)のいわゆる「複眼」的

思考の重要性を確認したい。

第 2節 ブラジェンコ・モデルの概要

以下、ブラジェンコ・モデルの構造を明らかにしたい。具体的には、まず

モデルの構成要素となる諸概念を厳密に定義し、ついでモデルを構築・操作

し、最後にそこからえられた含意を抽出する。

1.概念規定

(1) 主たる構成要素(変数)を次のごとく定義する。

W 1三主体 i(=C:保険契約者;D:元受保険者;R:再保険者)の賦与資産、

X三発生損害(確率変数)、 QI、Mj三危険移転率(i=C、D;j=D、Rに対応させ

れば、おのおの付保率、元受率、出再率、受再率となる。)、 α三元受保険料μ三再

保険料。

( 2 ) いま、保険市場において代表的な 3種の経済主体として、 C、D、R

を想定する。おのおのが絶対的危険回避度一定の効用関数Uをもっ危険回避

者だとすれば、その期待効用は、正規分布する危険資産W の平均μ(W)と分

散 σ2(W)とに次式のごとく依存することが証明できる。

δE[U(W)JIδμ(W)>O，δE[U (W) JIδσ2(W) <0 ・H ・H ・..(5-1) 

3 ) 第1章では、経済制度を時間軸で観察したばあい、一定の構造をした危険移転

システムが厳存することを指摘した。本章ではさらに観察の視野を空間の軸一一

尤受・再保市場←ーに拡張したばあいもこの命題が成立するか否か 「危険移

転制度のロバスト性」の一般化の可否 も併せて検討するものである。
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( 3 ) この効用関数から導出される任意の無差別曲線上の 1点におけるそ

の勾配の負値、つまり μ(W)とσ2(W)との聞の限界代替率(MRS)を、上述

の主体の配列に対応させて、以下のごとく定義する九

-c/2、-d/2、-r/2 )
 

ワ“F
h
d
 

(
 

• • • • • • • • 
・

2. モデルの構築・操作

(1) このときの保険契約者 Cの付保後の資産 Wtは次式で示される。

Wt=Wc-X+QcX一αQc 一…・… (5-3)

付保に際してのかれの行動は、次の間題を解くことと同値である。

Max Uホ………(5-4)

s. t. O~五 Q仁三五 1

ただし、 U.三 E[U(WDJの最大化は、

Wc一μ(X)+Qc，tt (X)αQc-1/2・cσ2(X)(1-Qc)2 

・・ (5-5)

の最大化に帰着できることを証明できる 5)。

その 1階の最適条件を変形すれば、かれの保険需要関数Qc(α)が導出され

る。つまり、

Qc (α)=1一{α一μ(X)}/{cσ2(X) }………(5-6) 

同式から明らかに、 α二 μ(X)のとき、つまり保険料が損害の期待値に等し

ししたがって、危険引受けに対する報酬であるリスク・プレミアム (α一μ

(X))が Oであるとき、保険契約者の付保率は lとなるヘ

4 ) このとき、 Arrow= Prattのいわゆる絶対的危険回避度 (R.三 U"(W)/U' 

(W))は限界代替率MRSの2倍の負値、つまり c、d、rに等しい[補助命題5

1J。その証明につき数学注 [lJを参照。なお、その導出法について、神戸大学助

教授末虞英生氏から教示をえた。

5) (5-5)式の導出につき数学注[2Jを参照。なお、これに関して、神戸大学教授

本多佑三氏と同助教授末虞英生氏との助力を受けた。

6 ) 換言すれば、保険数理的に公平な保険料が提示されたばあい、 (次頁へ続く)
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( 2 ) 第 2の当事者としての元受保険者の状況は、再保利用の可否のケー

ス毎に大別し、ついで、 2つの極端な市場構造におのおの細分して考察すべき

で、ある。

① 図 5-1に示すごとく、再保険市場は利用できず、元受保険市場は完全

競争的な[ケース 1aL

図 5-1

[J 
QoX 
-GJ Q仁 α

X (1-Qc)X 

i主.正方形は経済主体 (C三保険者， D三元受保険者)。その( )内は，内生変数。

それに向かう矢印はその分の資産の増加を，また逆方向の矢印は同様に資産の減少

を意味する。

Wi三主体 1に賦与された資産 ;Qi三主体 1の危険移転率，つまり (l-Q，)o=主

体 1の自己負担率 ;X三発生損害(確率変数);α 三元受保険料;.l.三再保険料(図

5-2についても同じ0)

このとき、保険引受後のかれの資産 wgは次式で示きれる。

wg三 Wo-QoX+αQD )
 

門，，
「

D(
 

• • • • • • • • 
・

元受に際してのかれの行動は、次の問題を解くことと同値である。

(前頁より) 保険契約者にとって最適な保険は全部保険である。この命題の耳Jjの

導出方法ににつき、本書第 2章第 3節を参照。なお、同図の縦軸が、営業保険料

αではなく、純保険料相等の μ(X)をそれから控除したリスク・プレミアム (α

μ)を示すことに留意すべきである。その意味するところは、このモデルが確率変

数 Xの一定比率Q(0三三Q壬1)を補填すること[危険転嫁]への報酬としてのリ

スク・プレミアムを価格、またその移転率を需給量とみなしていることである。

この点で、付加保険料を捨象した従来の市場均衡分析よりもこのモデルは現実的

だと評価できる。
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Max U* 
Qo 

S. t. 0三五QD三三1

ただし、 U*三 E[U(Wo)Jの最大化は、

WD-QDμ(X) +αQD-1/2・dQD2σ2(X)

の最大化に帰着できる。

その 1階の最適条件を変形すれば、かれの保険供給関数QD(α)が導出され

)
 

凸

o
r
D
 

(
 

• 

る。つまり、

QD(α) ={αμ(X)}/{dσ2 (X)} ………(5-9) 

このとき、 (5-6)、(5-9)両式からなる需給均等条件より以下のごとき均衡保

険料 α?がえられる。

α?=μ(X) +σ2(X)/(1/c+1/d) ………(5-10) 

さらに、この討を (5-9)式に代入して以下のごとき均衡付保率つまり均衡

元受率 Qrがえられる。

Qr={d(l/c十l/d)}一1 …・(5-11)

② 図 5-2に示すごとく、完全競争的な再保険市場が利用可能で、かつ元

受保険市場が完全競争的な[ケース hJ;

このとき、元受保険者の保険引受後の資産状態は次式で示される。

Wo三 WD+(α-X)QD一(λ-X)MD )
 

q
r
“
 

唱
Eム

F
H
U
 

(
 

• • • • • • • • 
・

図 5-2

Wc Wo WR 

出士山二山
# t 
X (1-Qc)X 

注 :R三再保険者， M=出〔受)再率
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ここで、 λ=再保険料、 MD三出再率。

元受市場でのかれの内生変数は QDで、再保市場でのそれは MDだから、か

れの行動は次の問題を解くことと同値である。

Max U' 
QD.MD 

s. t. 0三五QD三五l、O~玉 MD 三五 1

ただし、 U'三E[U(Wo) ]の最大化は、

...・H ・..(5ー13)

…・・ (5-14)

WD+{α一μ(X)}QD一(λ一μ(X)}MD-1/2・d(QD-MD)2σ2(X)

...・H ・..(5-15) 

の最大化に帰着できる。

この l階の最適条件を導出すれは¥次式群がえられる。

δU'/δQD二 {α一μ(X)}-d(QD-MD)σ2(X)=0 ・H ・H ・..(5-16) 

δU*/δMDニ (λμ (X)}+d(QD-MD)σ2(X)=0・H ・H ・..(5-17) 

制約条件 (5-14)内での主体均衡の内点解は、 α=λ のときえられる。この

ことは、以下のごとき限界分析により証明きれる。

一方で、、 α>λ のばあい、 (5-12)式より明らかに元受保険者は、元受けし

た契約をできるだけ多量に出再することにより、その期末資産ひいては利潤

を増大させることができる。しかし完全競争市場の前提により、このような

超過利潤の存在は鞘取りをもくろむ新規元受保険者の参入の誘引となるか

ら、再保険の超過需要が生じ、再保険料 λは競り上がるはずである。

他方で、 α<λ のばあい、同式から明らかに元受契約 1単位を出再する毎

に、 (λM-αQ)額の損失を元受保険者は蒙るから、再保険を購入しない。そ

れゆえ、再保険者は再保険料 λを競り下げざるをえない。結局、競争的な保

険市場で均衡再保険料 λtは元受保険料 αtに相等することとなる。すなわ

ち、元受市場も再保市場も完全競争的ならば、任意の付保物件について元受

保険料と再保険料とは相等する。

かくて α=λ のばあい、主体均衡のための上記の 2つの最適条件式は 1つ
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に縮約され、次式が導出される。

QD-MD二 (α一μ(X)}/{dσ2(X) } …・・ (5-18)

上式の右辺は明らかに、再保利用が不可能なばあいの元受保険者の最適元

受率、つまり供給関数を意味する (5-9)式のそれと同一で、ある。よって、任

意の付保対象に対して元受保険料と再保険料とが等しいかぎり、元受企業の

正味の危険消化能力つまり担保力 (QD-MD)は以前と変わらないものの、出

再可能となった MD相当分だけ元受保険企業のグロスの供給力(元受率)QD 

が増加することに留意すべきである。このとき、 (5-12)式において α=λ か

っM=Qであるかぎり Wl:の水準も変化しないから、元受保険者は再保利用

のいかんには少なくとも短期的には無関心で、ある。しかし、十分に多数のこ

のような元受保険者が同時に出再すれば、再保険料は上昇圧力を受けるであ

ろう。かくて、このようなプロセスを経て、再保険者が元受保険市場に間接

的な影響を与えていることは明らかである。[命題 5-1J

( 3 ) 第 3の市場当事者としての再保険者の状況に焦点を当てながら、[命

題 5-1Jの内容を精轍化しよう。以上の結論は、元受保険者がたとえ危険回避

者だとしても、かれは元受契約を必然的に再保険者に移転するわけではない

ことを意味する。むしろ、再保の存在理由は、元受保険料より安い再保険料

の提供により、再保険者自身の期待資産の増加が見込めることにある。

いま、再保険者の受再後の資産 WKは次式で示される。

WK=WR-MRX+MRA …… (5-19) 

受再に際してのかれの行動は次の問題を解くことと同値である。

Max U. 
MR 

s. t. 0三五MR三五1

ただし、 U・ 三E[U(WDJの最大化は、

WR-MRμ(X) + MRA -1/2・rMR2σ2(X)

の最大化に帰着できる。

...・H ・(5-20)

…・ (5-21)



106 第 5章 保険市場の垂直的構造の経済分析

この 1階の最適条件式を変形すれば、かれの供給関数 MR(λ)が導出される。

すなわち、

MR(λ) ={λ一μ(X)} / {ro-2 (X) } )
 

つ“
内
/
“T

3
 

(
 

• 

上式を (5-18)式に代入すれば、再保が利用可能となったばあいの元受保険者

の元受率(危険消化率)が次式のごとくえられる。

QDニ MD+{α一μ(X)}/{dσ2(X)} 

={λμ(X)}/{rσ2 (X)} + {αμ(X)}/{dσ2 (X)} 

(γMR= MD) 

={α一μ(X)}・ (1/r+1/d)/{σ2(X)} (γα=λ)………(5-23) 

上式の意味するところは、元受市場と再保市場とが競争的ならば、つまり保

険者も再保険者もプライス・テイカーならば、元受市場の危険消化能力が、

(5-22)式で示された再保市場の分だけ拡大きれる、ということである。[命題

5-1]' 

その均衡保険料 αtつまり λtは、元受保険市場での需給均等状態、つまり

(5-6)式と (5-23)式とを相等させるばあいにえられる。すなわち、

αtニ λ;=μ(X)+σ2(X) / (l/c+ l/d+ l/r) ………(5-24) 

(5-10)と (5-24)とを対比させれば、再保利用の可否のいかんにより、均衡保

険料が相違することが明らかである。つまり、再保利用が可能で、かつ再保

市場が再保険者を危険中立的とするほど競争的でなければ、 (5-10)> (5-24) 

となるから、再保険者は加重係数としての低水準の危険回避度 rの分だけ元

受保険料 α*を間接的に引き下げることとなる。[命題 5-1J"

( 4 ) 以上の 3者から構成される競争的な保険市場に貫徹する論理の構造

を図 5-3で再整理しよう。

① 代数学的には (5-9)式で示される、再保市場が利用不可能なばあいの

元受保険市場での供給関数QD(α)は、 (α一μ)・Q座標軸においては明らかに

原点をとおり、正勾配 1/(do-2 (X) )の直線を描く。他方で、その需要関数Q仁

川)は、 (5-6)式より、同じ座標軸で負勾配 1/ (cσ2(X))の直線で、 α二 μの
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リスク・プ

レミアム:

αl' 

Q仁

図 5-3 

Qu 

‘一αO~I' 1-一一一一一 ーー

α'1ー← i1

。
出所 Bla配 nko(I986). p. 264. Figure 1 

注:一部変更Lた。

Q[)十MH

保険，1:;給量(Q，M)

ばあい、 1となる。明らかに、市場均衡点は両直線の交差点でえられる。この

とき成立する元受保険料を αtとする。

② 再保市場が利用可能なばあいの元受保険市場の供給関数に関しては、

(5-23)式から明らかに (5-9)式のばあいよりも変数 αの係数が l/rだけ増

加している。いま、われわれはほ μ)・Q座標軸でこの供給関数を描いてい

るから、 Q.(α一μ)座標軸で新たな供給関数は直線 QD+MRのごとく、勾配

をl/rだけ緩くしたものとなる。他の条件が等しい限り、新たな市場均衡点 b

は、同図内の南東方向へと移動する。このとき成立する均衡保険料を α?とす

れば、 αt>α?が成立していること、つまり均衡保険料の低下は、一目瞭然で

ある。

③ (5-22)式より明らかに α=λ>μ て¥かっ再保険者が危険中立的であ

るかぎり、再保市場での利潤を求めて新規参入者が相次ぐであろう。この動

きは αZλ=μ、つまり元受保険市場での供給関数QD+QRが水平となるばあ

いに収束する。このとき、供給の価格弾力性は明らかに無限大となり、また

均衡需給量は 1だから、付保可能な危険はすべて保険市場で完全に分散され

ている。
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かくて、再保険市場の競争圧力は間接的に元受保険市場に浸透7)すること

第 5章108 

その活性化を促進するべく作用することが明らかとなった。があり、

元受保険市場または再保市場のいずれかが独占状態の[ケース 2、

つまり供給独占状態の[ケース 2aJ

と、逆に元受市場で元受保険者が 1社、つまり供給独占状態の[ケース 2bJ、

( 5 ) 

これは、再保市場で再保険者が 1社、

さらに再保市場で需要者として元受保険者が 1社、つまり需要独占状態の[ケ

ース 3Jに細分される。

[ケース 2aJつまり再保市場が供給独占で、元受市場は完全競争のば( a) 

あい;

このときの元受市場での超過需要企Qc(α)は、元受市場での保険契約者の

この超需要 Qc(α)から元受保険者の供給 QD(α)を差し引いたものである。

過需要に相当の再保需要を元受保険者は α主主λである限り、再保市場で表明

するはずである。

この再保市場で表明される元受保険者の超過かくて、上図 5-4において、

需要は、点 aを原点とした線分bcで示きれる。このとき定義によって、独占

的な再保企業の限界収入 MRは、線分 acの中点と点 bとを結ぶ線分であり、

その供給関数 MR(α)は明らかに限界費用 MCであるから、利潤最大化をめ

ざすこの企業は、両者の相等する点に対応する供給量と価格水準とを設定す

るはずである。

ケース 2b2Jつまり元受市場が供給独占のばあい;[ケース 2b1、)
 

L
U
 

元受保険者が保険契約者よりも競争優位に立つといより現実的な状況は、

その最も極端な状況として元受保険者が供給独占者を想定すうものである。

7) この現象は、濃度の高い溶液から半透膜を介して濃度の低い溶液に浸透圧が

生じることに対応する。すなわち、 Jojima(1988)の指摘するごとく、自然界に

おける森羅万象をロバストに規定する物理法則が経済現象のある部分にまで貫

徹することが予想される。
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図 5-4

αμ  

Q，M 。
出所・ Bla配 nko，1986， p. 269， Fig. 2 

i主:一部，加筆した。

る。

① この内、まず再保険利用が不可能のばあい[ケース 2b1J。このときも

かれは元受市場で保険料 α を内生変数として、その期待効用を最大化するは

ずである。つまり、かれの行動は次式を解くことと同値である。

Max U. 
α 

ただし、 wr;三wD+(α-X)Q仁川)

また、 U*三 E[U(Wr;)Jの最大化は、

wD十{α一μ(X)}Qc (α) -1/2・d{Qc(α)}2ポ(X) ………(5-26)

)
 

F
h
d
 

つ臼
F
h
d
 

(
 

の最大化に帰着できる。

その 1階の最適条件を導出し、そこに (5-6)式を代入して Qを消去すれ

ば、かれが設定すべき均衡保険料 α;bIが次式のごとくえられる。

α;bl=μ(X) +σ2 (X) (c+d) / (2+d/c) )
 

ヴ

4ヮ“
庁

D(
 

• • • • • • • • 
・

② 元受市場で供給独占企業の元受保険者が、完全競争的な再保市場を利

用する状況を想定する[ケース 2b2J。元受市場で独占企業であった元受企業

も、完全競争的な再保市場ではプライス・テイカーとして行動せざるをえな
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い。すなわち、かれの内生変数は、元受市場では価格 α、再保市場では出再

率 Moであるから、その課題は以下のごとく定式化できる。

Max U* 
a.Mn 

ただし、 U*三 E[U(Wr;)]の最大化は、

Wo+(αμ(X) )Qdα) -{λμ(X) }Mo-l/2'd{Qc (α) -MOP<r2(X) 

の最大化に帰着できる。

その l階の最適条件式は次式群のごとく容易にえられる。

δU*/δα=Qc(α) + (α一μ(X))Qc' (α) 

-d{Qc(α) -Mo} Qc' (α)σ2(X) =0 ・・ H ・H ・'(5-28)

δU*/δMo二 (λμ(X)}+d{Qdα)-Mo}σ2(X)ニ O

一(5-29)

(5-29)式を変形すれば、元受保険者の正味の最適元受率 {Q(α)-Mo}が

(λ μ) / (d<r2) の水準であることが判明する。この水準は図 5-5に示すごと

く、完全競争的な再保市場で水平線状をとる再保険者にとっての需要関数と

元受市場での元受保険者の供給関数Qo(α)とが交差する点の横座標 aであ

α一μ|、 Qc(α)

e 
α事 2b2一μ

Al_，u ~ 

。 a b 

図 5-5

/ Qo(α) 

， 
〆

， 、 ----ーーー砂---

h 

出所 Blazer】ko，1986， p. 270， Fig. 3 

MR(入)

保険需給量

i主 原図に明らかな誤りがあると辛勝五される部分を訂立し，若「加筆した。
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る。つまり、それは、独占的な元受保険者が元受契約を自己保有したばあい

の限界費用と、それを出再したばあいの限界費用とが相等するときの元受率

である。このとき、もし a点をこえる元受保険が供給可能ならば、それを自

己保有するよりも専ら出再する方が元受保険者にとり得策なことは明らかで

ある。かくて、元受保険者は、競争的再保市場で設定された再保険料水準 λ

より高い元受保険料水準 αにより元受市場で独占利潤の大半、 (α λ)Qc= 

口fgdeを享受できる。この独占的元受市場での均衡保険料 α*と保険数理的

に公平な保険料μ との差分(リスク・プレミアム)は、この独占利潤 (α一λ)

Qcをαについて最大化することで明らかとなる。すなわち、

Max (α一λ)Qc …・(5-30)

その 1階条件により次式がえられる。

(α*μ) =1/2・σ2C+1/2' (λμ) )
 

-Eょっd
庁

3(
 

• • • • • • • • 
・

この状況は、図 5-5において元受保険者が元受総量 obを保険料 α*で引受

け、そのうち oaを自己保有し、 ab量を再保険料 λlで出再するとき、独占利

潤(ム ogc+口gdef)が最大となることを意味する。このときの出再率 MD

(λ)は、 (5-6)、(5-31)両式を (5-29)式に代入してえられる。つまり、

MD(λ) =1/2一{l/d+ 1/ (2 c) }{λμ(X) }/ポ(X)...・H ・"(5-32)8)

8 ) 上式に (5-29)式を代入すれば、元受市場での元受保険者のグロスの元受率が

えられる。つまり、

{Q(α)~M} 十Mo(λ)=(λμ)/(dσ')

+ [1/2~ (λ/μ) {1/ (2 c)十l/d}/σ2J

二{l ~(λμ)/(cσ2) } /2ニ Qc(λ)/2

同式の意味するところは、供給独占的な元受市場での元受供給量(危険消化

力)は、再保険料水準 λに相当する元受保険料が提示されたと想定したばあいの

元受保険需要量の 1/2であるということ[命題 5-3Jである。図 5-5で幾何学的に

分析すれば、元受保険市場が供給独占で、再保市場が完全競争のばあい、両市場

が同時均衡するとき、線分 fdは元受保険需要関数Qc(α)に平行となること[補

助命題 5-2Jが同値命題として導出される。その具体的な証明方法として、数学注

[3Jを参照。
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同図において、再保市場の様相は、水平座標軸上の点 aを原点とし、それ

より北東方向の領域に示される。すなわち、そこでの再保険者の供給関数 MR

(α)は点 a、dをとおる半直線で、元受保険者の需要関数 MD(α)は、点 Cを

起点とし、 dをとおる半直線で示される。結局、その均衡点は dでえられ、同

時に元受市場で均衡点 eが確定し、独占的元受者は最適保険料がを設定す

る。

このときの α・と λlとの大小関係を明らかにするため、 (5-32)、(5-22)き

らに (5-31)を操作すれば、次式群がえられる。

α;b2=μ(X) +σ2 (X) (1十c/r+c/d)/ (2/r+2/d + l/C) 

日 (5-33)

λん=μ(X)十σ2(X) / (2/r+2/d + l/c) 

αtb2>λib2 

)

)
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かくて、幾何学的にも、代数学的にも、供給独占的な元受市場の危険消化

率は小さしかっ保険料は、完全競争的な再保市場の保険料よりも高水準に

あること、が判明する。

最後に、各企業の生産者余剰を確定しよう。元受保険者のそれは、上述の

口gdefにム ogcが加算される。再保険者のそれはム acdである。この差が、

各各のおかれた市場地位に由来することは自明である。

③ [ケース 3J再保市場が需要独占状態のばあい;

以上の 2つのケースでは、元受保険者ないし再保険者のいずれかが供給サ

イドで1虫占力を保持するものの、再保市場での需要者、すなわち元受保険者

は多数存在し、そこではかれらは独占力を行使できないという市場構造が想

定された。これに対して以下で、競争的元受市場ではプライス・テイカーに

しかすぎない元受保険者が再保市場では再保需要を独占するばあい、市場成

果がいかなる様相を呈するか、解明したい。

このとき、元受保険者にとっての内生変数は、元受市場では元受率QD、再

保市場では再保険料 λだから、かれが解決すべき問題は次のごとく定式化き
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れる。

Max U* 
QD.λ 

S. t. 0壬Qn三五1、O三五λ三五1

ただし、 WG=Wn十 (α X)Qn-(λ-X)Mn(λ) 

また、 Uホ 三E[U(WG)]の最大化は、

Wn+{α一μ(X)}Qn一{λμ(X)}Mn(λ)一1/2・d{Qn-Mn(λ)}2σ2(X) 

……… (5-37) 

…・(5-36)

の最大化に帰着できる。

この l階の最適条件を導出すれば、次式群がえられる。

δUりδQn二 (α一μ(X))-d{Qn-Mn(λ) }σ2(X) =0 

...・H ・..(5-38) 

θU事/δλ=-Mn(λ)-{λμ(X)} Mn' (λ) 

+d{Qn-Mn(λ) }Mn(λ)σ2 (X) =0 )
 

内

y
q
ぺ
U

F
同
リ(

 
ここで Mn'(λ)は、 (5-24)式で表示された再保険者の供給関数、つまり Mn

(λ)の縦軸に対する勾配である。また (5-40)式は、元受保険市場における元

受保険者の正味の供給関数が競争的な再保市場でのそれ、 (5-20)式と同様で、

あることを意味する。さらに、 (5-24)の供給条件式と、これら 2つの主体均

衡条件式から導出きれる需要条件式とを組み合わせれば、次式がえられる。

α;-μ(X) =2{λ一μ(X)}………(5-40) 

この式は、元受市場でのリスク・プレミアムが再保のそれの 2倍に相当す

ることを意味するへこのような関係が再保市場の需要サイドでの元受保険

者の独占的地位に由来することはいうまでもない。

次いで、このときの元受保険者の元受市場でのク、、ロスの元受率つまり供給

関数、 Qn(α)は、 (5-22)、(5-38)、(5-40)の各式の組み合わせにより、導出

9 ) それは、需要独占的な生産要素市場での限界要素費用曲線が、平均要素費用

(供給)曲線上の任意の点から縦軸までの距離を 1/2に内分する点の軌跡として

えられることの論理的帰結である。
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される。すなわち、

QD:::: (1/ d + 1/ (2 r) ) (αμ(X) )/σ2(X) ...・H ・..(5~4 1) 

明らかに、同式の値は、再保市場が競争的なばあいの (5~25) 式のそれより

小さい。すなわち、再保市場で需要独占者の地位にある元受保険者は、危険

回避度が以前より 2倍の(つまり、付保可能な危険に対して 2倍に臆病な)再保

険者からなる競争的再保市場でえられるのと同じ経済的効果しか元受市場に

は伝達しない。

さらに、このときの均衡元受保険料と均衡再保険料とを算出しよう。具体

的には、元受市場での保険契約者の需要関数 (5~6) 式と元受保険者の供給関

数 (5~41) 式とを等値し、えられた結果を (5~40) 式に代入すれは\次式群が

えられる。

α;=μ(X) +2σ2(X)/(2/d+2/c十l/r)

λ:=μ(X)+σ2 (X) / (2/d +2/c+ l/r) 

α;>λ; 

一 (5~42)

… (5~43) 

これらが独占の弊害を意味するものの、それでもなお、再保市場の存在は

そうでないばあいよりも、明らかに元受市場での危険消化率とリスク・プレ

ミアムとに経済的に好ましい効果を与えている。

以上の論理展開を図 5~6 により再整理しよう。

同図において、ム abcは再保非利用時の元受保険者の生産者余剰である。

他方、再保利用時は元受保険料が低下するから、元受市場でのその生産者余

剰はム afeへと低下する。しかし、その代りにかれは再保市場で口 eghi相当

の消費者余剰を享受できる。なぜならば、かれは再保市場で消費者余剰を最

大化すべく、限界要素費用と限界生産物収入10) との相等する点 jに対応する

再保険購入量 a'm、再保険料 mkを選択し、結局元受市場で保険契約 1件当

り、 ei(=gh)相当の余剰を eg(=a'm)単位量分、つまり口 eghiの消費者余

10) 生産要素市場が需要独占状態のばあい、要素需要曲線が限界生産物収入曲線

と恒等することの論証につき、例えば西村 (1986) 、 261~263 ページを参照。
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図 5-6

QD(α) 

限界要素費用

超過需要(=限界生産物収入:dR/dQD・

dQD/dMD) 

出所 Blazenko，1986， p. 273， Fig. 4 

注・ー郎，変史 'IJII'草した。

剰をえることとなるからである。

3. 総括

( 1 ) 従来の保険学では、元受市場と再保市場とが分断されたまま考察さ

れる 「孤立化による抽象」 か、両者が同時に考察されたとしても、

商学諸学の伝統的表現方法としての特殊語による丈章的記述が多用されるか

したため、両者聞の複雑な因果連鎖の構造を鳥轍することが困難であった。

(2 ) これに対して Blazenkoは、現実に密接な相互関係にある元受市場

と再保市場とにおける経済諸変数の同時決定モデルを構築した。ミクロ経済

学の市場均衡分析が応用されたそのモデルで、両者が構成する垂直的市場構

造は、各市場の需給関数の水平方向への移動・累積に置換され、分析される。

その結果、両市場の構造と市場行動(その決定因としての保険契約者、元受保険

者、再保険者の危険回避度)との及ぼす市場成果への影響が厳密に解明されたl九

ll) Blazenko (1986)の一層丹念な紹介・検討として、玉田 (1990) を参照l
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( 3 ) かくて、元受市場と再保市場との多様な市場構造と経済主体の市場

行動とに対応した市場成果の様相は表 5-1のごとく明示される。いずれのば

あいも両市場が密に影響し合っていること[命題 5-1Jは明らかである。また、

その具体的な有りようとして、元受市場の危険消化力を再保市場が拡張する

表 5-1

市場構造 市場成果

階層 競争状態
需給関数 均衡価格 均衡F=危験d(，杉U転+汁卒lll l 

l ケース1. 完全競争 Qc(α)α1.=μ+σ2/ Q 
t主 (元受市
階

=1-(αーμ(c-I+d-I)

場のみ) /(ca'2) 

QD(α) 

=(αμ)/ 

(da'2)=S" 

2 ケースh 双方とも完全 Q0.二人Jzμ+σ2/
t立 (元受市 競争 (c-I十d-'+r-')<α1.階

場+再保 QD(α) 

市場) =(α一μ)/

!(d-'+r-I)σ21 > S" 

ケース2. 元受市場は完 MD(α) ロ2a.>αl事 QO・>Q2:>Qt
(元受市 全競争。再保 =(人一μ)/

場+再保 市場は供給独 (rσ2) 

市場) 占。

1 ケース 元受市場は供 α2bl・zμ十σ2(c+d)/(2+d/cl
F立

2bl 給独占。再保
階

(元受市 市場は存在し

場のみ) ない。

2 ケース 元受市場は供 α2b2・=μ+σ2(1 +c/r+c/d)/(2/r+ 2/d+ 1/c) 
手宣

2" 給独占。再保 人2b2.=μ+σ2/(2/r+ 2/d+ l/C) F皆
(元受市 市場は完全競

場+再{呆 争。

市場) (Q+M)2b2・=Qc(，¥・)/2

ケース 3 元受市場は完 αμ=2(，¥ーμ)

(元受市 全競争。再保 QD=(α一μ)・!d-I十(2rt
'
l/σ2

場+再保 市場は需要独

市場) 占 α♂=μ+2σ2/(2/d+2/c十1/r)

'¥3"=μ+ 0'2/(2/d+ 2/C+ l/r) 
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べく機能し、その結果として元受市場と再保市場とが代替関係にあること 12)、

が確認される 1ヘ

第 3節保険市場の「複眼」的力学モデルの精織化

本節では、以上のごときブラジェンコ・モデルを、第 4章で構築した力学

モデルに接合することにより、元受保険市場に加わる主要な力の全体像を図

式化することとする 1べただし、それに先立ち、前者のモデルが接合されるに

至る直前までの、元受保険市場の力学モデルの精般化の過程をまず再確認し

ておく。いずれにしても、社会経済構造と文化構造とのもたらす 2種類の力

がそこに作用することが明らかとなる。

1. 保険市場の「複眼」的力学モデルの構築

(1) 伝統的なミクロ経済学が適用可能川なほどに、経済主体が合理的に

行動するものと仮定しよう。このときのリスク・マネジメント方策の最適ミ

12) Blazenkoのばあいの市場均衡理論と対照的に、 Farny(1965)は企業均衡理

論 (1生産理論」および「費用理論J)の形式論理に従って、①いわゆる「保有」

と「再保険」とが相互に代替的な生産要素であること、②出再率の主たる決定因

が元受保険者の危険回避度であること、をつとに指摘している。その批判的検討

として、高尾 (1976)がある。

13) わが国のばあい、経済活動の隆盛に比例して付保可能危険も増大するはずに

もかかわらず、損保企業の自己保有率ひいては東京海上 (1983、291-293ページ)

によれば、いわゆる「担保力」が他の先進国程大きくない。担保力が小さいこと

はマクロ的には国内保険市場の消化能力が小きいこと、またミクロ的にはわが国

損保が損害保険「代理屈」業務に甘んじていることを意味する。その結果、極論

すれば、圏内元受保険市場に代替する危険分散機構としての再保険市場が、とり

わけ外国で活発に機能しているものといえる。

14) 若干異なる観点から保険市場の「全体論」的な把握方法の重要性を指摘したも

のに、 Tuan(1976)カずある。

15) 伝統的なミクロ経済学の有用d生と限界とにつき、次章を参照。
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図 5-7
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ックスは、 E= B (1972)により厳密に解明された。かれらによれば、その代

表例としての市場保険、自家保険および損害予防は均衡状態では図 5-7に示

すごとき相互関係にあり、そこでは冷徹な経済法則が貫徹していることが確

認きれる。

( 2 ) r掛捨てJ嫌いに対処するための、損保企業による「積立型長期保険」

への注力は、日本文化の影響を受けた家計保険需要構造への適応行動で、ある。

なぜならば、危険負担機能への報酬を公然とは容認しないわが国家計に対し

て、「節税」型金融商品をうたい文句に掛捨て保険が「抱合せj販売きれてい

るものとして、その行動は解釈されるからである。他方、かれらは明確な目

的意識をもたず、むしろ「まさかのために」低利回りの預貯金に少なくとも

近年までは満足してきた。明らかに経済非合理的なこれらの行動を勘案して、

第 3章では上述の E=Bモデルを修正し、それを包摂する文化構造も考慮に

入れたモデルを提示した16)。

16) そのモデルのエッセンスは次のとおり。キリスト教に由来する西欧近代合理

主義思想に馴染まない非欧米諸国民は、「ヶJ(日常性)の世界の (次頁へ続く)
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( 3) 家計保険に限らず企業保険でも、あるいは非西欧社会に限らず西欧

社会でも、 官日保険が往々にして選好されることが、 Dニ S (1983)で指摘さ

れた。かれらはこの現実を説明する経済論理として、保険市場では定義によ

り捨象されている「付保不能危険」、たとえば景気変動危険のごとき投機的で

かつ社会的な危険 (systematicrisk)と当該の付保可能危険との相関関係、お

よび前者の処理機構(たとえば、株式市場・先物市場・オプション市場等)のい

かんが最適付保率に影響することを発見した。具体的には、付保不能危険が

付保可能危険と逆相関関係にあり、かつまた前者の処理機構が保険市場より

も効率的に機能するばあい、合理的な経済主体は保険市場を利用するインセ

ンティヴを強くもたないこと、すなわち、保険市場に隣接の、付保不能危険

の処理機構を介して経済法則が作用することを証明した。この点に配慮して、

k述の仮説モデルは、第 4章に提示したごとく、付保不能危険に対処する経

済制度の包摂により拡充されねばならない。

( 4 ) いうまでもなく、市場経済を支えるエートス(アダム・スミス流の「同

感J)が定着しない社会経済構造下では保険市場もまた浸透しない。なぜなら

は¥保険市場は、パリア型の経済主体の撹乱に極めてもろいからである l九と

はいえ、このときも付保可能な危険は厳存するから、それは市場を介きずに

むしろ血縁・部族・地縁を契機とする共同体内で分散・処理きれることとな

る。したがって、保険市場が互酬・贈与経済から代替的な圧力を受けること

(前頁より) 論理が冠婚葬祭のごとき「ハレJ(非日常性)の世界に浸透すること

を潔しとしない。よって、「負性のハレ」の状態である災厄に際して「ヶ」を規定

する経済法則が非西欧諸国では貫徹しがたく、むしろ「ハレ」の論理(ポトラッ

チ、徳政令、無礼講、祈祷 'l区女・仮面を介した八百蔦の神との交歓)によりそ

の救済が図られる。阿部 (1989)は、前者の世界を「小宇宙」、後者のそれを「大

宇宙」とよび、両世界が統一原理で規定きれていることを確信できたのは、長い

人類史のなかで中世後期以降のキリスト教徒だけであるという。それゆえ、かれ

らの末商の考案した近代保険、つまり負性のハレ的状況を即物的に修復する制度

が非西欧諸国でストレートに受容されないことは至極当然かもしれない。

17) そのメカニズムの理論的な解明は次章で試みる。
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は明らかである。よって、目指すべきモデルは、これらの経済をも包摂する

ものでなければならない。

( 5 ) 以上では文化構造が社会経済構造を規定している図式が描カ通れた。

確かに、後者に比べて前者は顕在しにくく、その変容も緩慢であるために、

すべてを包摂するかにみえる。しかし、両者間での規定・被規定の関係は、

大塚 (1966、66ページ)や水島 (1975、186ページ)の指摘に待つまでもなく、

往々にして逆転しうる則。保険経済現象の文化構造への効果の一例として、付

保率が郡部よりも高い都市部での、町内会・消防団の活動が沈滞すること、

つまり地域共同体意識の希薄化が挙げられる 19)。すなわち、社会経済構造に存

在する力は保険市場を貫徹しながら、文化構造を変容させることがある。よ

って、上述のモデルは、このことを勘案して、精轍化きれるべきである。

2. モデルの新たな接合

(1) 以上の論理展開に沿って構築された図式のなかに、ブラジェンコ・

モデルを接合すれば、下図シ8がえられる。その結果として、全体社会を存

立させる構造物からの諸力が元受保険市場には陰に陽に作用していることが

一層明らかとなる。

( 2 ) とまれ、あたかも地球の中心部のコアの構成要素には、それを取り

巻く地殻やマントルの重力により超高圧が加わり、地表におけるそれの様相

とは全く異なることが予想きれる制ごとく、元受保険市場の様相も、「孤立化

による抽象jを前提とした理論体系の予見するそれと毛離するであろう。そ

18) 上部構造(宗教・倫理・法制・習俗)が下部構造(経済制度)に規定されるこ

とをマルクス経済学では「生産力規定」とよぶ。この象徴的史実の一例として、

生産技術水準の低かった近世以前では「間引きj、「姥捨て」による人口調整を容

認せざるを得なかったことが挙げられる。

19) くわしくは、岩崎他 (1989)を参照。

20) 炭素の結晶体であるダイヤモンドは深度 200km前後のマントル内で組成き

れる。そこは、約 5万気圧以上、摂氏 1600度以上あり、 (次頁へ続<)
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図 5-8
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〔社会経済構造〕
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注.図中の矢印のうち， Eで表示されたものは，経済の規定力(論理〉を，またC

のそれは文化のそれを意味する。

れゆえ、保険市場の「複眼」的力学モデルをさらに精級化していかねばなら

ない。

第 4節結

!日来の保険論では、元受・再保市場が出再と受再とを介して、なんらかの

相互関係にあることは指摘されていた2九だが、保険市場を構成するこれら部

分市場間で市場原理がどのように作用しあい、ひいては競争圧力がどのよう

(前頁より) この条件が満たされないばあい、ダイヤモンドは石墨に変態するこ

とが知られている。さらに、マントルよりも深部(地下 2900kmから 6370kmま

で)のコアは未知の世界である。しかしそれが、上層部の地殻やマントルの存在

(荷重)から少なからず影響を受け、組成が変質していることは十分に予想きれ

る。詳細は、川井 (1972)、130ページ以下。

21) 例えば、佐波 (1939)が「再保険は元受保険成立の前提である。従って、再保

険は保険一般を発展せしめる推進力ともいえる。だが、再保険には自ら発展する

力はない。それは、保険一般と同じく、経済諸力とりわけ経済生産力の発展に伴

って発展する。J(12ページ)と指摘するごとく。



122 第 5章保険市場の垂直的構造の経済分析

に分散するかはさほど明瞭で、はなかった。

Blazenkoは、この点をミクロ経済学のうちの「市場均衡理論Jの応用一一

完全競争理論と純粋独占理論との重ね合せ一一ーにより厳密に解明した。その

結果、現実の保険市場は元受市場と再保市場との多重構造を成し、双方聞に

密接な相互関係が存在することを確認した。

かくて、以上の考察は、第 3章でえられた科学方法論上の 2つの教訓を再

度もたらす。 1つは、一般に難解な様相の感を与えるため、先学が大挙して立

ち入るわけではなかったこの研究領域も、ミクロ経済学の巧妙な援用により

相当程度解明されることから、この限りにおいて当該の分析道具の有用性を

確認できるということである。いま lつは、元受保険に関する市場構造・市

場行動のみに照らして、直ちに市場成果をうんぬんすることは性急にすぎる

ことである。むしろ、危険の効率的な分散という役割を負う保険市場の成果

の良否は、少なくとも元受保険市場と再保険市場とを同時に考慮して判定さ

れねばならなしミ問。このような判定方法が、「全体論」的考察の a環であるこ

とはいうまでもない。

22) 保険後発国のわが国で、活受保険市場の機能が不活発なことの理由の 1っと

して、すでに保険先発国の再保市場がすでに確立きれ、そこでの危険分散機能が

円滑になされていることが挙げられる 「危険移転制度のロバスト性」。この既

成の無形のネットワークの威力は、事実上世界最強の経済力をもっアメリカがイ

ギリスのシティ に対抗してニュ ヨ クに再保市場 (New York Insurance 

Exchange)を創設した(その概要につき、東京海上、 1983、586-587ページ)にも

かかわらず、その後の市場成果は当初の予想に反しはかばかしくない (Cf “A 

Lloyd's-Like Exchange Won't Work In The U.S.，" National Underwriter， 

Sept. 26， 1988.) ことから明らかである。それは、①保険事業に関してロンドン

とニューヨークでの「分業の利益jよりも前者のみでの「集積の利益jが大きい

ことーーすでに先行する保険市場に対抗して、後発国が代替制度を維持・発展き

せることの困難性一一、②塗 (1983)の指摘のごとしその運営に関わる無形資

産の移転が容易で、ないこと、を意味する。
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数学注

[ 1 J: [補助命題 5-1Jの証明

以下、[補助命題 5-1J をCについて証明する。

いま、効用関数 U(W)の構造を次のごとく想定する。

U(W)三 a-bexp(-cW) =a-be-cw 

a， b， c>O; const. 

このとき、

u' (W) = -bexp( -cW) (-c) 

u" (W) = -bexp( -cW) (-C)2 

R.三 -U"(W)/U，(W)=c 

....・H ・'(M-1)

他方で、危険資産 W が正規分布 f(W)をとる確率変数だと仮定すれば、この資産

に対する効用の期待値は次式で表わきれる。

E[U(W)J =~U附(W)dW

寸[a-b吋 -cW)J {(2 7C) 引2σ附 1} 

. exp[一{(W一μ(W))2}{2ポ (W)}-lJdW 

=a-b[exp{ -cμ(W) +c2/2・σ2(W)}J ・H ・.(M-2) 

上式を全微分して、 dE[U(W)J=0とおけば、

b(-c)exp{-cμ(W) +c2/2・σ2(W)}dμ 

-b(c2/2)exp{ -cμ(W) +c2/2'(12 (W)}dσ2=0 

MRS三dμ/d (12IdU~O =c/2 

R.=c= -2 MRS 

明らかに、以上の証明は、 dとrとに関しでも可能で、ある。

[ 2 J: (5-5)式の導出

すでにわれわれは、経済主体Cが危険資産 W について (M-1)のごとき効用関数

をもち、かつ損害 Xの発生が正規分布するものと仮定して、かれの期待効用を具体

的に (M-2)のごとく定式化した。このとき、 (M-2)式のごとき期待効用の最大化問

題の解 Qj• (i = C， D， R)は、次式のごとく問題を変換しでもえられる (e.g. Cuthber-

tson， 1985， pp. 43-46.)。

Qj'ξargmax a-b[exp{-cμ(W) +c2/2・(12(W)} J 

じこ今 Qj'ιargmin exp{-cμ(W) +d2'(12(W)} (1次変換)

仁司 Qj'εargmm -cμ(W) +c2/2・(12(W) 対数変換)

に司 Qj'εargmax μ(W) -c/2・σ2(W) (1次変換)

一(M-3)
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(M-3)式を(シ3)式について、具体的に計算したものが(シ5)式に他ならない。

他の経済主体の期待効用の最大化問題についても同様。

[ 3 J : [補助命題5-2Jの幾何学的証明

[命題 5-3Jより、線分gd=線分dh

他方、口 fgdeは長方形だから、線分gd=線分 feてゆっ gd//fe 

それゆえ、ム def、ム edhおよびム fgdについて、

線分 ef=線分dh=線分gdかつ ζfed=ζhde=ζdgf=ζR

ムdef三ム edh三ム fgd (・.・二辺爽角)

ぷefd=ζdhe=ζgdf

線分 fd//線分 ehE元受保険需要関数Qc(α)

なお、この定理は、代数学的にも (5-28)式を変形することで、容易に導出できる。
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第 6章保険の構造と情報の経済学

「経済分析は、従来、伝統的に杜会学者、考古学者、その他の社会科学者た

ちによって研究されてきた行動のうちのかなりの部分を理解するための本質

的要素である、というのが私の信念である。これはまさしく、経済学的帝国

主義の好例であるノ・・・経済学の定義を広〈解し、あい反する目的を満たすた

めの希少手段の配分に関する学問であるとすると、幅広いさまざまな問題へ

の洞察を得ることができる (0)……経済学者はこれを誇りとすべきで、なんら

当惑すべきものではない。J(ベッカ一、 1976、5ぺージ:( )内は引用者による。)

第 1節序

われわれは旧来、保険制度の本質を的確に描写する道具を手中にしていた

とはいいがたい。この場合には分析対象の些細な箇所に眼を奪われがちで、

それの大局的側面を鳥敵することが容易ではない。したがって、保険制度に

おける諸現象が通常例 (normals)か異常例 (anomalies)かを判定するとき、

あやまりを犯す可能性は皆無で、はなかった。例えばモラル・ハザードあるい

は逆選択は、伝統的な保険学においては、一部の異常な当事者による撹乱現

象として等閑に付され、専ら社会規範から市離した一般的行動を対象とする

いわゆる犯罪学・異常心理学等が扱うものとされている九

本章では、ミクロ経済学の最先端分野の一角を占める「情報の経済学」の

成果を保険論に援用して、保険制度の特徴を明らかにしたい。より具体的に

1) Cf. Farny (1959). そこではこれらの現象は(保険)経済学の分析対象にはす

べきでないし、またなりえない との暗黙の価値判断がなされているものと考え

られる。高尾 (1980b)はすでに、一一文章的 (verbal)記述 (次頁へ続<)
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は、保険制度内にくみこまれたインセンティヴの構造を分析したい。この試

みにより、これらの現象は保険制度の運営に一定条件下で必然的にともなう

一一つまり保険制度は無条件には円滑に機能しない一一こと[命題 6-1J、が

明らかとなるであろう 2)。

第 2節情報の経済学とは?

ミクロ経済学は、その前提があまりに制約的なために、保険市場のように

固有の法則性がつよく作用すると考えられる領域を適切には説明できない、

と従来考えられてきた九しかし近年、「応用ミクロ経済学jと総称きれる研

究領域のうちで、情報の重要性を明示的に考慮した「情報の経済学jが著し

い進展をみせている。

それゆえ、本節では、情報の経済学の出自を明確にするため、ミクロ経済

学の骨格をまず摘記し、次いで情報の経済学がいわゆる「応用ミクロ経済学」

の一部分を構成することを確認する。その際、保険制度の原基形態を保険市

場としへそれがサブ・システムとして隣接の金融・証券市場等とともに、市

(前頁より) ながら一一保険制度の円滑な運行への処方筆の提示すべき保険学

がモラル・ハザードあるいは逆選択の現象を正視していないことの難点を指摘し

ている。本章ではこの問題の構造への見通しを良くするため、若干の数学的記述

をあえて用いる。

2) Cf. Aker!of(1970)， p. 493. Williamson (1975)は、「イ呆険の問題の諸パラメー

タを適当に解釈しなおせば、雇用契約、垂直的統合、および資本市場が直面して

いる諸問題を解明することができる。J(pp.12-13: 23ページ)という。このこと

は、モラル・ハザード・逆選択の問題が保険固有て、かっ異常な現象て"はなく、経

済制度のいかんを間わず、ある条件下では必然的に発生する一一一般性をもっ

一一ことを意味する。

3 ) われわれはこの点につき、 Arrow(1974 a)， p. 134、榊原 (1977)およびCarter

(1979)， introduction， p. 1の保険学界への批判を真撃に受けとめるべきであろ

つ。

4 ) 水島 (1988)、はしがき 1ページ、第 2部;高尾(1981)、68ページ。
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場経済というトータル・システムを構成するものと措定する九

1. ミクロ経済学の骨格

このような市場経済に厳然として貫徹する一般法則一一ー市場原理 を抽

出するのに最適の道具は経済学、とりわけミクロ経済学だといえるべけだし

それは、自然界に貫徹するロバストな法則一ーその典型は、重力の場を支配

するニュートンの万有引力の法則である一ーの摘出に近代物理学が成功を収

めたのに影響きれて、専らそのパラダイム7)を模倣することにより、それ自身

のうちにきわめて精綴な体系を構築しているからである。

5 ) わが国でもすでにこれら隣接の領域においては、情報の経済学の成果が導入

きれつつある。例えば、池尾 (1985)、首藤 (1987)、丸山 (1988)。

6 ) べッカー (1976)は、そこでは市場価格が陽表的に存在しない組織運営ないし

人間行動一一例えば、非市場的活動の典型としての冠婚葬祭あるいは犯罪 に

おいても、それが広く市場経済体制に包摂きれる限り、市場価格は潜在価格

(shadow price)に姿をかえて浸透し、したがってそこでもやはり市場経済の法則

がロバストに貫徹する、という (viページ、 7ページ)。ミクロ経済学は、市場経

済においてこのように作用し、また、われわれには抗しがたい あたかも自然

界における万有引力や磁力のごとき一一無色透明の力(市場規律)を解明するも

のといえよう。なお職業選択・家族・犯罪・法制度等の経済分析として、ファー

グスン他 (1975)、第 5章;ハーシュライファー (1980)、第 6章;浜田 (1977)、

特に、 149ページ以下。

7) 村上 (1975)によれば、それは端的には、(i)孤立系の想定一→憂越要因説、

(ii)原子論的手法の採用一一方法論的個別主義、要素還元主義、(iii)定量化の推

進、を通じて、数学の演鐸力を利用しようというものである。要するに、一定の

留保条件下で、情報処理・加工・伝達の量・質(正確き)の点で¥

文章的記述<幾何学的記述<代数学的記述(<解析学的記述)

という不等式が成立するのである(この点につき、例えば、へンダーソン他、 1974、

5-6ページ;チャン、 1979、5-7ページ)。数学の威力につき、アインシュタイン

は次のように告白したという。「人聞の心が経験と無関係にっくりだした数学が、

外界にこれほど適合するとは、どの時代の科学者をも悩ました謎であった。J(ク

ライン、 1987、216ページ)しかしながら、社会現象のすべてが数学ひいてはミク

ロ経済学のみで説明つかないことは自明である。なぜならば、そこでは演鐸を容

易にするため過度の抽象化が往々にして行なわれる結果、 (次頁へ続く)
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このようなミクロ経済学の骨格のみを一一情報の経済学の位置以下では、

づけが確認できる程度に一一一瞥しよう。その全容は、図 6-1に示すごとく、

図 6-1

回目
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純粋独山理論

(前頁より) 社会現象の歴史性が捨象されがちだからである。社会科学を扱うわ

れわれは次の含蓄ある指摘を銘記すべきであろう。「空気そのものは歴史的なも

のである。その組成も、地球の歴史とともにかわってきた。海中および陸上にお

ける葉緑素植物の活動によって酸素がっくりだされ、蓄積されたのである。われ

われはその圧縮された結果を、現在において享受しているが、それは歴史的な蓄

積であって、現在の状況だけでとらえることはまちがいである。……現代におけ

るおびただしい情報(も)、すべて人間の歴史はじまって以来の累積物である。

……全世界をおおう情報の体系は、歴史的に蓄積された、普通的存在としてわれ

われをとりまくが、人間個人は、つねにそれを新鮮な「空気」として呼吸するの

である。J(梅梓、 1988、283ページ、なお()内は引用者による。)
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まず(1)主体均衡理論と(2 )市場均衡理論とに大別される。このうち、前

者は所与の市場環境下での各経済主体(家計・企業)の経済的に合理的な行動

を分析し、後者は環境への両主体の反応を同時に考慮することにより、価格・

需給量がどのようにきまるかを解明する。要するに両者をつうじて、市場全

体のワーキングが、その構成要素である個別経済主体の行動に一旦、「分解」

され、各々の行動様式が解明されたのち、それらの「総合」により改めて説

明引しるのである一一原子論的手法。

(1) 主 体 均 衡 理論

これは、①消費者均衡理論と②企業均衡理論とに二分され、各主体の均衡

条件の解明のための均衡静学・比較静学的手続きを経て、のちの市場均衡理

論の展開に必要な諸概念・法則(限界代替率逓減の法則、価格 1単位当り限界効

用均等の法則、需要の法則、個別需要曲線、ギッフェンのパラドックス(スルツキ

一分解)、技術的限界代替率逓減の法則、価格 1単位当り限界生産力均等の法則、拡

張経路、短期総費用、短期平均費用、短期限界費用、長期総費用、長期平均費用、

長期限界費用など)を準備する 8)。

( 2 )市場均衡理論

これは、①完全競争(市場)理論と②(広義の)不完全競争(市場)理論と

に二分される。後者はさらに大まかに、純粋独占理論、寡占(的競争)理論、

独占的競争理論へと三分される。以下、これらの各論の概要を点検しながら

そこでの共通項を摘出しよう。

① 完全競争理論の明らかにするところによれば、市場構造が、(i)製品の

同質性、(ii)市場参加者の小規模・多数性、(iii)資源移動の自由性、(iv)情

8 ) 数学的表現を用いれば、(i)消費者均衡理論と企業均衡理論のうちの生産の理

論とは fl: 1対応」し、(jj)同様に企業均衡理論において生産の理論と費用の理

論とは fl: 1対応」し、しかも両者はいわゆる「双対関係Jにあり、(iii)結局、

主体均衡理論を構成するこれら全ての各論は一連の関数変換ないし写像により

統一的に把握できる。詳しくは、奥野=鈴村 (1987)。
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報の完全性、の前提条件を満たすとき、効用最大化をめざす家計と利潤最大

化をめざす企業との取引の結果としてもたらされる長期の市場均衡点におい

て、企業の超過利潤がゼロになると共に、消費者余剰も生産者余剰も、した

がってその合計、つまり社会的余剰も最大化される一一私的合理性と社会的

合理性との一致9)。

② 不完全競争市場理論のうち、完全競争と正反対の極を考察するのが、

純粋独占理論である。しかし上述したごとしそのフレームワークは、きほ

ど大幅な変更を要しない。すなわち、完全競争の市場構造条件のうち、ここ

では新たに、(ii)唯一の企業の存在、(iii)資源の移動を阻止する障壁(参入障

壁)の存在、へと対応する条件を変更するだけでよい。このことはまず、企業

の直面する個別需要曲線が、一一完全競争市場のばあいと異なり一一右下り

の市場需要曲線そのものとなることを意味する。他方でこのばあい、企業の生

産関数したがって費用関数は完全競争市場理論のそれをそのまま援用できる。

かくて、純粋独占理論によれば、市場では参入障壁により競争圧力が作用

しないため、長期均衡点は独占企業の長期平均費用の最低点ではなくて、む

しろ限界収入と長期限界費用との相等点でえられ、そこでは超過利潤は最大

となるものの、生産者余剰も消費者余剰も最大化されない一一私的合理性と

社会的合理性との議離10)。

以上の 2つの極端の間にある市場を、狭義の「不完全競争市場」という。

そこでは企業数および製品差別化のいかんによって、現実には無数の市場構

9) 厚生経済学では、これを「競争的均衡の最適(効率)性定理」という(例えば、

フアーグスン、 1975、311ページ以下)。なお、この定理が成立するためには、い

くつかの付随条件が満たされねばならない。すなわち、0)(技術的)外部効果は

存在しない、 (ii)長期平均費用は逓減しない、(iii)公共財は存在しない、 (vi)市

場均衡は安定的である一ーギッフェン財は存在しない。これらのいずれかが満た

されないとき、市場は「失敗」する。保険市場についてのこのような考察として、

高尾 (1978a) : (1978 b) : (1979)。

10) ただし、このことは、次のような一般的定理の一部を記述しているにすぎな

い。すなわち、「生産者や消費者の数が……有限で、ある限り、 (次頁へ続く)
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造を想定できる。しかし、基本的にミクロ経済学は、その内の「独占的競争」

と「寡占」とに対象を限定している。

この内、ロンピンソンおよびチェンパリンにより展開された独占的競争の

理論は、完全競争モデルの前提を一部変更 製品の同質性を否定一一一しつ

つ、一方の短期均衡分析では純粋独占理論に、他方の長期均衡分析では完全

競争理論に準拠している。これに対して、寡占理論は、純粋独占モデルの前

提を一部変更一一一少数企業の存在を前提ーーしたのち、企業行動の相互依存

性の強弱のいかんに応じた多様な各論を族生させている。その代表例として、

一方で、強い相互依存(企業聞の共謀・共同行動)についてはクールノによる反

応曲線のモデル、およびカプランらのプライス・リーダーシップ・モデルを、

他方で弱い相E依存を分析する競争的寡占(エッジワースの屈折需要曲線)のモ

デルを挙げることができる。とまれ、これらのいずれにおいても、完全競争

理論で設定された情報の完全性についての前提条件が維持きれている。

以上で、われわれは、(i)ミクロ経済学が、いわば「壮麗なj重層構造をと

っていること、(ii)オーソドックスな市場均衡理論が不確実性の存在を明示

的に考慮の対象としていないこと[命題 6-1J、を確認した。

2. 情報の経済学の概要一一「応用ミクロ経済学Jの系譜のなかで

われわれは以上の純粋理論を現実世界における個別問題の解決に応用でき

る。そのためには、モデル内で設定された前提条件を一一モデルの操作可能

性とのかねあいで より現実的なものへと緩和すればよい。現実問題の解

決を陽表的に意識したこのような学問領域は「応用ミクロ経済学」とよばれ

ている。それは近年、急速な進歩をとげつつあり、その内容もまだ流動的で、

あり、その全容を完全に把握することは容易ではない。しかし、それは、図

(前頁より) ……価格機構はパレート最適を実現しない。ハーウィッツ (Hur.

wicz， L.)はこのことを『価格機構の個別的動機不適合性.Uとよんでいる。(野口、

1977、91ページ)
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6-2に示すごとく、大まかには、(1)産業組織論、(2 )不確実性の経済学、

という応用理論に三分きれよう。以下、各論の概要を素描しよう。

( 1 ) 産業組織論

これは、(i)J. S. Bain (1968)を始祖とし、(ii)競争均衡における市場成果

の理念値に現実値が到達していないばあいの修復策を検討し、 (iii)その際

に、市場成果の主因を企業自身の市場行動ではなく、むしろ市場構造一一一上

述した完全競争の前提条件、 (i)、(ii)、(iii)のいずれがどれ程満たされてい

ないか一一ーに求めている (P=f{S，B(S)} =g(S)、ただし、 P=市場成果、 S二市

場構造、 B二市場行動，以下同じ)。

これに対するアンチテーセゃとして、企業の環境操作能力を重視 (P=f{S

(St)， St}=g(St)、ただし、 St二経営戦略)する①「競争戦略論j11lが、各国で

脚光を浴びている。他方で、②「コンテスタビリティーの理論」も近年、注

構成要件(iv)

の除去

| 完全競争崎 | 

構成要件(i )( ii) 

(iii)の除去

不完全競争理論

し|差別価格埋論 i 

図 6-2

応用ミクロ経済，、子

組織・情報の紙治?

(エー ν エンン のt'IL品7
J クナルの月111it，内部品II
織のれil'i"tl

11) その代表的論者として Porter(1980)が挙げられる。
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目されている。この理論の骨子は、形式上、独占的市場構造であれ、参入・

退出障壁の実質的な水準のいかんでは、十分な市場成果を期待しうるとする

ものである 12)。

(2 )不確実性の経済学問

不確実性の経済学は完全競争理論の前提条件のうちで、基本的に、(iv)

情報の完全性をはずして構築される。それはまた近年、①「狭義の不確実性

の経済学jと②「情報・組織の経済学Jとに二分きれつつある。両者の異同

について、「いずれも人聞の知識の有限性を前提とする点では同じであるけ

れども、前者では……その有限性に対する人聞の受動的対応の仕方が問題と

なるのに対し、後者ではその限界を打破せんとする積極的打開策のあり方に

重点が置かれる。jl4)きらに、前者は数学・統計学の最新の成果(例えば、ゲ

ーム理論における「零和ゲームの均衡分析j、統計的決定理論など)をとり込み

つつ、不確実性下の市場均衡条件の一層精織な定式化をめぎすのに対し、後

者は、 「もっと革新的色合いが強く、伝統的な経済学の守備範囲から一歩踏

み出そうとするJ15) ものである。その具体的成果として、(a) iエージェン

シーの理論」、 (b)iシグナルの理論」、(c) i内部組織の経済学」を例示

12) したがって、ここには市場への公的介入をできるだけ回避しようという思潮

がある。 Cf.Baumol = Panzer = WiIIig (1982). 

13) 以下の論述では以下に負うところが大である。酒井(1982)、18-22ページ、 271

272ページ。

14) 向上書、 20ページ。

15) 同上書、 21ページ。通信的不確実性が存在し、ひいては情報の偏在する状況を

完全競争理論は明示的に想定していない。したがって、「組織・情報の経済学」は

このような状況下でそれに代わるパラダイムを探求するものといえよう。これに

対して、「環境的不確実性下の経済理論を狭義の「不確実性の経済学Jと呼ぶこと」

(早川、 1986、44ページ左)ができる。同様の指摘として、今井他 (1982、26ペ

ージ。しかし、シク、、ナルの理論は、 情報偏在の克服をつうじて一一環境的不

確実性のみの存在する状態が実現される論理を主として解明し、それ以降の論理

展開が、アローの「条件付請求権」の市場の理論に引き継がれているという点て¥

結局、逆説的ながら完全競争理論に帰着する。
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できょう。

(a) エージェンシーの理論

これは図 6-3のごとく、現代経済の多くの分野で本来の取引当事者(princi-

pal)聞に代理人 (agent)が介在している事実(例えは¥金融仲介機関)に注目

し、そのばあいには 情報の偏在が縮小・拡大されることに対応した「迂

回の利益・損失」が生じる結果 「交換・取引の利益Jが代理人の介在し

ないばあいと異なることとなる論理を明らかにする附。

(b) シグナルの理論

ir一定の条件の下で』、分権的経済が効率的に作動していく上で、価格情報

が必要かっ十分な情報て。あるJ1九要するに、それは、市場機構が経済財に関

するあらゆる情報(例えば、需給量、所得、予算、噌好、生産技術、期待)を価

格に翻訳する超大型のコンビュータのごとき機能をもちうるからである 18)。

しかし、保険市場、労働市場、中古車市場のごとく、取引される財の品質に

不確実性がともなうばあい、この機構は故障する。このばあい、市場参加者

図 6-3

P P i主 P==1'米の取1;1九事者 依車!it人

(例，患者，訴訟依軒1人)

A==代理人=仲介入E 受託者

(例;B矢附，弁議1:)

なお，代理人が双}jの代理を

することを「双方代理」

(Dual Agency)という。

(例;裁判'1'1.審判人)

(本来の取引関係)
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16) Cf. Ross (1973) ; Leibenstein (1976); Holmstrom (1988)，ただし、これを

も、内部組織の経済学の中に含める立場もある。例えば、今井他(1982、第 4章)。

いずれにせよ、これら各論の境界は今だ明確には識別されがたいようである。エ

ージェンシーの理論が、保険取引にかかわる諸問題の解明に少なからず有用であ

ることの指摘として、高尾 (1980b)、100-101ページ。

17) 早川 (1976)、41ページ、脚注 2。

18) 同様の指摘として、今井他(1971)、127ページ。またDoherty(1976)は、同様

の文脈において保険企業を把握している。すなわち、保険企業は (次頁へ続く)
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はこの故障を修復し、取引を円滑に遂行するために、品質を的確に反映しう

る指標・属性を重視するようになる。この理論は、このようなばあい、なぜ

市場機構が円滑に機能しないのか、またどのような指標がシグナルとして利

用されるのか、などを明らかにする 19)。

( c ) 内部組織の経済学

これは、「企業という組織の内部、およぴその内部と外部(市場)との境界

に注目し、そこでの資源配分ないし意思決定のプロセスを情報や取引という

鍵概念を用いて新たな観点から解明しようとするもの」側、と定義される。

その唱道者の問題意識は、オーソドックスなミクロ経済学が物理学の方法

論を忠実に模倣しようとするあまり、現代企業の有り様の無視しがたい部分

(例えば、大企業における所有と経営との分離、さらに自意識をもっ多くの企業構成

員の連合体(coalition)21)の組織的意思決定過程としての経営行動、長期契約=内部

(前頁より) 理念的には，損害予防 (lossprevention)に関する諸変数を保険料率

という市場価格に翻訳するいわば情報センター (dearinghouse) として位置づ

けられると (p.45，p.53)。その紹介・書評として、高尾 (1980a)。

19) Cf. Akerlof (1970); Spence (1974).一般的には、あるグループ内のメンバー

が共有する諸指標(属性)のうち、高・低両品質グループ聞でその獲得コストが

有意に異なり、かつ少なくともいずれかのグループにとってその獲得の便益がコ

ストより大きい指標(その例として、通常人にとっての学歴・信用・暖簾・名門

クラブ会員証・各種技能認定証、アウト・ローにとっての前科・刺青)が、不完

全情報下の市場で品質のシグナルとして利用きれ、ひいてはノイズにより阻害さ

れた価格の情報伝達機能を補正することとなる。これに対して、現代社会におい

てシグナルとならない指標の例として、服装・化粧・言葉使い・住所がある。そ

れは、これらの変更のコストが現代人にとってさほど負担とならない(自由・匿

名=プライパシーを最優先させる現代社会では、詐欺師が紳士面することも容易

である)からである。しかし、中世社会でこれらはシグナルの役割を十分に果し

た。詳しくは、阿部 (1974);同 (1981);同 (1982)。なお、シグナルにより識別

された複数の市場に対して独占企業が差別価格政策をとるであろうことは、「差

別価格理論」の予見するところである。

20) 今井他 (1982)、3ページ。

21) 現代の大企業のこのような把握法の重要性を初めて指摘した (次頁へ続く)
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労働市場・垂直的統合への指向性)を捨象している難点から生じている。かくて、

かれらは企業を、天体力学でいう「質点」のごとくではなく、その運行に何

がしかの摩擦を伴う市場において、その直接的影響を遮断しようとする「容

積」のある主体として叫把握し、上述の有り様が基本的に「取引費用jによ

り規定されていることを明らかにする 23)。

以上で、われわれは、(i)情報・組識の経済学が「応用ミクロ経済学Jのー

領域を占めること、(ii)それが、通信的不確実性下つまり情報偏在の状況下で

資源の最適配分を実現するための論理を解明しようとしていること制、(iii)

そこでの論理展開に際し、組織(企業・市場)剖そのものよりも、むしろその

構成員の動機と利害状況とに焦点が当てられていること 26)、(iv)したがっ

て、そこでの鍵概念がインセンティブ、情報(の偏在)、取引、等であること、

[命題 6-3J を確認した。

ところで、一般に「組織」という用語が「権限のみによる資源配分機構=非

価格・数量調整メカニズ、ムjを連想させ、以下での論理展開を混乱させる危

(前頁より) のは、 Cyert= March (1963)である。

22) Leibensteinは、旧来のミクロ経済学がいう程に十分にはミクロ的でないと批

判し、「ミクロ・ミクロ理論」の展開の必要性を指摘する。

23) その代表的成果として、 Williamson(1975)。

24) 早川 (1986)は、「通信的不確実性(=情報の非対称性)が存在する場合の経

済分析を「情報の経済学」と定義する。J(40ページ右、 44ページ右)

25) ここで、組織とは、 Arrow(1974 b)の「価格システムがうまく働かない状況

の下で集団的行動の利点を実現するための手段J(p. 33:村上訳、 29ページ)の定

義よりも、 Barnard(1968)に従って I(二人またはそれ以上の)人聞の意識的に

調整された行動または諸カの体系J(pp. viii， 72:山本他訳、 14、75ページ)と

広義に用いる。

26) Williamson (1975)は、取引が困難となる状況における組織構成員の本質的属

性として、「制約された合理性J(bounded rationality)と「機会主義J(opportun-

ism) とを、またかれを取り巻く環境のそれとして「不確実性・複雑性J(uncer-

tainty / complexity) と「少数性J(small numbersl とを挙げている。 Cf.esp. p. 

40， fig. 3. 
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険があるので、情報・組織の経済学の意味で、「情報の経済学」という用語を

専ら使うこととする。

第 3節 動機適合性・自己選択制約・自己束縛性

本節では、情報の経済学における鍵概念を保険現象の解釈のために援用す

る。より具体的には、ある組織ないし経済制度が、そこに参加する主体の利

己的行動にもかかわらず、ロバストに存続しうる条件 (1)動機適合=白

己選択条件 (incentivecompatibility = self-selection constraints)、および(2 ) 

自己束縛(self-binding)条件一ーを保険市場に即して考察する。その結果、保

険市場おいてモラル・ハザードあるいは逆選択が、ある かなり現実的な

一一条件下で、必然的に生起しうること[命題 6-1J、を明らかにしたい。

1. 動機適合条件・自己選択制約

Hurwicz (1972)により提唱された動機適合性は、本来公共経済学において

頻用きれる概念である 2九「個々の経済主体に対してそれぞれの潜在的な能力

を最大限に、そして自発的に発揮させ、メカニズムが期待する行動を適切に

とるように動機づけうる「誘因体系」を備えているJ(奥野=鈴村、 1987、16ペ

ジ)とき、当該システムは動機適合的であるという。

残念ながら、保険市場は無条件には動機適合的でない(高尾、 1981)。その主

因は、保険団体内でのフリーライダーの排除が容易ではないことに求められ

る。すなわち、クラブ財28)と考えられる保険サービスの供給に際して、売り

27) Iハーウ、イッツ-…・は、匿名という外被の下で、人びとが自己の選好を偽って

模索過程に参加し、不当に高い利益をあげるかもしれず、価格機構は、このよう

な可能性をとりのぞくことができない、ということを証明した。J(室田、 1977、

17ページ右)

28) クラブ財は、公共経済学者、ブキャナンの造語である(宮淳、 (次頁へ続く)



140 第 6章保険の構造と情報の経済学

手はその買い手以外を排除できる 私保険においては保険料を支払わない

者は保険給付をうけられない f ものの、集合財的性格をもっ保険サービ

ス 1単位のみの保険供給は定義により不可能で、ある 29)ノーーの利用の程

度を保険団体の各メンバーにつき監視することは決して容易で、はなしした

がって機会主義的性格のメンバーはそれを過剰に享受しようとするであろ

(前頁より 1988、86ページ以下)。下図 6← aに示すごとく、この財の特徴は、(j)

分割不可能性2 集合財的性格をもっ、 (ii)外部効果をもたない=当該財の消費が他

人の効用関数・費用関数，ひいては厚生水準に影響しない、ということである。し

たがって、このタイプの財は(j)の点で公共財の性格を、(jj)の点で私的財の性格

を併有する(岸本、 1986)。保険サービスのクラブ財的性格につき、須田 (1988)、

101~106 ページを参照。この文脈では、保険取引での逆選択が情報偏在下での保険

団体というクラフゃへの機会主義的な情報優位者の「参入」と、またモラル・ハザ

ードはこのクラブに参入した後のかれによる一一情報偏在を逆用した一一「財の

過剰利用」と解きれる。この点については、愛知学院大学助教授田畑康人氏との

議論に負う。

図 6- a 
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図6

29) Farny (1965)は、保険供給に伴ういくつかの特徴のうち、「保険の集団的特徴J
を最も本質的だとする (S ， 10~32) 。すなわち、保険は、大数法則を利用してリス

クの平均を図ること (dasRisikoausgleich im Kollektiv)で成立するから、集

団の存在が必要条件で、ある。これに対し、集団無関連的なリスク対策として、保

証、自家保険、先物取引等があり、そこでは集団の存在は十分条件である。
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う3へ以下では、消費者均衡理論の応応、用により1、この状況を分析したい3刊lυ)

いま、情報偏在下の一一イ呆険一般に関してこの想定は少なからず現実的だ

と考えられる一一競争的保険市場制を想定しよう。ただし、常套的な推論方

法にしたがって、付保対象のリスクの計測力につき、保険契約者が優位に立

っと仮定する問。このとき、一定の条件一一「自己選択条件」一一下でしか、

この保険市場は存続しえない34)こと[命題 6-1J、を以下で証明する。

(1) そのためにまず、このような市場でリスクの正確な計測が困難なた

め、保険企業が平均保険料主義に立脚したばあいに一括均衡 (poolingequili-

brium)が存続しえないこと[命題 6-4J、を図 6-4により証明しよう。

① この保険団体における平均損害発生確率、引は推論の便宜上、事業費

を度外視すれば、

7!A二 λπI!+(1λ) 7!L ・H ・H ・..(6-1) 

となる。ただし、 λ三当該保険団体内での、いわゆるハイニリスク・タイプ(以

下、 Hタイプと略称)の占率、 πi三リスク・タイプ i(三L，H)の損害発生確率、

である(明らかに、町>1l"L)。

30) 高尾 (1978a)はすでに、 Williamson(1975)の発見した、組織一般に成立す

るロジック一一「組織の失敗jのフレームワーク←ーが保険市場におけるこのよ

うな現象の説明にも援用できることを指摘している。

31) 以下の論述は、主として、 Rothschild= Stiglitz (1976) およびCummins=

Vance (1983)に依拠した早川 (1986)および田畑 (1987)に負うところ大である。

32) ここで、競争的市場とは、上述した完全競争市場の構成条件のうち、 (iv)情報

の完全性、が満たされない市場と定義する。

33) しかし、この想定が常に現実的だとはいえない。付保物件に物理学的に近いこ

とが即、そこでのリスク測定上、優位に立つことを意味しないからである。現実

の保険企業が大規模組織を採ることの一因は、「制約された合理性」を克服するこ

とである。したがって、保険契約者の情報処理能力が相対的に劣るばあい、むし

ろ保険者が優位に立つ一一付保物件に(情報の)経済学的には近い一一ーであろう。

34) これに対して、情報の偏在がないばあい、各保険契約毎の市場が成立して、全

部保険による分離均衡においてノfレート最適が達成される。詳しくは、高尾(1988

a)、70ページ、脚注 34。
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図 6-4
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出所:早川 119861，図 6
i主 ただし， U.・の勾配につき誤まりがあるので Rothschildニおligliz11976 J ， 

F1G. IIに従って修正した。

このとき、保険企業の期待利潤、 E(g)は、 αを収入保険料、 βを支払保険

金とすれば、

E(g) = (ト7CA)α一πJ …… (6-2) 

となる。

次に、一括均衡における典型的保険契約を CA と定義する。われわれはすで

に競争的市場を想定しているから、この CA は、期待利潤が消滅する点の軌跡

(機会線 GA)上にあるはずで、ある。この軌跡は、 (6-2)式を用いて次のように

表わされる。

(1一π'A)α -7CAβ=0 … …・・(6-3)

さらに、効用関数の限界代替率の比較により、各リスク・タイプの「危険

資産」に対する無差別曲線の勾配の大小関係を確認しよう。そのために、い

ま、ある資産 W があって、それは将来時点において上述の損害事故が発生し
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ないとき、 W1(の経済的価値)をとり、発生するとき、羽「。のそれをとるもの

と仮定する(当然に、 W1>Wo)。このとき、この資産 W を所有する経済主体

iの期待効用 U1*は、

U1*三 E(UJ=7rIU(羽To)+ (1-7r1) U (W1) ……… (6~4) 

となる。したがって、 (6~4) 式で表わされる任意の無差別曲線の、 Wl~WO 平

面上での勾配は、同式を全微分して、 Uを一定、つまり dU=O、とおいた式

を変形することによりえられる。すなわち、

MRS三 dWo/dW1エ {(1-7r1) /πi}{ (au/δW1)/(δU/δWO) } 

一 (6~5)

明らかに、 (6~5) 式は、 π が大きいほど、羽Tl~W。平面上に与えられた任意

の危険資産ベクトルの終点をとおる無差別曲線の勾配がゆるやかであること

を示している。

このとき、均衡点 CAにおける無差別曲線 UlI*と UL*および、機会線 GAの

勾配の大小関係は次式で示される日)。

I s!ope(UH *) 1< I s!ope (機会線 GA)1<1 s!ope(UL *) I ……… (6~6) 

② ところで、(i)線分CAEより北東方向で、かつ(ii)ローリスク・タイ

プ(以下、Lタイプと略称)向けの機会線 GL
36

lより南西方向にあり、さらに(iii)

CAをとおる無差別曲線 UL*よりも上方に位置し、きいごに(iv)CAをとおる

無差別曲線 UH'より下方にある、新たな保険契約、 C が供給されたとしよう。

以下では、このような与件の変化に対して、各リスク・タイプの保険契約

者がいかに反応し、したがって当初の均衡点がどのようになるか、比較静学

35) 背理法による証明:もし、 s!ope(機会線GA)< (> )s!ope(Ui*) < (> )s!ope 
(Uj*)、O""'H.L: j三 L:H)ならば、両タイプの保険契約者は、均衡点での保険

契約 CAからえられる効用よりも大きいそれをもたらす保険契約 GA を同ーの機

会線上で入手できるはずである。しかし、このことは、 CAが均衡契約であるとい

う前提に反する。よって、 (6~6) 式が成立する。

36) それは、初期点 Eをとおり、勾配が πLの直線で示される。その根拠づけと

して、高尾 (1988)、66ページ、脚注 270
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を試みよう。

明らかに、 Lタイプは、旧契約 CA から新契約 C に乗り換えるであろう。

その方が、より多くの効用をうるからである。これに対して、 Hタイプは旧

契約を維持しようとするはずである。きもなくば あえて乗り換えれば

、その効用水準が低下するからである。さらに、第三の市場当事者の保険

企業は、 Lタイプ専用の機会線GL より南西に位置する新契約 c'から正の超

過期待利潤をうるであろう問。ところが、保険団体より Lタイプが離脱する

から、内部補助(cross-subsidization)による平均保険料主義はもはや維持で

きず、機会線 GAは市場から淘汰される。したがって、 Hタイプにとり当初の

保険契約 CA による効用水準の確保は不可能となる。

かくて、当初に設定された一括均衡点 CA は、このような与件の変化により

撹乱きれ、存続できないこと、すなわちすべての市場参加者にとり満足のい

く保険契約は提供きれないこと[命題 6-4Jが証明された。

( 2 ) 情報偏在下にもかかわらず、競争的保険市場で均衡が存在するとすれ

ば、それは一括均衡ではなくて、分離均衡 (separateequilibrium)であるはず

である。以下では、そのような分離均衡が存続する条件を明らかにしたい。

① このような条件を定式化するために、期待効用 U¥*を2変数 C¥(三

{αt.β} )、7l'¥(i三L，H)の関数Vで定義し直そう。すなわち、保険事故時の損

害額を d、賦与された(付保前の)財の経済的価値を w・とすれば、

Uj*=V(C¥， 7l'¥) =π¥U (Wo) + (1-7l'¥) U (W1) 

=πiU(We-d+β;)+(1-πi) U (We-αi) ………(6-7) 

このとき、タイプiの保険契約者に、各々のリスク・タイプに相応した保険

契約、 cを自発的に選択(self-selection)させる とりわけ、 Hタイプの契

約者に Lタイプ向け保険の購入のインセンティブを与えないーーためには、

37) 図 6-5において、機会線より南西方向の領域で超過期待利潤が正で、それより

北西の領域で負となることは、 (6-2)式内の変数 7CA をπLないし町に変更して、

同式を βについてまとめれば、容易に確認きれる。
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次の 2つの条件式を満たさねばならない。以下、両式を、「自己選択制約」と

定義しよう。

V(CL，πL)詮V(CH， 1Z'L) 

V(CH，πH)ミV(CL，1Z'H) 

…・・ (6-8)

…(6-9) 

② 以下では、このことを図 6-5において再び幾何学的に証明しよう。

まず、 Hタイプの行動に注目しよう。 (6-9)式が満たされないならば、かれ

はとりあえず、 Hタイプ向けの機会線GH上で最大の効用を享受できる全部

保険、 CH*を選択するであろう。しかし、定義により、機会線GHよりも急な

勾配の機会線 GLの存在をその後認知したかれは、自己のリスク状況につい

て 情報の偏在を逆用して一一虚偽の告知をなすことで、 CH*よりも Lタ

イプ向けの機会線GL上の保険契約CL'に乗り換えようというインセンティ

ブをもつであろう。なぜならば、 (6-9)式が成立しないことは、HタイプがCド

よりもCL'から多くの効用を享受しうることを意味するからである。

図6-5
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次に、 Lタイプのそれに注目しよう。かれにとって、最大の効用をもたらす

最適保険 (optimalinsurance)3川土、確実性線 (OS) と機会線 GL との交点で

示される全部保険、 CL*である。しかし、 (6-9)式が満たされない限り、この

点は維持できない。なぜならば、このばあい、 Hタイプもまた、上述のごと

く、情報の偏在を逆用して、 CL*を選択するインセンティブをもつからであ

る。したがって、 GL上の Lタイプの最適点 CL*は、 Lタイプの保険団体内へ

の Hタイプの混入により保険企業の採算割れを来し、遂には市場から淘汰き

れることとなる。よって、 Hタイプにこのようなインセンティブを与えない

ためには、 (6-9)式が満たされねばならない。

他方、 (6-8)式が満たされねば、 Lタイプは Hタイプ向けの高料率の保険

C イをあえて選択しなければならない。図 6-5から明らかに、この状態は、機

会線 GL の存在領域が十分に急勾配の機会線 GH*のため狭められるときに生

じる。いずれにしても、この場合、分離均衡ではなく、 ー括均衡の状態にあ

るが、上述のごとしそれは長期には存続しえない。よって、 Lタイプに相応

の契約 CL を選択させるインセンティブを与えるためには、 (6-8)式が成立す

べきである。

したがって、 (6-8)、(6-9)両式を満たし、かっ保険企業の採算に乗る、保

険契約の存在可能領域は図 6-5において、ム CH*CL*Eに限られる。結局、保

険市場での各当事者が利潤・期待効用の最大化をめざしているとすれば、こ

の条件式が満たされるときそしてそのときのみ、この保険市場は存続でき、

そこでは 2つの分離均衡点、 CH*，CL'が次善解 (second-bestsolution)として

えられることとなる制。この点は明らかに、 Hタイプに情報偏在の逆用とい

38) ここでいう「最適保険jは、ミクロ(個別主体)レベルでのそれであって、ア

ローのいうマクロ(市場)レベルのそれとは異なって用いる。 Cf.Arrow (1974)， 

pp. 212-219. 

39) ただし、このような均衡は無条件にえられるわけではない。(この点につき、

早川|、 1986、57ページ以下。)無差別曲線の勾配 (-MRS)、損害発生確率 (π)、

初期点 (E)の3変数間の相互関係いかんで、は、均衡がえられない (次頁へ続く)
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うインセンティブがないばあいの最適解(Paretσoptimalsolution) よりもパ

レート劣位にある。[命題6-5J

最後に、情報の偏在の有無に対応した保険市場の存在可能範囲を比較しよ

う。上述のごとく、情報偏在下のそれは、ム CH*CL*Eである。これに対して、

情報偏在のない保険市場では、リスクの様態(発生確率 z、損害額d、財の初期

賦与額 We
)に応じたあらゆる保険契約が成立しうるから、前者のばあいより

もそれは広〈、ム FCL*Eとなる。すなわち、この面積の差分、L(三ム CH*CL* 

Eーム CH*GE)が情報偏在に起因するモラル・ハザードないし逆選択のコスト

で、ある 40)。

かくて、われわれは以上で、(i)情報の偏在があるとき、平均保険料主義に

よる保険市場においては均衡 (poolingequilibrium)は成立しないこと[命題

6-4J、(ii)情報の偏在があるとき、個別保険料主義による保険市場では一定条

件一一一「自己選択制約」一一下でしか均衡 (separateequilibrium)は成立しな

いこと[命題 6-1]、(iii)したがって、情報偏在下の保険市場は無条件には存

続しえないこと、 Ov)情報の偏在がない保険市場でパレート最適で、ある均衡

解に対して、情報偏在下のそれは劣位にあること[命題 6-5J、(v)より一般

的に、保険制度は無条件には円滑に機能しない レッセ・フェールはユー

トピアをもたらしえない一一一一ことを確認した。

2. 自己束縛性

以下、まず野口 (1977)による情報の売買契約における自己束縛条件の概要を

展望し、次にこの概念の借用ー←「写像J-ーにより、保険契約が全ての契

(前頁より) ことが一一推論上のノイズを完全に除去しうる 解析学によれ

ば、判明する。すでに本章脚注 7)内の不等式に示したごとき幾何学的分析の限界

一一暖昧さ一一に、われわれはここで留意すべきである。

40) 図6-5において幾何学的に推測する限り、情報の偏在が存在する場合、そうで

ない場合に成立しうる保険市場の過半の部分が消失していることに注目すべき

である。
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約者によって遵守される条件を定式化したい。

(1) 情報の売買契約における自己束縛性

自己束縛性という概念は図 6-6において次のように定義される。「情報に関

するある特定の売買契約を考え、それを Tと呼ぶ。契約 Tがその内容どおり

に実行された場合の情報の所有者の集合を Mとする。ここで、 MnBが空集

合ではないような任意のプレイヤーの集合 Bを考える。もし、 Bに属するプ

レイヤ一間だけで情報の再譲渡が行われた場合に、 Bに属するプレイヤーの

収益の総和が…(中略)…増加するならば、結託 Bは契約 Tをブロック

(block)するという。ある契約がいかなる結託によってもブロックきれないな

らば、その契約は、自己束縛的 (self-binding)であるという。J41l

ここで注目すべき さらに驚くべき一一ことは、ある契約が自己束縛的

ならば、潜在的に抜駆けする可能性のある集合 (MnB)内のプレイヤーが当

該情報を再譲渡禁止条件に違反して一一当初の発明者のアイデアを無断でコ

ピーして一一集合 {B一(MnB)}内のプレイヤ一 事情を知らない善意の

第三者 に転売することが追加的な監視・制裁システムの存否のいかんに

かかわらず一一一それ自身に「内在するカによってJ(野口、 1974、10および 99

図 6-6

M 日
出所.野口(1974)，関 5. 2 
注:同ー内容を別表現した。

M U B 

B 

41) 野口、 1977、97ページ。なお、ここでいう 11自己束縛的契約」は、コアの概

念と密接に結びついているJ(野口、 1977、98ページ)。コアの意義については、

野口 (1977)、87ページ、林 (1984)、108ページ以下;早川 (1986)、68ページ以

下。
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ページ)ありえない、したがってクラブM 内の各メンバーの利益が最大限に

保証されること[命題 6-6Jである。以下、このような条件を明らかにするに

先立ち、若干の概念を明確にしておこう。

①概念規定

まず、情報は、最広義には、 i(微少のエネルギーで)複製が可能で、あり、か

つ、複製されたのちもなお元と同ーの状態を保つようなものについて、その

複製された内容J(同上書、 23ページ)と定義される。われわれの関心対象は、

この内、表 6-1において経済的に「価値があるもの」の一部分、すなわち、

「直接あるいは間接に個人の効用に影響を与え、かつ、その利用のためなんら

かの資源または労働力の特別の投入が必要とされるような情報J(向上書、 26

ページ)に限定される。なぜならば、定義によって、経済学は、経済主体が効

用を満たす際の希少資源の最適配分・結合を解明する役割を専ら負うからで

ある。

表 6-1

システムの内部に

システムと外界との聞で交換されるもの とどまっているもの

① ~ ③ |価値があるもの

(会社の収支見込) (音楽) (アイディア)

④ ⑤ ⑥ |価値がないもの

(ポストンの天気) (雑音) (無意味な記憶)

出所田野口(1974)，図 2.1

注:一部分，省略した。陰影は引用者による。

しかしながら、このような情報のすべてを考察対象とするわけではない。

そのうちのある部分には既存の経済学の無条件の流用が可能で、あるし、また

他のそれは本来的に経済学の対象たりえない。

次に、このことを表 6-2により確認しよう。同表において、「機密性J(con-

cealability)とは、「ある情報を使用しつつ、ゼロの費用でその内容を秘匿する

ことが可能なJ(向上書、 50ページ)ことである。他方、「確認可能性」
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表 6-2

機密性のある情報 機密性のない情報

特別の法的保護
がある場合 通常の商品と同様に売買可能(タイプ i) 

確認可
能な情報

特別の法的保護
売己買束在縛可能約な場契合)約(自が 売買不可能

がない場合
存 する売混買合 もあ (タイプii)

りうる
確認不可能の情報(特別の法的 (タイプiv)

無
保護を与えることは不可能)

(タイプiii)

出所:野口(1974)，凶 3.3
注陰影は，引用者による。一部分，加筆した。

(identifiability)とは、「ある情報が(当初の所有者の)許可なしに使用された場

合、その事実 が、ゼロの費用で探知できるJ(同所)ことを意味する。

( i ) 確認可能で、かつ法的保護のある情報(例複雑な化学製品の発明[向

上書、図 3.2J)は、機密性の有無にかかわりなく、通常の商品(サービス、無

形財)と同様に売買可能で、あることはいうまでもない。よって、このような情

報には、既存の経済学の流用が基本的に可能である制。

( ii ) 確認可能だが、法的保護がなく、きらに機密性のない情報(例簡単

な道具の発明[同所J)は、その発明者の利用によりひとたび外部に漏れると、

その拡散防止の手だてはない。その情報を知った部外者は一一あたかも自由

財のごとく一一無料でその効用を享受できる。したがって、それは売買の対

象にならず、よって経済学の対象にもならない。

Wi) 確認不可能で、かつ機密性もない情報は、論理的にありえない。な

42) ただし、サービス・無形財の生産・販売を規定する論理と有形財のそれとの問

には若干の差異がある。これについては、 Maleri(1973)。高尾 (1976)はかれの

命題一一「外的要素」の必要性 を保険生産に援用した。
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ぜならば、機密性のない情報は、定義によって、 その発明者の利用と共に不

可避的に他者に漏れるはずで、 そのことは即、発明者がその情報のフリー・

ライターの存在を知りうることを意味するからである。 したがって、 このよ

うな情報は空集合であり、 よって経済学の対象にならない。

(iv) 確認可能か否かをとわず、機密性のある情報は、特別の法的保護が

ないばあい、一般的には売買不可能のごとく考えられている。しかし、この

ような情報であっても、野口 (1974)の「自己束縛」条件を満たせば、 (i)の

ケースと同様に売買可能で、、いかなる規制も加えることなく一一「交換の利

益」を生むことで 経済厚生を増進させることができる。つまり、レッセ・

フェールがユートピアをもたらしうる。

第三に、上述の自己束縛性の定義を構成する一つの概念「ブロック」は、

次式 (6-10)で厳密に規定される。

「結託 Bが契約 Tをブロックするとは、

~ R;T'> ~ R;T …・・ (6-10)
;，三日 ;EB 

が成立することである。J(同上書、 98ページ)

ただし、 R;T三契約 Tが遵守きれたばあいのプレイヤー iの個人的収益

…・・ (6-11)

RITFE契約 Tに違反して情報がコピーされ、第三者に再転売されたばあい

のプレイヤー iの個人的収益 … … … (6-12) 

第四に、「クラブjとは、次の条件を満たす経済主体の集合である。つまり、

n人からなるプレイヤーの全体集合を構成する、 m人からなる部分集合であ

って、発明情報の利用からの 1人当り収益R(m)の総和、mR(m)を最大にす

るプレイヤーの集合である。このときの人数を m*とすれば、発明者は全体集

合のうち、 (m*-l)人の他のプレイヤーと共にサイズ、m*のクラブを結成し

て、 そこで価格 R(m*)でアイデアを一一再譲渡禁止条件付て」ー売り渡す

ことで、最大収益、 m*R(m*)をうることとなる。
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②定式化

以下、自己束縛条件の定式化を試みる制。

いま、表 6-2内のタイプ(iv)の情報について、次のような一一モデルの操

作可能性を損なわない程度に、現笑性を考慮した一一前提をお〈い4叫州4叫)

( iυ) 情報の複製費用、つまり情報利用の杜会的限界費用はセ事ロとする柑叫)。

(什iiり) 情報伝達は瞬時になきれ、カかミつ伝達きれた情報は即座に利用きれる。

よつて、この情報に関与する経済主体は等量の効用・正常利潤をえ、伝達の

遅延・処理能力の差によって、準レントないし超過利潤が生じることはない。

Oii) 当該情報は分割不可能で、ある。現実には断片的なコマギレの情報も

少なからず存在するが、これらの市場は有形財のそれと劇的な差異はない。

ここではむしろ、あるシステムとして一括して把握しなければ、無意味な情

報を想定する。それが公共財のある側面をもつことは、容易に理解されよう。

(iv) 情報の入手者の限界収入を R、その人数を m とするとき、次式が成

立することをすべての当事者は知っているものとする。

R=R(m)、R'=dR(m)/dm壬O ………(6-13)

このような前提条件の下で、上述の自己束縛条件は次のごとく、定式化き

れる。

「定理 1 契約 Tの遵守を約束したサイズmのクラブが自己束縛的であるた

めの必要十分条件は、 l孟k三五n-mであるすべての整数kに対して、

R(m)ミ(k+1) R(m+ k) ・H ・，， (6-14)

43) 以下は、野口 (1974)、第五章の要約である。

44) なお、表 6-2において、タイプ(i)、 (ii)、(iii)の情報の市場は、既存のミク

ロ経済学の枠組の援用で基本的に分析可能で、ある。同上書、 95-96ページ。

45) したがって、 Arrow(1974 a)は、新たな情報・知識についてそれを保護する

制度あるいはそれを利用する者に一定のモラルがないとすれば、創造的研究に対

するインセンティブが失われるのみならず、そのような研究成果を公開するイン

センティブも削ぐ結果として、同一テーマに関して多くの研究者が重複投資を余

儀なくされ、結局その社会の進歩が遅れる、という (ch.6 & 8)。
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が成立することである。J(向上書、 100ページ)

まず、(6-14)式は、クラブM が自己束縛的であることの必要条件で、あるこ

とを背理法で証明する。つまり、 (6-14)式が成立しないとき、 Tが自己束縛

的でないことを先に証明する。いま、

R(m) < (k+l)R(m+k) -・ (6-15)

を満たす kがあるとする。上記のクラブを集合M とし、M 内に 1人のプレイ

ヤー(インサイダー)と補集合 M'内の k人のプレイヤーとの新たな結託 Bを

想定する。このとき、定義式 (6-11)、(6-12)より、

i三R1T三 R(m)

~ R1T'= (k+l)R(m+k) 
IEB 

...・H ・"(6-16)

・H ・H ・(6-17)

他方、 R(m)< (k+l)R(m+k)と仮定したから、 (6-16)、(6-17)式の大小

関係は、

~RIT<~RIT ………(6-18) 

となる。このことは、 (6-10)式の定義より、結託 Bが契約 Tをブロックする

ことを意味する。したがって、 (6-15)式が成立するとき、契約 Tは自己束縛

的ではない。よって、その対偶として、 Tが自己束縛的ならば、 (6-14)式が

成立することが証明された。

次に、 (6-14)式は、クラブM が自己束縛的であることの十分条件で、あるこ

とを、再び背理法で証明する。つまり、 Tが自己束縛的でないならば、 (6-14)

式を満たさない kが存在することを先に証明する。

このとき、 Bに属するプレイヤーの総収益は、再譲渡条件に違反する以前

には、 m'R(m)、それ以降には (m'+k)R(m+k)となる(ただし、図 6-7に示

すごとく、 m:集合Mのプレイヤー数、 m':積集合 {BnM}のプレイヤー数、 k:

補集合 {B一(BnM)}のプレイヤー数)。また、明らかに次式が成立する。

1;;五m'、1三五k話(n-m) ………(6-19) 

いま、 Tは自己束縛的でないと仮定したから、 Tをブロックする結託 Bが

存在するはずで、ある。よって、次式が成立しなければならない。
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M 
(m) 

聖ttJ (1974)， 

出所・野11([974)，図 5.2
i主.同一内容を別表現した。

図 6-7

m'R(m) < (m'十k)R(m+k)

二り

N 
(n) 

……・・(6-20)

(6-20)式が成立するとき、同じ kについて、次式も成立しなければならな

し、。

R(m)<(l十k)R(m十k) ………(6-21)

以下、三たび背理法を用いて、 (6-21)式が成立することを証明する。

まず、 (6-20)式が成立するとき、次式が成立したとする。

R(m)ミ(l+k)R(m十k) ・H ・..(6-14) 

われわれはすでに、 R(m)の関数の構造を次式のごとく仮定した。

R'(m)主主dR(m)/dm三五O

他方、 (6-19)式より、

m'ミ1、kミ1

(6-13)、(6-19)'より明らかに、次式が成立する。

(m' -1) R(m)ミ(m'-1) R (m + k) 

...・H ・..(6-13) 

……(6-19)' 

………(6-22) 

(6-14)、(6-22)両式の両辺をおのおの加えると、次式が成立するはずで、ある。

m'R(m)主主 (1+k+m'ー 1)R(m+ k) = (k十m')R(m+k)

...・H ・..(6-23) 

しかし、 (6-23)式は、当初の前提式 (6-20)と矛盾する。すなわち、 (6-20)式

が成立するならば、(6-14)式は成立せず、むしろその排反事象を表わす (6
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21)式が成立するはずである。

よって、 Tが自己束縛的でなければ、 (6-21)式を満たす kが存在するはず

である。このとき、その排反事象 (6-14)を満たす kは存在しない。したがっ

て、その対偶として、 (6-14)式を満たす kが存在すれば、必ず Tは自己束縛

的であることは明らかである。

かくて、野口の定理 lは証明された。

ところで、この定理 1は代数学的記述をとるため、直感的イメージをうる

ことが容易で、はない。このため、定理 lを解析幾何学的に表現し直した定理

3が導出される。

「定理 3 サイズ m*のクラブが自己束縛的であるための必要十分条件は、

1~五 k 孟n-m* であるすべての整数 k について、点 (m*+k ， R(m*+k))が点

Pk より上に位置しないことである。J(同上書、 107ページ)

ここで、 Pkは図 6-8において次のように、定義きれる。

同図において、初期点 Po(mぺR(m*))と横軸上の任意の整数点、 Qk(m*十

R(m) 

Po( m*， R( m* )) 

~ ~ 
訂作 m*+ 1 

出所野1J(1974).閃 5.4
;主 部分を省略した。

図 6-8

r" 
m*+ k 

Qk 

立 ロ1

ロ，*ート k+l 
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k+1， 0)とを結ぶ線分、 PoQkを引く(ただし、 1孟k壬n-m*)。この線分と垂

直線、 m=m*+kとの交点を Pkと定義する。

以下、定理3が成立することを証明する。

まず、線分式で表わされる。 PoQkは、点 Po(mヘR(m*))をとおり、勾配

が R(m*)/(k+1)だから、次式で表される。

R-R(m*) = {-R(m*)/(k+l)} (m-m*) ...・H ・(6-24)

したがって、任意の点 Pkの縦座標は、 (6-24)式に m=m*+kを代入したと

きの Rのf直、つまり {l/(k+l)}R(m*)をとる。

それゆえ、定理 3 の条件を数式表示すれば、 1 三五 k~五 n-m* を満す整数 k に

ついて、

R(m事 +k)三五 {1/(k + 1) } R (m *) ...・H ・(6-25)

となる。 (6-25)式の両辺に (k+1)を乗ずると、次式がえられる。

R(m*)主主 (k十l)R(m*+k) -・ (6-14)'

ところが、上式は定理 1の条件式に他ならない。よって、定理3の条件式は、

サイズ m*のクラブM が自己束縛的であるための必要十分条件で、あること

が証明された。

図 6-8から明らかなごとく、 また経験から推測されるごとく、 このクラフや

M が自己束縛的であるためには、そこでの個人的収益関数、R=R(m)が急傾

斜の減少関数で、なければならない[命題 6-7J。

かくて、われわれは以上で、(i)確認可能か否かをとわず、機密性のある情

報は、特別の法的保護がないばあい、一般的に売買不可能で、ある(公表きれな

い)こと、 (ii)それは、 クラブのインサイダーが再転売禁止条件に違反して、

発明者のアイデアをコピーのうえ、事情を知らない善意の第三者に転売した

としても、なんら法的な制裁を受けない、換言すればコストを支払うことな

メリットを享受できる(フリーライダー現象)からであること、(iii)した

がって、 このような情報の発明者はそれを公表するインセンティブを失い、

専らそれを内密にするであろうこと、(iv)この種の情報は、野口の定理 1す
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なわち定理3の条件式一一自己束縛条件一ーを満たすとき、いかなる規制も

加えることなく、売買可能で、(公表され)、経済厚生を増進させること一一レ

ッセ・フェールがユートピアをもたらす[命題 6-6J、(v)自己束縛条件式が

満たされるためには、クラブのメンバーの個人的収益関数、R(m)が急傾斜の

減少関数でなければならないこと[命題 6-7J、を確認した。

( 2 ) 保険契約における自己束縛性

以下、自己束縛性の粋組を保険契約に援用しよう。

われわれはすでに、保険サービスがクラブ財の性格をもつことを指摘した。

したがって、新発明を共同利用する上述のクラブと保険団体というクラブと

を対応させることができる4へこのことは、図 6-7の Nを国民経済の全構成

員の集合、部分集合M を保険団体、集合M と集合 Bとの積集合、 MnBを

潜在的にモラル・ハザードを起こしうる保険契約者群、集合 Bを仮想的なパ

リア・キャピタリズムの世界と把握することを意味する。

このとき、積集合 MnB内のメンバー、すなわちインサイダーは、次のご

とき自己束縛条件式 (6-26)が満たされるとき、追加的な監視・制裁システム

の存否のいかんにかかわらず、保険団体Mに留まるであろう。他方、 (6-26)

式が満たされないとき、かれは、「パリア・キャピタリズム」の誘惑に引かれ、

集合 Bのメンバーへと変身するであろう。

U(m)孟(k+1) U (m + k) 

ただし、 1~五 k 壬n-m

U三保険契約者の効用

m=保険団体の構成員数

k三パリア・キャピタリズムの世界の構成員数

n三国民経済の構成員数

...・ H ・..(6-26) 

46) ただし、情報の売買市場モデルの定式化に際して設定された 4つの前提がす

べて、保険市場にも無条件に妥当するか、の厳密な検討をここでは便宜上、省略

する。
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かくてわれわれは、情報を共同利用するクラブ、およびクラブ内で発明者

のアイデアを無断でコピーのうえ、事情を知らない善意の第三者に転売しよ

うとの意思をもっインサイダーを、おのおの、保険団体および潜在的にモラ

ル・バザードを起こしうる保険契約者に対応きせることができょう。

第 4節 結一一実証への展望一一

本節では以上の推論でえられた命題の妥当性の実証結果を予想する。第一

は、船主責任相互保険組合(Protectionand Indemnity Club ;通称 P&Iクラブ)

について。ここでは、クラブのメンバー聞の相互監視はきほど困難で、はなく、

各人の信用も軽視しにくいであろう。それゆえこの場合、メンバーの抜駆け

は少ないと予想される 自己選択制約による分離均衡の実現。第二は、所

得補償保険である。この場合は、発売後まもなくして、支払い条件が厳しく

された4九それは、匿名の参加者に保険商品を不用意に提供することにより、

フリー・ライダーの増長を抑止できず損害率の悪化を来たしたためと考えら

れる一一平均保険料主義(個別保険料主義の不徹底)による一括均衡の崩壊。

以上の実例から、保険市場が円滑に機能する必要条件48)として、他の市場

の場合と同様に、そこでの参加者のアダ、ム・スミス流の「同感J(sympathy)州

47) その経過の詳細につき、高尾(1981、脚注 4) を参照。

48) その十分条件については、 Hax(1964)，S.21-22. (印南=森宮、 1971、21-22ぺ

ージ)

49) したがって、このエートスが色濃いイギリスでの保険規制は、公示主義(レツ

セ・フェール)に立脚したとしてもさほど問題は生じない。 Cf.Carter (1979) ， p. 

16 f.; Finsinger (1983) ; Finginger = Pauly (1986). (同書の紹介あるいは書評と

して、高尾、 1983;問、 1987c、およびWorrall， 1988.)これに対して、わが国の

それが、運営に伴う機会費用が小きいとは決していえない実体的監督主義にあえ

て立脚せざるをえない原因の 1つは、市場参加者が『同感Jなき自由を容認する

傾向に少なからずあること一一バリア・キャピタリズムのエートスの厳存一ーに

求められよう。(株式・不動産市場におけるインサイ夕、ーの横行、 (次頁へ続<)
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さもなくば法人においては「暖簾」、自然人においては「信用J50)が重視され

る環境下にそれがなければならないこと、が導出されるであろう。一一

「社会はその進化の過程において、他人へ一定の配慮を払うことに関する暗

黙の協定を発展させてきた。そのような協定は社会の存続にとって不可欠で、

あり、少なくとも、その働きの効率性に大いに貢献する。たとえば、経済発

展が立ち遅れているような数多くの社会の特徴のなかには、相互信頼の欠如

が含まれているということが観察されてきたJ5九

(前頁より) 無形財(音声・画像・アイデア)に対するフリーライダーの政思・

老人ホーム建設に対する付近住民のエゴ、ボランティア活動の低迷など、例示す

るに事欠かかない。)あえて極論すれば、わが国は「精神的な意味での産業革命」

を今だ達成しておらず、ひいては保険市場を支える無形のインフラストラクチャ

(精神的な社会基盤)もまたここでは十全に整備されているとはいいがたい(塗

(1987) ;水島 (1988)、第 3部;中村 (1988);高尾 (1988a))。より一般的に、林

(1984)は各人の「選好の独立性」を前提とした「多数決原理」が機能しえず、し

たがって「個々人の判断を尊重する自由主義的民主的決定方法が成功するために

は、少なくとも各自が他人の状態や社会全体の状況にも気を配った判断を下すこ

とが不可欠なJ(105-106ページ)ことを 1つの例示的な資源配分モデルによって、

明らかにしている。

50) Aker!of (1970)， p. 500.なお、華僑の頼母子講においては現在でも借用証を必

要としない、といわれている。これは、市場経済が浸透する以前の中世社会一ー

とりわけゲルマン社会一ーでは明文化された契約書は重視されなかったことと

符合する(清水、 1982、第 X-XI章)。それは要するに、このばあい、他人の信頼

を裏切ることのコスト(社会的制裁)がその便益を大きく凌駕しており、ひいて

はこのいわば「口約束」の世界の維持・運営費用はさほど嵩まないからであろう。

51) Arrow(村上訳、 1976、22ページ)。同様の指摘として、 Aker!of(1970)， pp. 

492-494 . 
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一一保険学の新たなパラダイムを求めて一一

第 l節序

近年における保障ニーズの多様化に応えるべく、保険企業の新商品開発は

旺盛で、ある。ちなみに、わが国における損保商品の販売種類は、「戦後とくに

30年代以降に増え始め、現代でで、は百数十種類になつているJl)り)

しカかミしそれとあいまつて、保険企業はいわゆる「モラル・ハザード」によ

る経営環境の劣化に直面していることも見逃せない事実である。しかもこれ

らの現象の内の少なからぬ部分が深刻な社会問題としてきえとらえられるに

至っている現状である 2)。すなわちその具体的な例として、いわゆる「保険犯

罪」の増加・悪質化3)、またアブセンティイズム (absenteeism)の蔓延4)、き

1 ) 広海 (1979)、260ページ。一層の詳細な推移については、加茂 (1980)、野村

(1979)等を参照。

2 ) このような現状認識は、たとえば、南出 (1970)、伊東 (1970)、神原 (1971)、

今回 (1971)、大城 (1980)、高尾 (1980)にみられる。

3 ) 例えば、警察庁が公表した「交通特殊事件状況Jの内で、交通事故を偽装した

保険金詐欺事件は、表 7-aに示すごとくである。

4 ) 例えば昭和 49年に発売開始された所得補償保険は当初、被保険者が傷害・疾

病により就業不能になった場合の所得を最長 5カ年間補償することとしていた。

しかし、その後まもなく、それを短縮して 2カ年と自粛していた。それは、保険

料の 20%の「無事故戻し」というインセンティヴ・システムをもっとはいえ、(無

診査という)危険選択の段階および自宅安静療養中も担保する際のコントロー

ル・システムの不備がアブセンティイズムを助長し、損害率が悪化したためでも

あろう。詳しくは、高尾 (1978a)、71-72ページ。
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らにこれらに起因した保険制度に対する一般消費者の不信感の増大5)等が挙

げられよう。

ところで社会科学の一分科としての保険学は、このような問題に貫徹する

法則性を抽出し、ひいてはその解決のための政策を提供すべきであろう。に

もかかわらず、従来の保険学はこの現象を直視することなく、専ら他の諸科

学(特に犯罪学)の研究対象だとして放置してきたきらいがみられないではな

い。換言すれば、伝統的な保険学はモラル・ハザードを、保険制度における

一方の当事者としての保険加入者の内で、特に性格が欠陥したまたは倫理・

道徳観の欠如した一部のものによる、異常かつ例外的な現象 (anomalies)と

して位置づけるのみである。少なくとも保険の本質規定に際しては、それを

(前頁より)

表 7-a

l液 i童捕者数「一一 被害総額

l液 逮捕者数 被害総額「一一一摘発数 (指数) 摘発数 (指数)
(件) (人i"'l(指数) (万円)I(指数) (件) (人)"'1(指数) (万円r!(指数)

49 96 100 47 100 6，438 100 57 600 625 397 845 89，420 1，389 

50 174 181 124 264 21，845 339 58 612 638 419 891 104，945 1，630 

51 153 159 172 153 13，151 204 59 639 666 550 1，170 161，009 2，501 

52 469 489 344 732 54，804 851 60 994 1，035 648 1，379 189..893 2，950 

53 1，202 1，252 856 1，821 106，018 1，647 61 977 1，018 583 1，240 199，770 3，103 

54 897 934 不明 一167，000 2，594 62 946 985 560 1，191 134，208 2，085 

55 358 378 318 677 lll，406 1，730 63 890 927 488 1，038 134，186 2，084 

56 580 604 245 521 105，073 1，632 

出所.日本経済新聞，昭和54年3月16日;9月8日;55年8月10日刊警察白書」昭和55年版~平成芯年版より作成。

5 ) その典型例として任意自動車保険とりわけその一種目である車両保険、が挙

げられよう。すなわち表 7-bに示すごとく、ここではモラル・ハザードによる損

害率の悪化が料率の引き上げを余儀なくきせ、きらにそれに伴う付保率(=普及

率)の低迷(逆選択現象)が目立つ。かくて労働者共済組合は、昭和 55年 8月 19

日より全国組織の自動車共済連を発足きせ、主に翼下組合員向けに格安の自動車

保険(例えば対人 5，000万円で民間損保の保険料の 4割)で提供することとなっ

た(日本経済新聞、昭和 55年 8月 11日刊参照)。これに対応して(次頁へ続<)
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明示的な考慮の対象としていない6)ょうである一一いわば「締薦事」としての

保険学。

しかもなお、他の社会科学においても「モラル・ハザードと逆選択と一一

(中略)ーーの機能的な性格と、これに対応すべき社会的な制度とルールの役

(前頁より)

表 7-b

高ずで:44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 

半 両 J員害率 65.4 68.1 64.7 62.8 68.8 91. 9 76.4 65.4 64.3 61.8 
(A) 持及率 14.2 12.2 10.4 10.1 11. 4 11. 8 11.5 10.6 10.4 10.0 

対人賠{賞 J員害率 42.6 31.0 31. 9 32.0 33.9 46.2 62.2 67.5 64.8 59.1 
任 (B) 普及率 46.8 43.3 40.1 41.4 43.5 44.6 48.1 50.8 53.3 55.5 百;
向 対物(C11i?) {賞 J員害率 55.4 50.9 44.7 46.1 55.8 83.0 92.0 70.7 66.4 59.5 
<jl!J 普及率 26.9 25.4 23.7 25.0 28.4 33.8 39.1 43.5 47.4 50.5 

(A) (料 十 15 十30 +30 + 8 {呆
F者 (B) 

塁率
+89 14 十 l 2 

(C) ?i合功九

付十1契5f約 免)責
+13 十27 +16 十 59 免責

)史 無契

ぶ哩:71:54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 

卓 l山j JJl主:率 43.4 38.2 43.3 51.0 52.0 51.0 51.0 52.9 52.1 53.0 
(A) 普及率 9.0 9.7 11.2 13.2 14.8 15.7 16.7 17.6 18.8 20.4 

対~I削)貰 J員害ヰt 56.1 54.7 59.8 65.1 51.0 49.2 49.6 48.6 42.2 37.8 

任意、 普及率 56.7 58.1 59.3 60.3 60.7 61.1 61.6 62.2 63.0 64.1 

t~ 士什均11M賞 損害率 44.3 42.3 51.4 50.2 53.8 54.4 52.8 52.5 53.5 56.5 

動車
(C) 普及率 52.3 54.1 55.7 57.2 58.0 58.7 59.5 60.4 61.4 62.7 

保
(A) (料 16 5 

P責 (B) 
塁率

十30 5 

(C) %変 8 十 8
)更

出所:臼動車保険料率算定会自動車保険の概況，.昭和48，51， 53各年度より{午成。

損保は遅まきながら、昭和 56年秋より任意自動車保険に地域差料率制等を導入

することによって、市場細分化 (marketsegmentation)を画ろうとした(問、

昭和 56年 1月5日刊参照)。

6 ) このような観点から、モラル・ハザードの現象形態・原因および対策を各保険

種類毎に分類した先駆的業績として、 Farny(1959)がある。月足 (1976)は同書

を紹介している。
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割は、もっとウェイトを置いて点検きれてよい問題のように思える。J7)と指

摘されるように、それは未だ必ずしも十分に究明し尽くされている訳でもな

し、。

それゆえに本章でわれわれは、保険市場に関わる当事者の本性とその運営

上の特性とを考慮、に入れる限り、モラル・ハザードが保険市場に本来的に内

在する現象として把握されることを明らかにしたい。より詳細にいえは¥本

章の目的は、「集団的合理性jを追求する制度一一イ呆険市場は、大数の法則を

利用して「危険の平均」を追求するーーにおいて、その構成員の匿名性(プラ

イヴ、アシー)の尊重を前提とする場合8)には、モラル・ハザードが必然的に発

生する 9)ことを指摘することにある。

以上の試みはとりもなおきず、伝統的な保険学におけるパラダ、イムを転換

7) 宮津 (1980)、10ページ。

8 ) 確かに、現実の保険市場には取引当事者間の情報の偏在を克服(し、ひいては

被保険者の恋意的行動を規制)する、いわば『補償制度j(equa!izer)としての「告

知J. I通知J. I損害防止」・「損害査定協力」義務・「診査J等のコントロール・シ

ステムがある。しかしその有効性はシステムの維持・運営費用によって制約され

る(高尾、 1980、110ページ、注 12)。また、鈴木 (1976、21ページ、 51ページ

以下)、田原 (1976a ; 1976 b)、古瀬 (1978)が指摘するごとく、保険企業の危険

選択行動は、保険加入者のプライウゃアシーの保護への要請とのジレンマに陥る傾

向一一しかもこの傾向は将来一層強まるものと予想される にある。この場

合、われわれはコントロール・システムと双対関係にあるインセンティヴ・シス

テム(野口、 1977、79ページ;伊賀、 1979b、59-62ページ、 82-83ページ)に依

存するしかないのかもしれない。いずれにしても、これらのシステムを維持・運

営するためには、理念型としての保険制度がもたらしたはずの社会的便益の一部

を(例えば、小損害免責条項によって)犠牲にしなければならない。この点につ

き、 Arrow(1974 a)、8章;高尾 (1978)、69ページ。

9 ) なお、ここで注意すべきは、現存する他の保険制度の内でとりわけいわゆる

「自家保険」、「キャプティヴJ(captive)においてモラル・ハザードの発生の余地

が相対的に少ないと考えられる点である。それは要するに、この制度が一種の内

部組織(計画経済)として、より有効なインセンティヴ=コントロール・システム

を内包するためかもしれない。しかし、同様にして非市場(例えば社会主義経済)

体制下での保険制度においてもモラル・ハザード (次頁へ続く)
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する必要性を暗示するものである。

第 2節 伝統的保険学の方法論をめぐる検討

1.概念と前提

以下の考察に先立つて、若干の限定ないし前提を明記しておくこととしょ

フ。

(1) われわれは当面の考察の対象を、現存する各種の保険制度の内で保

険市場に限定することとする。それは要するに、保険市場が、近代資本主義

経済体制に照応した保険制度(近代保険)の原基形態だからである 10)。以下の

文脈との関連で留意すべきその主な特徴は、保険者と被保険者との分業体制

が確立する点、より具体的にいえば、前者が専ら営利追求のため強力なイニ

シアティヴを発揮する企業形態を採用する 11)一方で‘、後者は(保険団体内での

匿名の他の被保険者との)相互救済という共同意思ではなく、むしろ(危険の転

嫁をめぐる)取引の観念をもって前者と対峠する点である。加えて、他の私的

財の市場の場合と同様に、この市場においても当事者自身の判断に基づく原

則として自由な保険取引がなされる点も重要で、ある。いうまでもなく、近代

資本主義体制が個別経済主体の自己責任による分権的決定を前提とするから

である問。

( 2 ) 用語法の便宜上、保険市場の一方の当事者としての被保険者を「保

険加入者」と呼ぶこととし、かつ議論の単純化のためにかれのみがモラル・

(前頁よりつまり社会保険がもたらす、構成員の効率的行動へのインセンテ

イヴの低下)の問題が重要でなくなるかについてはなお検討の必要があろう。さ

らに高尾 (1980)、105ページ、注7も参照。

10) 水島 (1979a、1979b) :田村 (1979)、69ページ。

11) この点は、たとえば、水島 (1979b)、2ページ以下;田村 (1979)、66ページ

以下において強調きれている。

12) 田村 (1979)、64ページ以下。
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ハザードに関わるものと仮定する 13)。

( 3 ) 行動の基本的な主体は、この行動の明細を役割 (role)として決定し

た制度・組織に所属する個々の人間(individuaI)であるという前提をおし

しかも、この個人の行動様式は本来的に私利の増大をめざすーーイ毘人的合理

性を追求する一ーだけではなくて、そのためにはかれの所属する制度におい

て従来与えられていたはずの役割をあえて放棄する可能性をも秘めているも

の一一いわゆる「機会主義jーーと仮定する。

2. 伝統的保険学の方法論をめぐる検討

(1) 伝統的な保険学における保険加入者の設定方法は、そこで有力な学

説の 1つとされるいわゆる「経済生活確保説Jに立脚した保険の定義の中に

典型的に見出きれる。すなわち、その唱導者である小島昌太郎博土は、「保険

トハ、経済生活ヲ安田ナラシメルガタメニ、多数ノ経済主体ガ団結シテ、大

数法ノ原則ニ従イ、最モ経済的ニ共通準備財産ヲ作成スル仕組デアルJ14)と

定義されている。

この定義において特に注意すべきは、加入者が制度の主役として設定され

る反面で、そこでのいまひとつの当事者である保険者については言及されて

いない点である。かくて、それは理念型としての相互保険や共済を想定した

ものとする際にはなるほど適切かも知れない。要するに、そこでの構成員は

相互救済の意識をもちつつ、この仕組の運営に積極的に貢献しようと一一「自

13) 実際には保険者の行動の有り様に反応して保険加入者がモラル・ハザードを

惹起させるという意味で、保険者がそれに加担することも考えられる。また、保

険取引に多くの場合介在する代理人 (agent)が依頼主(principaI)に常に忠誠を

尽くす保証は無条件に与えられるものではない。なぜならば、定義によって代理

業務については依頼主よりも多くの情報をもっ代理人にとって、専ら私利の追求

にその地位を逆用することも可能だからである。かくて、依頼主がそれを認識し

ているか否かにかかわらず、依頼主に代わって代理人がモラル・ハザードを惹起

きせる可能性を、否定しえないであろう(高尾 1980b、100-101ページ)。

14) 小島 (1917)、230ページ;傍点は引用者。
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主管理」一一ーするはずだからである。

( 2 ) しかしながら、近代資本主義経済下で主たる保険制度の位置を占め

ることとなる保険市場を念頭におく場合には、その現実妥当性は著しく限定

きれよう。なぜならば、そこでは私利を追求する匿名の経済主体(保険加入者)

が大量に参加するはずだから一一社会学にいわゆる「結合定量の法則Jに準

拠する限り一一、「相互扶助」という共同意思が形成される可能性は決して大

きくない同からである。そしてより一般的にいえば、不確実性下において個

人的合理性をめざす多数の分権的意思決定単位が、集団的合理性のために無

条件に結束するとは限らないからである。むしろ、われわれにとって「匿名

の外被の下で人々は選好を偽ってJ16)保険市場に参加し、私利の増大一一個

人的合理性の達成 をもくろむものと仮定する方がより現実的で、あろう。

きもなければ、保険実務において重要視されている「危険選択J(selection of 

risk)の存在理由を説明しえない 17)からである。

( 3 ) にもかかわらず、近代保険市場においても上述の定義づけを正当化

するものとすれば、それは加入者の行動様式について以下のような少なから

ず非現実的な仮定を設ける他はないであろう。つまり加入者は、保険契約の

15) この命題は、加入者自身が即、社員として位置づけられるはずである相互(保

険)会社においでさえも妥当すること 社員総会きらには社員総代会による自

治の形骸化ーーが、水島(1961)、第 10章;同 (1975)、第 6章，田村 (1985)に

おいて実証されている。

16) 室田 (1977)、17ページ左。

17) 実務が教えるところでは、(例えば保険会社の唐頭への「飛び込み客」のごと

く)保険市場へ積極的・自発的に参入しようとする顧客の保険申込は警戒きれる

べきである。これに対して、保険加入に消極的な見込客はいわゆるグッド・リス

クとして保険勧誘の標的とすべきである。それは要するに、情報の偏在を克服す

る「告知」・「診査J. I通知」・「査定協力」義務制度が現存するにしても、当事者

の本性(とりわけ機会主義的性格)によって、その有効性に一定の限界があるか

らであろう。とまれ、危険選択とは、情報上の優位性を「逆用」したいわゆるパ

ッド・リスクによる逆選択 (adverseselection)に対する保険企業側の対抗行動

である。
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締結に際して予め指定きれた注意・努力水準を、将来起こりうる自己の利害

状況の変化にかかわりなく、保険期間中常時維持するという厳しい条件に基

本的に耐えうるし、またこの条件の充足の如何については保険者は容易に判

別しうるという仮定である 1へなぜならば、前掲した定義にみられるごとし

そこでは保険者の役割が明示的な考慮の対象となるに及ばない程に、保険制

度は自動的に円滑に運営きれているはずだからである。

( 4 ) かくて、保険加入者は契約を締結するまでは、資本主義体制下にお

いて「経済生活を安固ならしめ」ょうという意思をもたざるをえないか弱い

人間であるにもかかわらず、契約が--'---!l成立するや否や、保険団体の構成員

としての役割を遵守するように予めプログラムされた「機械部品」と化する

のである。つまりかれは、保険制度を逆用した私利の抽出という個人的意思

をもたず、専ら危険平均の機能を果たす保険団体という「機械」に予め整合

するよう設計された「部品」にしかすぎないのである。

したがって、伝統的な保険学においては、モラル・ハザードは、保険団体

の機能と無条件に整合するように、予め指定されていた行動メニューからの

機械部品の一一故障による一一逸脱として把握される。換言すれば、それは

保険制度におけるまきに異常かつ例外的な現象なのである。この意味におい

18) 保険法は保険契約者に対して、他種の契約の場合に必要ときれる善意を上回

る「最大の善意J(utmost good faith)に基づく「告知」・「通知」・「損害防止」

義務を課しているといわれる(大森、 1957、特に 85ページ以下)。それのみか、

わが商法 660条は、被保険者が正当な損害防止義務を遂行することにより保険金

額を上回る損失をこうむった場合に、その超過額も保険者が負担する一一損害防

止へのインセンティヴを与える こととしているにもかかわらず、実務では

(例えば、住宅火災保険普通保険約款第 15条第 2項のごとく)、保険者は損害防

止・縮減に要した費用を負担しないものとしている つまり損害防止義務の遂

行へのインセンティヴ・システムは欠落している。この限りで、実務は法理論よ

りも、加入者の行動様式について一層厳しい仮定 情報の偏在を利用して、不

当な利益を抽出しうる状況下にありながら、あえて外部よりインセンティヴを与

えずとも自らその誘惑を克服して、所定の役割を遵守する能力をもっーーを設け

ているものと考えられる。
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て、伝統的な保険学は加入者のマシン・モデルの上に構築きれているものと

考えられる lへ
( 5 ) 以上のごとく保険加入者を設定する限り、保険制度の運営にかかわ

る諸問題一一モラル・ハザードに起因する取引上の摩擦もそれに当然含まれ

る一ーが重要性をもつことは論理的にありえない。なぜならば、この場合に

は保険制度の当事者すなわち保険加入者と保険者との間に情報が偏在するこ

とはありえず、したがって保険制度の運営費用も僅少で済む20)はずだからで

ある。そこではいずれにしても、保険の理念型は容易に実現きれうるのであ

る一一ウィリアムソンのいわゆる「無摩擦の虚構J(frictionless fiction) 21)。

19) ライベンシュタインは、新古典派経済学における企業の設定方法について次

のごとく示唆に富む言及をしている。「企業は多くの人たちから構成されている。

そのような企業の中の各個人は、自分自身もまた市場決定にだけかかわる立場に

あると考えるであろうか。ここでは 2つの接近方法が可能である。 1つは、すべて

の個人が、彼の行動が企業の行なう市場決定と一貫するように行動すると前提す

ることである。これは、あたかも企業が市場的な意思決定機械のようなもので、

各個人は、その機械の機械的な動きの中で適切な役割を果たす部品のようなもの

だというに等しい。こうした適切な役割を果たさない個人は、それを果たす個人

によって置き換えられてしまう。これは、企業を機械的な時計仕掛とみる見方に

ほかならず、すべての部分が、時計の針が正しい時間を示すように働くのだ。し

かし企業内で働いたことのある誰もが知っているとおり、これは実態とは程遠い

描写と言わざるをえない。個人が他の個人の活動と調和的に動く能力には限界が

あるし、個人は誰もが自分自身の意思をもっているJ(1978、114ページ;傍点引

用者)と。ここで、「企業」を「保険団体Jへ、「個人」を「保険加入者」へ、さ

らに「市場決定」を「危険の平均化」へと読み替えるならば、伝統的保険学にお

ける加入者の設定方法の適確な比同誌が可能となろう。これに関連して伊賀 (1979

b)、50-51ページも参照。

20) この因果律については高尾(1978)、62-63ページ、 66-67ページを参照。モラ

ル・ハザードを抑止するには、保険取引の当事者の双方が付保対象の危険事情に

ついて正確な情報を必ずしももつには及ばず、むしろその妥当性はともかく同等

の情報をもつだけで十分である (Cf.Arrow， 1974 b， P. 36)。しかし、脚注8、17

で指摘したように、現実には後段の弱い条件すら容易には満たきれないだろうと

いうのが、そこでの基本的な問題意識であった。

21) Williamson， 1975， p. 20， p.253o 
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( 6 ) これに照応して、保険者の機能・役割も当然に過小評価きれること

となる。いうまでもなく、保険契約の段階で加入者の危険事情の測定は十分

正確に行なわれるし、保険期間中のかれの行動様式の変容とりわけ保険事故

の提造もありえない。したがって、保険者は保険団体内の保険契約者集合か

ら一一イ呆険事故を蒙ったと報告してきた一一保険金受取人集合への貨幣(=

保険金)の移転を媒介する単なる「世話役j22)にしかすぎない。否むしろ、保

険者がそれ以上の能動的・主導的役割を演じることは、保険市場に対する不

必要な過剰介入一一「越権行為j とさえなる。そこではたとえ前払確定

保険料主義がとられるにしても、収支相等の原則は必然的に成立するから、

賦課保険料主義がとられる場合と同様に保険技術的危険も発生するはずもな

いのである。

3. 要不J

以七の検討を通じて、伝統的な保険学は、保険制度に登場する当事者につ

いて少なからず形式的な概念規定しか行なっていないことが明らかとなっ

た。すなわち、一方で加入者は保険団体に所属するや否や、自我・意思を失

ったいわば「機械部品」となり、他方で保険者も保険団体の機能を向上させ

る「世話役jにしかすぎない。この意味で結局、保険制度の主役は保険団体

ということになる 23)。それは現実には実体のない、抽象的な概念にもかかわら

ず、一旦成立するやそこでは無条件に危険の平均化が行なわれる「自動機械」

22) 小島 (1935)、229ページ。小島昌太郎博士の学説を継承・発展された谷山新良

博士も、いわゆる『双方的所得移転説Jに立脚して「保険者は実践的にはきわめ

て重要な能動的な役割を果たしている。けれどもそれはあくまでも仲介者にすぎ

ず、したがって、保険そのものにとって本質的要素でないJ(1970、177ページ)

とて「捨象J(同)できるものと主張きれている。

23) その典型は「保険者の主体性と同時に加入者の主体性も無視しているJ(田村、

1979、72ページ)いわゆる『保険団体論』にみられる。この学説はナチス体制下

で有力であった保険学者 Rohrbeckによって提唱され、わが国には田中 (1932)

によって導入きれたものと思われる。
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なのである。

伝統的な保険学がこのような特異な思考様式をとることとなった主たる理

由の 1っとしてわれわれは、それが保険現象に固有な法則性の解明に目を奪

われるあまり、経済現象の一環としてそこに貫徹する一般的法則性の解明を

没却してきたことを指摘できょう 2叫。換言すれば、われわれの先学たちは往々

にして、保険制度が他の経済制度と異なる部分一一大数の法則を利用するた

めの「保険団体」という技術的機構の存在一ーを強調した反面で、各制度に

共通する部分一ーとりわけそれが近代資本主義体制下にある経済主体によっ

て支えられているという事実一一一を少なくとも同程度には考慮してこなかっ

た、という方法論上の難点を否定できないであろう。

第 3節 モラル・ハザードと「動機適合性J(incentive compatibility) 

1. I動機適合性」の検討

保険加入者に自主性・裁量性 (discretion)の存在を認めた場合、次にわれ

われが検討を必要とするのは、かれの本来的な行動様式と保険市場の成立要

件(とりわけ、彼に要求される役割)とが一般的に両立可能 (compatible)なの

か否かという謀題である。換言すれば、それはかれの個人的合理性とこの制

度の集団的合理性とが一体整合しうるのか否か、という第 6章で検討したい

わゆる「動機適合性」の問題である。

(1) もしも両者が整合関係にあるのならば、かれにとっての合理的な行

動は保険市場を撹乱せず、むしろ「大数の法則」の貫徹に貢献することを通

じて、一一一あたかも予定調和する完全競争市場のごとく 必然的にその本

来の機能の発揮を促進するはずである。したがってこの場合にはまさに保険

市場の自由放任が望ましく、そこへの公的介入はできるだけ回避されるべき

24) この点の詳細な検討として、高尾 (1980a)、114ページを参照。
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であろう。万一そこで発生するであろうモラル・ハザード(による保険市場の

機能障害)は、非合理的な行動をとる一部の加入者による例外的・異常な現象

として把握せざるをえない。

(2 ) これに対して、もし両者が整合関係になければ、加入者自身の個人

的合理性に照らして選択された行動は、必ずしも保険市場の機能の増進に貢

献するわけではない。換言すれば、「多々益々弁ズ」という集団的合理性は無

条件には保障されないであろう いわゆる「合成の誤謬」の可能性。むし

ろこの場合、モラル・ハザードという現象は、個人の合理性追求の結果とし

て不可避的に生じるという意味で、保険市場に本来的に内在するものと把握

できるであろう。したがってこの場合には、保険市場は無条件に自由放任き

れてはならず、むしろ集団的合理性と整合するよう保険加入者の行動を誘

導・規制するためのインセンティヴ=コントロール・システムの設置が必要不

可欠となろう。

2. ゲーム理論的考察

ところでこの整合関係を検討するための準備として、既にわれわれは保険

加入者つまり近代資本主義体制下にある経済主体、の本来的な行動様式をい

わゆる「機会主義」という概念によって把握できるものとしておいた。つま

り、われわれは「人聞が自己の利益を追求するものであると共に、そのため

には、うその約束をしたり、情報を伝えるにあたって選択や歪曲を行なうこ

とを辞きないという事実」加を、保険加入者の個人的な合理性の追求の発露

としてとらえた。それは要するに、近代資本主義体制が個別経済主体の自己

責任による分権的決定一ーその代償としてのプライヴ、アシーの尊重 を前

提とするからである。

他方で、保険市場の成立要件として、多くのグッド・リスク(以下において、

25) 浅沼 (1977)、 113ページ左。
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機会主義には立脚せず、専ら保険約款によって指定された役割を「最大の善意jで

履行する加入者を指すものとする)の参加が挙げられる。

われわれはこの状況を試みに、図 7-1のペイオフ・マトリックスで表示で

きるものとしよう。このいわゆる「チキン・ゲームJ26)において利得ベクトル

(2， 2)は、グッド・リスク A、Bが共に同ーの保険団体に所属することによ

り、 4単位の「集合による便誰」を 2単位ずつ折半して享受していること一一

集団的合理性 を意味している。

図 7-1

保険加入者群 B 

保
険

bl Iスクとして Im Iスクとして|
¥の行動 / ¥の'1J動 / 

入。1 Iスクとして| (2， 2) (0， 3) 
者 ¥の行動 / 
群 /パソド・リ¥
A a2 ¥スクとしてj

lの行動 / 
(3， 0) (-2， -2) 

注:ベクトル(品 y)において xは加入者群Aの便盆を，yは川l人fi
群B のそれを 'J~すものとする。

ところが加入者の数が増加すると共に、パッド・リスク(以下、機会主義に

立脚する加入者を指すものとする)がこの保険団体を撹乱する可能性は大とな

る。なぜならば、われわれの前提によって大半の個人は機会主義的性格をも

ち、同時に市場の匿名性も増大するはずだからである。

かくて、彼らは保険契約の時点で al または b1 という戦略 (1最大の善意」に

基づく加入後の行動)を採用することを誓約しながらも、保険企業の識別能力

の限界を見越して、現実にはじゐまたはんという戦略を採択するであろう 2η

26) 非セ守口和三人ゲームは、個人的合理性と集団的合理性との品離(コンブリク

ト)状態をモデル化するのに有用で、ある。その基本的タイプは、コンフリクトの

深刻きの軽いものから重いものへ配列すれば、「嫁姑の角執ゲーム」、「デートのト

ラブル・ゲーム」、「チキン(弱虫)・ゲーム」、「囚人のテ、イレンマ・ゲーム」に類

型できる(伊賀、 1979a、104← 106ページ)。

27) アローは保険企業にとってのこのような状況を「リスクと (次頁へ続く)
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(1) この場合、グッド・リスクは保険団体に残留し続ける限り、ノfッド・

リスクによって喰い物にされるであろう。すなわち、利得ベクトル (3，0)ま

たは (0，3)は、パッド・リクスが保険市場における匿名性の逆用により追加

便益 1(=3-2)を獲得した後、そこから抜け駆けするのに対して、グッド・

リスクはそこに残留し、収支の悪化に伴う次期保険料率の号|き上げという追

加損失 2 (=0-2)をこうむること一一イ呆険団体における「負の外部効果」

一一ーを示している 28)。

( 2 ) しかし、この(1)の状況は必ずしも永続するわけではない。なぜな

らば、グッド・リスクにも、遅かれ早かれ学習によってパッド・リスクへと

転身する可能性を否定しえないからである。かくて、保険加入者群の双方が

最大の私利(ここでは各自 3単位の便益)をめざした帰結は、ベクトル (-2，-

2)となる。その意味するところは、保険市場の崩壊というカタストロフィー

の発生である。個々で個人的合理性と集団的合理性とが見事に対立している

ことは明らかである。

したがって、保険市場におけるペイオフ・マトリックスが少なくとも図 7

1のごとく示される場合、ゲーム理論に立脚する限り、加入者の「善意や悪意

にかかわりなく、必ず紛争が発生するj29)ことは明白である3へこれに対し

(前頁より) 決定との混合J(the confounding of risks and decisions) と呼ぶ

(1974 a， pp. 142~ 143)。この場合、適切なインセンティブ=コントロール・システ

ムが設定きれない限り、ノ〈ッド・リスクの行動に悪影響が及ぶことについては青

木 (1971) 、 213~215 ページを参照。つまり、かれは保険団体の内で「危険」のみ

ならず、効率的な行動への「努力」までも拡散しようとする。かくてわれわれは、

モラル・ハザードを保険団体内でのライべンシュタインのいわゆる「努力エント

ロビーJ(1978、 125~129 ページ)の増大化現象の一環として把握できる。

28) この適例として、上述した自動車保険市場とりわけ車両保険市場が挙げられ

ょう。

29) 伊賀 (1979a) 、 105~106 ページ;傍点は引用者による。

30) さらに、保険市場がいわゆる「囚人のジレンマ」の状況下にあれは¥この紛争

状態は一層深刻となる(向上書、 106ページ)。
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て、伝統的な保険学は、このような紛争状態を加入者の道徳観の欠如ないし

性格の欠陥に由来するものとして捨象し、明示的な認識対象を専らベクトル

(2， 2)で示される状態に限定してきた。

しかし、そのような考察方法は保険企業の認知能力または加入者に対する

その行動規制能力の内で少なくとも一方が完全な場合にのみ是認されるであ

ろう。たしかに、このような能力を獲得するために、保険企業は大規模な管

理組織によって情報処理能力を高めたり、インセンティヴ=コントロール・シ

ステムの整備に努める。にもかかわらず、プライヴ、アシーの尊重を前提とす

る保険市場に関する限り、そのような能力の獲得には一定の限界があろう。

第 4節結

われわれは、第 2節において伝統的保険学における当事者の設定方法とそ

の問題点とを検討した。その際にとりわけ、それが保険加入者の内容を規定

せず、しかも保険企業の実体を捨象している点に着目した。

これに対して第 3節では、われわれはモラル・ハザードを保険市場に内在

する現象として、すなわち、行動主体の動機と保険市場の特性(成立要件)と

の不整合性に基づく現象として把握した。

かくて、現実問題に対する説明力の限界が明らかとなった以上、今後、伝

統的な保険学におけるパラダイムの転換を、現実にマッチさせるべく一層推

進する必要があろう。
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第 8章保険産業組織における「ターン・オーバー」

現象と「ムラ」的思考の経済分析

一一保険市場に「シグナリング均衡」と「カースト均衡」とは存在するか?

第 1節序

伝統的な保険論は保険の特殊性を過大に強調してきたきらいがないではな

い1)。それゆえ、それは保険制度をあたかも水中での「くらげ」あるいは「な

まこ」のごとき軟体動物ひいては「無脊椎動物」のごとくとらえていた、と

比喰できょう。なぜならば、水中では、強く作用する浮カの法則(アルキメデ

スの原理)により万有引力の法則の作用が相殺される 2)ので、引力に耐えるた

めの頑丈な脊椎はさほど必要ないからである。

これに対して本章でわれわれは、「陸上という市場体制では、万有引力にも

相当する市場規律による自然淘汰の過程3)で、大半の経済制度は『脊椎動物』

1 ) 田村 (1979)、52-53ページ。同稿は、!日来の保険学の立脚した科学方法に関

するわが国におけるおそらく最初の本格的な検討であろう。また、 Karten

(1981) に準じた箸方 (1983) はいわゆる「保険団体論」に批判的立場をとり、

「保険取引説」を重視すべきことを力説した。ドイツでは、 W1ilder(1971) が

つとに保険概念の科学方法論的考察を試みており、印南 (1972) はこれをただ

ちに書評した。

2 ) 落体の法則の作用の確認は、落体の比重よりも媒体のそれが大きいばあい、容

易でない。たとえば、水銀液中に鉄球を投入しでも落下せず、浮遊するだけであ

る。それゆえ、そこには引力は作用していないかのようである。しかし、この鉄

球も空中では浮遊せず、落下する。

3 ) 保険市場におけるその過程はたとえば、①産業革命による生産関係の混乱期

における「友愛組合Jの栄枯盛衰、②前期的資本が範暗転化を迫られる際の「南

海i包沫」事件の推移にみられるごとくである。前者については、水島 (1961)、90-

91ページ;同 (1988)、52ページ。
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として類似の骨格をもつこととなる」との[定理 8-1J4)を保険制度の分析に

も適用する九より端的には、いわゆる「情報の経済学Jの成果6)を利用して、

「情報偏在が不可避的な保険市場では、その克服のためにいずれの方策がとら

れようとも資源が浪費される」こと[命題 8-1J を以下で指摘する。

第 2節では、アカロフによる情報偏在下の労働市場モデル7)を検討する。

ここでは、 r2つのプロトタイプのシグナル利用による市場均衡が完全情報下

のそれよりもパレート劣位にある」こと[命題 8-2J が明らかになる。

第 3節では、このアカロフ・モデルの論理構造を保険市場の 2つの側面の

説明に利用する。第 1のそれは、外務員のいわゆる「ターン・オーバー」あ

るいは過剰広告・過剰サービスという現象である。それは旧来、これらの投

入がカルテル体制下での売上高最大化実現のための唯一の手段、より端的に

は非価格競争状態で価格を代理する内生変数だから、と解釈されてきたへし

かしこれは、不確実性、ひいては情報偏在を陽表的に考慮、していない、オー

ソドックスな「不完全競争市場理論」に基本的に準拠したものである。そこ

では、情報が偏在するばあいの資源の浪費が、そうでないばあいに比して緩

和きれるのか、促進されるのか、は考慮されていない。

第 2の側面は、独占的超過利潤をむさぼる“cozy"9)なカルテル体制の厳存、

あるいは業界に独特の「保険ムラJ10)的思考の伏在である。これらは旧来、公

4 ) この定理は、ベッカー (1976)、ハーシュライファ (1980)、マッケンナ (1988)

の記述を抽象すれば、容易に導出できょう。

5 ) しかし、この試みの正当性が現実の保険現象のすべてについて保証されるわ

けではない。とはいえ、保険市場がロバストな市場規律をのがれて永続するこ

とも不可能で、ある。これらの点については、水島 (1967)、序 2ページ;大塚

(1977)、170-179ページ，水島 (1988a)、85-86ページ。

6 ) その概要につき、本書第6章の他に早川 (1986);伊藤=西村 (1989) を参

照。

7) Cf. Akerlof (1976). 

8 ) たとえば、水島 (1988)、102-105ページ。

9) 芥 (1987)、26ページ。

10) 水島 (1988)、177ページ。
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的規制による参入障壁に起因するものと、換言すれば競争圧力の不足による

均衡の不達成のごとく、解釈されてきた。しかし、コンテスタビリティーの

理論によれば、明文法(保険業法)も不文法(行政指導)も長期的には市場規

律に包摂きれるはずである。したがって、当該制度が非効率的ならば、均衡

に向い「市場の力」が働きだし、超過利潤は結局消失するはずである。にも

かかわらず、保険業とほぼ同程度の公的規制下にあった他業界とりわけ隣接

の銀行・証券・信販業界ほどの激変が生損保業界には少なくとも今日までは

みられない11)。かくて、これらの事実を解釈するためには、いま一つの新た

な論理が提示されねばならない。本節ではこれらのオーソドックスな解釈に

矛盾せず、むしろそれらを補完する追加的解釈が情報偏在に関連して可能な

こと[命題 8-3J を明らかにする。

第 4節では、以上の考察の要約・残された課題の提示をする。

第 2節 アカロフ・モデノレの検討

1. 基本的枠組一一情報偏在下の 2つの市場均衡

第 6章で指摘したごとく一定の条件が満足されるばあい、市場機構は経済

財に関するあらゆる情報を価格に翻訳する超大型のコンビュータのごとき機

能をもっ。この理念型に相対的に近い実例として株式市場や外為市場を挙げ

ることができる 12)。

これに対して、労働市場・中古車市場・保険市場のごとく、取引される財

11) 近年、民間生保と新旧共済との合従連衡の動きがみられる。この状況のゲーム

理論によるモテボル分析として、藤田 (1985)。そこでは先験的にチキン・ゲームが

想定されている。ゲーム理論は非零和二人ゲームとして他にいくつかのプロトタ

イプ(たとえば、「囚人のジレンマJ)を用意しており、いずれを採用すべきかは、

想定される局面による。くわしくは、伊賀 (1979)。

12) ただし、そのばあい、インサイダーは参加していない一一「通信的不確実性J
は存在しないーーとの前提条件が充足されねばならない。(次頁に続く)
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貨の質が不確実なばあい川、この機構は故障する一一一「市場の失敗」の一類

型14)。このとき市場参加者は、この故障を修復し、取引を円滑に遂行するため

に、品質を的確に反映しうる指標・属性を重視するようになる。

不確実性下の労働市場のモデル分析を試みたアカロフのばあい、労働力の

質の判定のために採用きれる指標は基本的に、労働力提供者の「活動」と「出

自」、換言すれば「短期的労働成果」と「社会制度」、である Iへそれらが相対

立する関係にあることは明らかであろう 16)。

以下、まず「活動」あるいは「短期的労働成果」のみが、ついで「出自J

あるいは「既存の社会制度(の典型としてのインドのカースト命IJにおける身分)J

(前頁より) この点につき、高尾(1989b)、108ページ、注 12;136ページ、注

530 

13) より厳密には、品質について「通信的不確実性」が存在するばあいである。な

ぜならば、品質について「環境的不確実性」のみが存在するばあい 前提によ

り市場参加者は「機会主義的行動jをとれないのだから一一、アロー (1974)の

いう「条件付請求権」の市場の創設により、品質の不確実性に応じた財の価格付

けが可能で、、結局、この不確実性は解消きれるからである。しかしこの市場も現

実には、その定義により参加者のプライウゃアシーを尊重しなければならない以

上、パリヤの参入による撹乱を余儀なくされ、そのため資源、の誤配分が起こり、

経済厚生も低下する。したがって、「爵位・社会的栄誉への渇望、成り上り者の卑

屈感と優越感の奇妙な混治、自己顕示的消費J(中村、 1988、250ページ)を特徴

としてもち、「機に乗じ計略を運らし、狭滑(こす)<、機敏(すばしこ)<出るj

(問、 210ページ)ことを宗とするパリヤ的行動主体(たとえば、証券市場でのパ

クリ屋、不動産市場での地面師)を排除するために、近代社会は制裁制度(たと

えば、証券取引法・インサイダ一規制法・宅建業法の制定)を考案・準備してい

る。

14) I市場の失敗Jは、これ以外の理由でも生じる。くわしくは、高尾 (1989b)、

107ページ、注9。

15) この要約は、アカロフ・モデルを素描した西村(1982)に負う。

16) 西村 (1982)によれば、それらはおのおの人聞の潜在能力の評価基準としての

「すること」と「であること」とに対応する。同氏は、社会学者・丸山真男に従っ

て、中世から近世にいたるとともに後者よりも前者が重視されるようになるとい

う (45ページ)。とはいえ、「することjの累積が「であること」になりうるとい

う意味て¥両基準は測定期間に依存して相対的で、あろう。(次真に続く)



第 2節 アカロフ・モデルの検討 179 

のみが労働力の品質評価として採用されたばあいに、おのおの、「シグナリン

グ均衡」および「カースト均衡Jと呼ばれる状態が生じ、そこでは資源の誤

配分・浪費がもたらされること[命題 8-1J を確認しよう。

2. シグナリング均衡口

(1) 資源(労働力)の最適配分におよほす情報偏在の効果を浮き彫りにす

る、という最終目的の達成に先立ち、まず情報偏在はない、より厳密には労

働力の品質について「通信的不確実性」は存在しないものと仮定しよう。こ

のときの市場均衡点はパレート最適で、あること[定理 8-2Jを以下、導出する。

①前提

その導出に先立ち、さほど非現実的で、はない次のような前提をおく。

( i ) 当該労働「市場」では自由な参入・退出が保証きれている。すなわ

ち、そこでは労働者も使用者もその個人的目的を最大限に達成させるべく、

おのおのの裁量下にある希少資源を自由に操作できる。

( ii ) 複数の労働者の共同作業の成果は、生産物として使用者(雇用者)に

より確認される。しかも、その成果にたいして個々の労働者がいずれの要素

(労働時間、労働密度)をどの程度に投入し、どの程度に貢献したのかも知りう

る一一仮定より自明の大前提。

(iii) 労働者は職務適'性の有無によって、労働市場において占率 50%で二

分きれる。以下、その適性差は、最適労働密度で計測して 1単位あるものと

する。また、適性のあるものを Cタイプ、ないものを Fタイプと命名する。

他の属性についてはすべての労働者が平等に賦与されている。

(前頁より) さらに、そのような後者から前者への重みづけの移動が有意味なの

は、各行動主体が彼我の客観的位置づけについて正確な認識をもちうるほどに啓

蒙きれるばあいである。

17) 以下の考察は、アカロフによる文章的(verbal)記述を代数学的に再表現した、

Miyazaki (1977)、酒井 (1982)に負う。
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(iv) 労働者(労働力提供者)は、労働からえられる効用の最大化を所与の

条件下でめざす。

( v) この効用は、次の 2つの関係によってのみ規定きれる。一方で、、労

働成果への貢献に対する報酬として労働者がうけとる賃金の増加とともに、

それは増大する。しかも、その増大の程度は労働者の職務の適性のいかんに

無関係一一タイプのいかんにかかわらず、賃金の限界効用は同ー である

とする。他方、それは、労働密度の強化に伴うストレスの増大とともに、減

少する。

( vi) 労働密度の強化に伴い労働者がうけるストレスは、かれがその職務

に適性をもつほど(その仕事について有能なほど)、それだけ一層小さく、した

がって限界負効用もより小さい。

(vii) ストレスを伴いながらも生産される限界的労働成果は、労働者に適

性があるほど、より大きい。

(吋i) 当該職務において、労働成果は労働時間に正比例して増大するもの

の、労働密度の強化とともに逓減的に増大する Iへ
② 定式化一一モデルの構築←ー

このような前提条件を満たす労働市場に貫徹する経済法則の摘出のための

モデルを以下で構築しよう。

( i ) 労働者の行動は前提(iv)により、次式群で示される制約条件っき最

大化問題を解くことと同値である。

Max U三 U(明人 S)
W.S 

)
 

句
a
A

0
0
 

(
 

• • • • • • • 
・

s. t. W=f(S) ………(8-2) 

ここで、 W三名目賃金率、 S三労働密度に伴うストレス、 u=労働により労働

18) このような想定は、労働密度の強化とともに、労働者の緊張の増大・疲労の累

積により労災あるいは不良品を生じさせる可能性が大となるという経験則を加

味した結果である。
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者がえる効用。以下、 (8-1)式を目的関数、 (8-2)式を制約曲線(bindingcurve) 

と呼ぼう。

( ii ) このうち、まず (8-1)式の特性を解明しよう。

前提 (v)により明らかに、効用関数の形状について次式群が成立する。

δU/δW>u ………(8-3) 

δU/δS<u ………(8-4) 

前提 (vi)により、労働者に適性があるばあいとそうでないばあいとの無差

別曲線の形状に差異がある。このことは、目的関数を構成する効用関数 (8-1)

式を全微分して、さらに Uを一定、つまり dU=uとおいて、導出される限界

代替率 (MRS)を各タイプの労働者につき比較すれば、確認できる。つまり、

MRS三一dW/dS= {δU(W， S)/aS}/{δU(W， S)/δW} 

・・ (8-5)

(8-5)式の最右辺の分母は前提 (v)により、タイプのいかんにかかわらず正

の一定値をとる。他方、その分子の絶対値は、前提 (vi)から明らかに、 Cタ

イプより Fタイプのばあいが大きい。よって、図 8-1のごとく、同ーの職務

(たとえば、点 R) にたいする無差別曲線が、 Cタイプよりも Fタイプのばあ

い、急勾配であることは明らかである。

( iii) 次に制約曲線 (8-2)式の特性を明らかにしよう。同式は、労働者に

とって制約条件であるが、他方で使用者の雇用条件でもある。なぜならば、

われわれは前提(i)により、契約自由の原則が貫徹する労働「市場」を想定し

ており、雇用関係は両者の「合意」なくば存在しえないからである。それゆ

え、以下では使用者の行動に焦点を当てながら、 (8-2)式を特定化しよう。

われわれは、前提 (viii)により、この使用者の直面する生産関数の構造を次

式群で表示できる。

F=F(L， S)三 TP

aF/δL>u 

δ2F/δp二 O

一(8-6)

………(8-7) 

日 (8-8)



182 第 8章 保険産業組織における「ターン・オーバー」現象と「ムラJ的思考の経済分析
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/ 
U〈;94

Ucz 

¥三/イ
出所川井、 1982、閃13-4(b)

注一部分を変更 Lた。

S 

...・H ・..(8-9) 

δ2F/δS2<0 ・H ・H ・..(8-10)

ここで、 F三労働成果、 TP三総生産物、 L三(労働時間で計測される)労働投入、

S三(ストレス量で計測きれる)労働密度、とする。

この生産関数の特徴は、 (8-8)式で明らかに、それが Lに関して線形同次

Oinearly homogeneous)であることである。すなわち、 λを任意のパラメータ

とすれば、次式が成立する。

F(λL， S) =λF(L， S) ……ー(8-11)

きて、前提 0)により、この使用者の行動は次式で示きれる。

Max 7!・H ・-・ (8-12)

ただし、 7!=R -C=pF(L， S) -WL ・H ・(8-13)

ここで、 x三利i問、 R三生産物売却による収入、 C三生産費用、 p三生産物 1単

位当り価格である。

以下の考察を容易にするべく、 p=1とすれば、 W は実質賃金率と読み替え

られるとともに、 (8-13)式は、次式のごとく、簡略化きれる。
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zニ F(L，S) -WL ……… (8~ 13)' 

(8~ 13)' 式を、線型同次性を示す (8~11)式により変形すれば、

π二 L{F(l，S) -W} 

ここで、 F(l， S) =f(S) 

と定義すれば、 (8~13)"式は次式のごとく変形できる。

……… (8一13)"

日 (8~14) 

π二 L{f引(S剖)-W} 一…….一….一.一….日…….一….一….一o (但8~1日3)γ"

一方でで、、定義式 (8~ 14) を (8~11) 式により再度、変形すれば、

f(S)三 F(l，S) 

二 F(L，S)/L ……… (8~ 14)' 

となり、 (8~14)式は明らかに所与の Sに対する Lの平均生産物 (average

product)を示している。

他方で、 (8~14)'式に Lを辺々、乗じれば、次式がえられる。

F(L， S) =Lf (S) ……… (8~ 14)円

上式を Lで偏微分すれば、

δF(L， S)/δL=f(S) …・ (8~15) 

となり、 (8~14) 式は同時に所与の S に対する L の限界生産物 (marginal pro~ 

duct) を示している。

かくて、 (8~6) -(8~ 10) 、 (8~ 14)\(8~15) で示される特性をもっ生産関数、

F(L， S) を含む、目的関数 (8~12)の一階の最適条件、つまり使用者の主体均

衡条件は、

δ1!/δL=O ……… (8~ 16) 19) 

19) なお、このモデル内では前提 (viii) あるいは (8~8) 式より L に関し線形同次

の生産関数を想定したから、最大化のための二階条件は満たきれない(0:d'π/ 
δL'=δU(S) -W)/δL二 δ{δF/θL)/δL= ゲF/δu=O) 。よって、① (8~13)川

式において f(S)>Wならば、当該モデル外で決まる Lに関する制約、より具体的

には肉体的・社会経済的・文化的理由による労働時間の上限で利潤最大化が達成

きれる。②f(S)=Wならば、 Lが任意の値で最大利潤 Oがえられる。③ f(S)<W

ならば、 Lこ Oにおいて最大利潤 Oがえられる。ここでは (次頁へ続く)
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ここで、利潤関数 (8-13)を変形した (8-13)川式によりその具体的な操作を

すれば、

伽 /δL=f(S)-W=O 

すなわち、 W=f(S)=MP(=AP) 

"""・ H ・"(8-16)'

…(8-17) 

この式は、利潤の最大化のため使用者が、(労働密度に規定きれる)労働の限

界生産物に相等するよ 7に実質賃金率を設定しなければならないということ

を意味する。

最後に、 (8-17)ひいては制約曲線の形状を、とりわけ Cタイプと Fタイプ

との聞にいかなる差異があるかを、解明しよう。

その形状は、前提 (viii)、すなわち (8-9)、(8-10)両式により生産関数がS

について収穫逓減的だから、明らかに右上りの凹曲線である。また、制約曲

線の勾配、つまり生産関数の Sに関する二階偏微係数 (":δW/θS=δf/dS=

δ2f/δS2)は、ストレスの限界レベルの増大にたいして使用者が支払いを認め

る賃金率の増分の比率を意味している。したがってそれはまた、他の条件を

一定としたばあいの、ストレスと賃金率と聞の限界代替率と解することがで

きる。その一般的性質(限界代替率逓減の法則)により、ここでもその勾配は

逓減している。

両タイプ聞の差異については、前提 (vii)により同一ストレス下で、限界

生産物 MP(=δTP/δLI s)が Fタイプより Cタイプで明らかに大きい。よ

って、同一ストレスをもたらす職務にたいする限界生産物曲線が、図 8-2の

ごとく、 Fタイプよりも Cタイプのばあい、上方に位置することは明らか

である。

(v) 以上で構築したモデルの概要をわれわれは次のごとく要約できる。

( a) 参入・退出が自由な労働市場で利潤最大化をめざす使用者(雇用者)

は均衡状態では、制約曲線 (8-2)式で示される労働密度と賃金率との関係を

(前頁より) 第 2のケースがアプリオリーに賦与されているものとする。
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図 8-2

5 〆J

出所酒井、 1982，図13-4(.)
注・若干の修正を加えた。

MPc:Cタイ 7の限界生時物
MI斗 Fタイ 7のそれ

S 

明記した雇用契約しか締結しない一一身働需要条件[命題 8-2J。

(b) 労働者は、 (8-2)式に示された労働条件下で (8-1)式に従って効用

を最大化するべく、賃金率と労働密度とを選択する制一一労働供給条件[命題

8-3J。

( c ) 労働者の賃金率と労働密度とに関する無差別曲線の勾配は、水平軸

に労働密度、垂直軸に賃金率をとれば、任意の同ーの職務について Cタイプ

のそれよりも Fタイプのそれが急である[命題 8-4J。

(d) 労働者の限界生産物は、任意の同ーの労働密度下では Fタイプより

Cタイプの方が大きい[命題 8-5J。

③分 析一一モデルの操作一一

( i ) 分析のためのモデルの構築は以上で完了した。次にこれを操作して、

20) その解法は、通常の主体均衡理論で用いられる線形の制約条件下の双曲線型

の目的関数のばあいと基本的には同じである。よって ここでもオーソドックス

なラグランジュの未定乗数法も援用できる。その試みとして、酒井 (1982)、303

ページ。
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所期の目的を達成しよう。以下でなすべきことは、 (a)代表的労働者が一人、

代表的使用者も一人のときの労働市場における均衡条件の導出、 (b)Cタイ

プと Fタイプという三種類の労働者と一人の使用者とが個別に雇用契約を

結ぶ、ときの市場均衡条件の導出、である。いずれのケースの均衡状態もパレ

ート最適で、あること[定理 8-2Jが判明するであろう。

( ii ) 労働市場に代表的労働者が一人、代表的使用者が一人しかいないと

いうことは、当該職務の遂行能力につき同質で多数の労働者とその職務に対

して同条件の待遇を提示する多数の使用者とが対峠することと同値である。

このときの市場均衡は、 (8-1)式と (8-2)式とで表きれる問題が解決され

たときに実現される。なぜならば、一方で[命題 8-2Jにより (8-2)式は、使

用者の利潤が最大化され、他に変更の必要を認めない労働条件を示し、他方

で[命題 8-3Jにより (8-1)式は、労働者が労働による効用を最大とするこ

とを意味し、結局そこで両当事者は最大の満足を享受しているからであ

る。よって、パレート最適状態が実現していること[定理 8-2Jは明らかであ

る。

その解は、幾何学的には図 8-3のごとく、代表的労働者に提示される雇用

W ， 

O 

f 

/ 

# 
〆

図 8-3

s' 
，......--

出所:i円井、 1982、同13-3
;主部分的に変史したつ

S 
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条件を示す 1本の制約曲線と、これに対するかれの無差別曲線群とを同時に

描くことでえられる。同図から明らかに、それは使用者によって与えられた

制約曲線と労働者のもつ無差別曲線との接点 E1にある。そこでは、一般的な

均衡条件(限界代替率均等の法則)と同様に、制約曲線の限界代替率と無差別

曲線のそれとが相等する。

(iii) 労働市場でCタイプと Fタイプという二種類の労働者がおのおの

別個に雇用契約を締結する状況を想定する。このとき、前提(ii)より使用者

は労働者がいずれのタイプに属するのかを正確に判定できるはずで、ある。そ

れゆえ、前者は後者の採用に際してその適性に応じた賃金体系を提示し、そ

れに労働者も応じるであろ 70なぜならば、上述のごとくそのばあいにのみ、

両当事者の満足が最大化きれるからである。このばあい、図 8-4に示すごと

く、各人の能力に応じた均衡点 E2'E3が分離してえられる[分離均衡 (sepa-

rate equilibrium)の成立]21)。すなわち、 Cタイプには高密度でストレスの大き

図8-4

UF" UF2 UF' 

W Uc" 

W2 

W， 

O S 
5， 52 

出所・洞井、 1982、凶13-5

;主 fJi¥凶に太脳に加筆した。

21) この論理構造はオーソドックスな「差別価格理論」のそれと基本的に同一で、あ

る。この点につき、倉津 (1983)、219-220ページ;高尾、 (次頁へ続く)
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い職務 E2が高賃金率で、また Fタイプには低密度でストレスの小きい職務

E3が低賃金率で提供される。要するに、労使聞に情報の偏在がないばあい、

質に応じて分離された財ごとの市場が成立し、そこでパレート最適状態が実

現する。

( 2 ) 次に、労働力の品質につき「通信的不確実性Jが存在するとしよう。

つまり、①労働者は自分の提供する労働サービスの質につきよく理解できる

ものの、②それを正直に伝達するインセンティブをもたない それゆえに

「情報偏在」が生じる !22)_~のに対して、③使用者はそれを正確に判定しえ

ない、と仮定する。このとき、ケース(1)での帰結とは異なるそれが導出き

れることを比較静学により証明しよう。

( i ) このような仮定は、すでに設定した前提のうち、第二のそれが成立

しないものの、他のそれらは依然成立すると想定することを意味する。われ

われの課題は、このように与件が変化したばあいに、それ以前に成立してい

た均衡点がいずこへ移動するのか、を確認することである。

(ii) 前提(ii)が成立しないとしても、労働者の無差別曲線の以前の形状

については一一一少なくとも、労働者が使用者の労務管理の限界に反応して勤

労意欲を変更させようと考え出すほどに、長期間を想定しないかぎり一一変

更を加えるに及ばないことは明らかである。むしろ、変更すべきは、使用者

が労働者に提示する制約曲線である。なぜならば、かれはいまや各タイプの

労働者の能力・適性を知ることができないからである。

(iii) しかし、あえて労働者の能力を判定すべくかれらの最適労働密度・

最適ストレスを自己申告させたとしても、新たな仮定②により正確な情報が

えらえる保証はない。その結果、使用者は、個々の労働者の適性に応じた賃

(前頁より (1989b)、113ページ、注目。ともあれ、ここで企業(使用者)は、

相手(労働者)の選好・情報処理能力ひいては価格弾力'性に応じた市場分割によ

り利潤最大化を達成している。

22) その発生のメカニズムについては、 Williamson(1975) を参照。
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金体系ではなく、むしろかれらの共同生産の成果を単純平均する賃金体系を

提示せざるをえない。それゆえ、労働者に提示される制約曲線は、以前のケ

ース(1)のばあいとは異なり、図 8-5に示すごとく、Cタイプの MPcとFタ

イプの MPF とを単純平均した DPとなる。すなわち、それは労働者の適性・

能力差を一切度外視した画一賃金体系となる。

(iv) このような条件下で、各タイプの労働者がいかなる均衡点を選ぶか

を、次に検討しよう。

(a) Fタイプは、図 8-5のごとく Cタイプと共通の制約曲線 DPが提示

きれたばあい、最適ストレス SIでかつてえられた U/水準よりも上位の

UF
2を提供しうる限りで、過剰ストレス S2下の職務 E4をとりあえず選択す

るであろう。これは、採用時にかれが最適ストレス・レベル SIを偽り、過剰

「ストレス・レベル S2が自分には最適だ。Jと過大申告して、 Cタイプの貢献

図 8-5
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出所 .1同月、 1982、凶13-8(a)および(b)
i主・尚μlを作成し、適宜省略した J
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がより大である共同生産物に一一情報偏在の逆用により ただ乗り (free

ride) して同一待遇を享受することを意味する。

(b) しかし、この一括均衡点 L は、 Cタイプの労働者の反応(対抗戦略)

により、永続しない。なぜならば、 Cタイプは Fタイプとの画一的扱いを回

避し、後者との差異を明確にするべく、かれにとっての最適ストレス S2を伴

うE4ではなく、むしろ過剰ならを必要とする職務 E5を自発的に選択する

からである。このとき、前提(iii)における定義により、 Fタイプは Cタイプ

に追随できず、ついには「振り切られる」。

( c ) このような Fタイプと Cタイプとの「自己選択J(self-selection)行

動の観察により各タイプの仕分が可能となった使用者が、一律の賃金体系を

解消して、再度、能力別賃金体系を提示して実現する均衡点は、結局 Fタイ

プでは弘、 Cタイプでは E6となる。このようにしてえられる均衡を「シグナ

リング均衡J(signaling equilibrium)と定義し、以下で，S均衡」と略称しよ

う。[極端な分離均衡の実現J23) 

(d) 以上の帰結を一般化して、品質タイプが N(孟2)個あるばあいを想

定すれば、次の[定理 8-3Jを導出できる。「タイプ 1の労働者は SIニ lなる

密度の所で労働するが、その他のタイプ n(n=2，…， N)の労働者は、 Sn=n+

1という過度の密度の所で労働することを強いられてしまう。」刊。

(v) このとき実現された経済厚生を、情報偏在のないケース(1)のそれ

と比較しよう。

23) ただし、ここで、の帰結が唯一の解 (uniquesolution)ではないことに注意すべ

きである。無差別曲線と制約曲線との形状および組合せのいかんで、は、別の 2つ

の解(情報偏在のないばあいと同様の分離均衡および情報偏在下の一括均衡

pooling equilibrium)がえられる (Miyazaki，1977， p.404)。この点の具体的な

分析として、酒井 (1982)、308-310ページ。いずれにせよ、ここでは幾何学のみ

による分析の暖昧きに留意すべきである。

24) 酒井 (1982)、312ページ。

Akerlof (1976)はこの[定理 3Jを巧妙な数学的帰納法により導出した (pp.604

-606)。
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(a) Fタイプのばあい、ケース(1)とケース (2)とのいずれも、かれにと

り最適のストレス Slにおいて、 MPF と接する無差別曲線 UF
1の表す最大の

効用水準がえられ、差異はない。

(b) Cタイプのばあい、ケース(1)では、かれにとり最適のストレス S2

が選択され、そこでは MPcと接する無差別曲線 UC3の表す最大の効用水準

がえられる。これにたいして、ケース (2)では、過剰ストレス S3が選択きれ

るため、均衡点 E6では MPcと無差別曲線 UC
2 とは接することなく、むしろ

交差する。結局、情報偏在のないばあいの最適状態での最大効用 UC
3よりも

パレート劣位にある、効用 U
C
2 しかえられない25)。

( vi) われわれは以上で、財の品質についての情報が偏在し、「通信的不確

実性」が存在するゆえに、その克服のためにその財の売手の自己申告による

「活動(能力)Jあるいは「短期的労働成果」が品質のシグナルとして採用され

たばあいに、資源の過剰投入により経済厚生が損なわれること[命題 8-1J、

を明らかにした。

3 カースト均 衡26)

(1) アカロフは、取引きれる財貨(労働力)の不確実な質が、その財貨の

属する「集団の出自」あるいは「既存の社会制度」により評価されるばあい、

いかなる帰結がもたらされるかを解明した。そのさいに想定される具体例は、

インドに実在するカースト制度である。容易に推測できるごとく、ここでの

帰結(均衡解)は「経済の低位平準化・低迷J(資源の誤配分)というものであ

25) この論理構造は、 Rothschildニ Stiglitz(1976)と基本的に等価で、ある。ともに、

情報「偏」在下での自己選択均衡が情報「遍」在下でのそれよりパレート劣位あ

ることを意味するからである。この点につきくわしくは、高尾 (1989c)、123ぺ

ージ、命題 3-40

26) 以下は、 Aker10f(1976)， pp.611-615をノfラフレーズしたものである。なお

カーストにおける暗黙のルール(エートス)につき、大塚 (1964)、第六章、とく

に165-168ページ;同 (1977)、189-205ページを参照。
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る。

①前提

以下、均衡状態にあるカースト制度のモデル構築に先立ち、当該モデルの

構造を規定する 4つの前提を明示しよう。

( i ) この制度は次の技術構造 (T)をもっ。

( a) 制度の維持に必要な職種は次の三タイプから成る。すなわち、熟練

職 (skilledjobs ;以下、タイプSKと略称)、非熟練職 (unskilledjobs ;同様に、

タイプU)、単純職 (scavenging;同様に、 SC)o (T 1) 

(b) 生産物は、相互に異なる n個に仕分けされる。おのおのは、 i=l，・，

nと可番的(識別可能)である。 (T2) 

(c) T 1のごとき職種により生産を行なうときの平均生産物 (AP)を、

(a)の配列に対応させておのおの弘、。u、仏cで表わせば、生産関数(三Q，)

は次式で示される。

Q，三子8jffilj ...・H ・..(8-18) 

ここで、 j三sk，u， sc; 三1，…， n;Q，三i番目の総生産物 ffilj三i番目の生

産物のために投入きれる jタイプの労働量、とする。このとき明らかに、次式

が成立する。 (T3) 

8sc< 8u < 8Sk ・H ・H ・..(8-19)

(d) 各労働者はー財のみを生産する。つまり、かれは自給自足体制では

なく、市場のごとき、なんらかの交換システムの一員たることでその生存が

保証きれる。 (T4) 

(ii) この制度は次のような様相の市場構造をなす。 (MS)

( a) 企業は競争的状況下で利潤最大化をめざす。 (MS1) 

(b) この企業は唯一種類の生産物を専門的に生産・販売するために、労

働力を購入する。 (MS2)

( c ) この企業は労働の期待限界生産物相当の賃金率をすすんで支払う。
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(M53) 

(iii) この制度のメンバーは共通の噌好をもち、それは次の効用関数で示

される。 (U)

U三~ min(xt.α) …(8-20) 

ここで、 Xj三第 i番目の財の消費量 ;α三効用関数のパラメータ。 (8-20)式の

示すところは、ある経済主体の効用が、外生的に決まる飽和水準 α までは財

の消費の増加とともに線形状に増加するものの、 αに到達するや否や、その

水準で頭打ちとなることである。さらに同式は、このような n個の財を利用

する経済主体の総効用が、それらの個別の財に対する効用の単純和であるこ

とも意味している。

(iv) この制度は次の社会構造をもっ。 (5)

( a) 当該社会の中枢は、図 8-6に示すごとく、優勢なカースト Dと劣勢

なそれ N とに生来的に二分される。とはいえ、これら両カーストのいずれの

メンバーも、「村八分」によりカースト制から放逐される可能性をもっ。この

図 8-6

D 

(SK) 

N l刈 (k) 

(U) O 

(U，SK) 

i主 D== dominant Caste 
N == nondominant caste 

0-== outcaste 
(kJ=カースト制度の撹乱をめざ

すf出世ト11による奇占;J1O
( )三各カ スト身分lこf是示され

る職務

O 

(SC) 
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可能性が現実化すれば、カースト外(outcaste:以下、 Oと略称、)にあるメンバ

ーが当該制度内で第三の集団を構成することとなる。 (S1) 

(b) カースト慣習 (castecode)は「職業選択の自由」を禁止している。

すなわち、 Dのメンバーはタイプ SKのみに就労でき、また Nのそれは Uの

それにのみ就労でき、さらに OにはタイプSCの職務のみが準備されてい

る。このように、人的資源の自由な移動が禁止きれている経済が、そうでな

い経済(完全競争市場)よりもパレート劣位にあること[命題8-1Jは明らか

である。最後に、カースト慣習は「連帯責任制・連座市IJJを導入している。

つまり、もし消費者が、それを遵守せずに労働力を投入した企業の生産物を

購入すれば、かれ自身も「村八分Jにあい、カースト外の第 3の集団 Oへと

放逐される。 (S2) 

( c ) この制度の全員は、カースト慣習に明記された次の「罰則」をよく

理解している。「もしカースト慣習に反すれば、村八分により階層 Oへと放逐

されて、 O相応の職務 SCに対する賃金しかえられなくなる。J(S 3) 

② 定式化 モテソレの構築一一

i(そこでは)カースト慣習が遵守され、いかなる構成員もそれから逸脱する

ことによっては、自己の利害状況を改善できない、経済状態J(Akerlof， 1976， 

p.611) と定義きれるカースト均衡(以下、 c-均衡と略称。)は次のごとく定式

化される。

「定理:上記の前提の下で、 Wk をカースト k(=D， N)の賃金率、また Pi

をカースト慣習に違反して労働力を投入した企業の生産物 iの価格、財 1を

価格 1のニューメレル財とする。さらに下記のパラメータ条件式を設定する。

α< (8u - 88C) / (1-88C/88k) ・H ・..(8-21) 

n>弘/α

このとき実現する均衡状態において、次の命題が成立する。

(a) WD=弘、 WN=8u [命題 8-6J

-・ (8-22)

(b) カースト慣習を遵守して労働力を投入する企業のすべての生産物価
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格は 1である。[命題 8-7J

( c ) outcasteは存在しない。 Nタイプの労働者には非熟練職 Uが、また

Dタイプのそれには熟練職 SKが与えられる。[命題 8-8J

(d) Dタイプの主体の享受する効用は弘、 Nタイプのそれは {)uであ

る。[命題 8-9J

( e) outcaste向けの職務 SCに提示きれる賃金Wscはたかだか凡で

ある。[命題 8-10J

( f) outcasteを熟練職 SKで雇用して、各々相異なる生産物を産出す

る、 V 社の企業の結託は、次の条件式が満たされるとき、この均衡を崩壊さ

せる。[命題 8-11J

k*> (仇-()sc) /{α(1-{)SC/ ()Sk) } J (Ibid， p.613) …・(8-23)

③分 析一一-c-均衡のコア的性格(安定性)の証明

( i )証明

「以上の 5つの命題で表示きれた状態が外部環境の撹乱にもかかわらず、一

定条件下ではロバストに永続する。Jという[命題 8-12Jを以下証明する。し

かし、「このカースト制度は、 (8-23)式を満たさない結託からブロックきれな

い、すなわちコア状態にある。jという[同値命題 8-13Jを具体的には証明す

る。そのために、 (8-18)-(8-22)式が満たされたとして、まず Nタイプのカ

ースト・メンノ〈ーが結託Kに参加したとき、次いで、カースト外の Oタイプが

結託に参加したとき、この結託を主宰する新規企業が存続しうるか否か、を

検討する。

(a) Nタイプが参加した結託Kはカースト制度をブロックするかワ

④新規参入企業がNタイプに対して {)uに相当する WN以上の賃金率を

提示した、と想定する。このときカースト慣習が破られて、 Nタイプの少な

くとも若干は職務 SKで雇用されるはずで、ある。それゆえ、この企業の労働者

1人当り利潤(三平均利潤)πlにつき次式が成立する。

π1三 AR-AC=p.AP-AC
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三五p'8Sk一1・WN
ニ p8Sk- 8u …H ・H ・(8-24)

ただし、 AR三平均収入、 AC三平均費用、 p三この企業の生産物の相対価格。

私企業の存続のためには、平均利潤は非負でなければならないから、 (8-24)

式より明らかに次式が成立する。

p 量~ 8u/ 8Sk ・H ・-・ (8-25)

⑥ところが、カースト慣習に違反したこの企業の生産物の価格が 8u/弘よ

り低くないばあい、この生産物への需要は存在しないこと[命題 8-14Jを背

理法により以下証明する。

まず、カースト体制内のある消費者がカースト違反企業から生産物を購入

するものと仮定する。このときかれは、社会構造に関する前提 (S2)により

「連座制」を適用され、「村八分」にあい、 outcasteへと放逐きれることとな

る。それゆえ、市場構造に関する前提 (MS3)により、かれの予想賃金率は 8sc

相当となる。このときもなおかれは、技術構造に関する前提 (T4)により、

生活の糧を市場を介して調達せねばならない。かくてかれはその効用最大化

のため予算 8scを配分して、カースト違反企業の生産物 α単位を価格 pで、ま

たカースト遵守企業のそれ(ι-αp)単位を価格 lで購入することとなる。

このときのかれの総効用 U1は (8-20)式より次式で表示される。

U1=α+ (8sc一αp) ………(8-26)

それゆえ、 (8-25)式と (8-26)式とから次式が成立する。

Ul~五 α+{8sc 一 α (8u/8sk )}・H ・..(8-27) 

つぎに、 (8-27)式の右辺と、かれが連座制により村八分にあう以前の最低

賃金率仇の総効用 U2 との大小関係を吟味しよう。具体的にはつぎの定義式

の符号を判別することとする。

D1=U2-{α+8sc一α(8u/8Sk) } 

=8u-{α十九一α(8u/8sk)} 

= {(8u - 8sc) 8Sk一(8Sk- 8u)α} / 8Sk 

二 D2/(+) ...・H ・..(8ー28)
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ただし、 D2三 (8u- 8sc) 8Sk一(t弘 8u)α ………(8-29) 

ここで、 D2の符号の判別に先立ち、 βを次のごとく定義する。

β== (8u - 8sc) / (1-8sc/ 8Sk) 

= 8Sk (8u - 8sc) / (8Sk - 8sc) >α>0 (・.・ (8-21)式より)

・・ (8-30)

また、 (8-29)式中の αをβに置き換えて、 D3を次のごとく定義する。

D3三 (8u- 8sc) 8Sk一(九-8u)β

= (8Sk - 8sc)β (8s匙 。IU)β (・.・ (8-30)式より)

= (8u - 8sc)β 

=(+)(+) (γ(8-19)、(8-30)式より)

=>0 

このとき、 (8-29)、(8-30)両式より、明らかに次式が成立する。

D2>D3>0 ・H ・H ・..(8-31) 

さらに、 (8-31)式を (8-28)式に代入すれば、

D， = ( + ) / ( + ) > 0 

すなわち、 U2==8u>α+8sc一(8u/8sk)α ...・H ・..(8-32) 

ここで、上式の最右辺は、 (8-27)式の右辺そのものだから、明らかに次式

が成立する。

U，<U2 ………(8-33) 

(8-33)式の意味するところは、カースト内の消費者が村八分きれることを覚

悟のうえ、カースト違反企業の生産物を購入することを決意するためには、

その価格が仇/8Skより低くなければならないことである。

@かくて、その対偶として、「カースト違反企業が非負の利潤を得るべく、

Nタイプを職務SKで雇用して生産物を 8u/九以上の価格で売ろうとして

も、カースト体制内の経済主体はその生産物を需要しない」との[命題 8-14J

がえられる。よって、この企業は非負の利潤をえることはできない。すなわ

ち、このような結託はカースト制度をブロックしない。 (Q.E.D.)
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(b) 0タイプが参加した結託Kはカースト制度をブロックするか?

⑥新規参入企業がOタイプを誘惑して結託に参加させ、非負の利潤をえる

ためには、かれを (Jscに相当の賃金率Wsc以上で雇用し、職務 SK(ないし少

なくとも U)に就かせねばならないことは、上述の考察から明らかである。こ

のばあいの平均利潤 mに関しでも次の不等式が成立する。

O~玉 7C2 =AR -AC=p' AP-AC 

=玉p・(JsK-1'Wsc二 P(JSK-(JSC ………(8-34) 

p孟(JSc/(JSK ・H ・H ・..(8-35) 

⑥ところが、このような価格水準ではこの生産物への需要が存在しえない

こと[命題 8-15J を再度、背理法で以下証明する。

まず、以前のケースと同様に、カースト体制内の経済主体がこのようなカ

ースト違反企業の生産物を購入するものと仮定する。その結果、かれは「連

康制Jにより「村八分」にあい、 outcasteへと放逐されるはずで、ある。

このばあいのかれの予想、賃金率Wscは (Jscに相当する。それゆえ、かれは

効用最大化のため予算(Jscを配分して、カースト違反企業から α単位の生産

物を価格 pで、またカースト遵守企業から((Jsc-αp)単位の生産物を価格 1

で購入することとなる。したがって、このときのかれの総効用 U3は定義式

(8-20)より次式で表示される。

U3
主 α+((Jscαp) ...・H ・..(8-36) 

かくて、 (8-27)式と同様にして、次式が成立する。

U3~玉 α+ 仇c 一 α( (JS c/(JSK) ………(8-37) 

つぎに、 (8-37)式の右辺と、かれが連座制により村八分にあう以前の最低賃

金率。uの総効用 U.との大小関係を吟味しよう。具体的にはつぎに定義式の

符号を判別することとする。

D.三 U.-{α+(Jsc一α((Jsc/弘)} 

= (Ju - {α+ (Jsc α((Jsc/ (JSk) } 

={ (仇-(Jsc) (JSk一(九-(Jsclα) } / (JSk 
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=D5/( +)………(8-38) 

ただし、 D5三(乱-f}sc) f}Sk -(f}Sk -f}SC)α ………(8-39) 

ここで、 D5の符号の判別に先立ち、次のごとく定義された D6のそれを判別

する。

D6三 (f}u- f}sc)九(f}Sk -f}SC)β 

= (f}u - f}SC)九一(f}Sk-f}SC) {九 (f}u- f}SC) / (f}Sk -f}SC) } 

(・.・ (8-30)式より)

二 O

他方で、 (8-30)式より、 α<β だから、

D5二{(+)一(+)α} > D6 = { ( + ) -( + )β}=o 

D4=D5/(+) = (+)/(+) >0 

U4三 f}u>α+f}sc一α(f}sc/f}Sk) 

………(8-40) 

...・H ・..(8-41) 

ここで、上式の最右辺は (8-37)式の右辺そのものだから、次式が成立す

る。

U3<U4 …・(8-42)

(8-42)式の意味するところは、カースト慣習に違反して Oタイプに職務

SKを課す企業の生産物を、村八分にあうことを覚悟のうえで体制内の経済

主体が購入するためには、その価格がf}sc/f}sk以下でなければならない、とい

うことである。

@かくてその対偶として、「カースト違反企業が非負の利潤をうるべく、

タイプOを職務SKで雇用して生産物を九/弘以上の価格で売ろうとし

ても、体制内の経済主体はこれを購入しない」との[命題 8-15Jがえられ

る27)。よって、この企業は非負の利潤をうることはできない。すなわち、この

27) このカースト違反企業が、 Oタイプを職種 Uで雇用したばあい、 (8-19)、(8-

34)両式から明らかに、 {)SC/{)Sk < {)SC/ {)u三五pだから、最低価格水準は引き上げられ

ねばならない。よって、 Nタイプがそのような生産物を購入する可能性は一層あ

りえない。
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ような結託はカースト制度をブロックしない。 (Q.E. D.) 

(c) c一均衡を撹乱する結託の条件

上記の諸前提にもかかわらず、カースト制度の存続を脅かす結託が存在し

うる。いま、この結託に参加する企業数がγ であるとして、それらがOタイ

プの労働者に {}SC相当の賃金率を提示し、その生産物を {}SC/{}Skの価格水準で

販売したとする。この生産物を購入する経済主体の期待効用は、

Min(九， (}sc -k * a{}sc/九十Vα)

となる 28)。明らかに、同式が {}uより大となるのは、

k*> ({}u-{}sc)/{α (1-{}SC/ (}Sk) } 

であるばあいである。

...・H ・..(8-43) 

...・H ・..(8-23) 

このばあい、 Nタイプはカースト違反企業の生産物を購入して、たとえ「村

八分」されようとも、カースト慣習を遵守していたばあいよりも多くの効用

をうることができる。このような効用のかき上げは、 (}sc相当の賃金率しかえ

られない Oタイプにも当該生産物の購入により可能で、ある。かくて、このよ

うな企業の結託は Oタイプの労働者と Nタイプの消費者を取り込むことで

存続でき、結局既存のカースト制度をブロックする。

(ii) C均衡の安定性のための具体的な三条件

このような C一均衡にある社会経済制度が他の結託にブロックきれない

ーロバストに存続する一一具体的な条件を以下、 3つ列挙できる (Akerlof，

1976， p. 615)。

( a) 多数のメンバーからなる結託の構築が困難なばあい。結託を組む

にしても外生的条件により少数のメンバーしか結集できないとき、つまり

kをさほど大きくできないとき、新たな結託がC-均衡をブロックしうる

不等式 (8-23)の成立する可能性は小、つまり旧体制が覆される可能性は小さ

し、。

28) 条件式 (8-43)の導出過程につき数学注を参照。なお、その導出に際して神戸

大学助教授末魔英生氏の教示をえた。
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(b) C均衡にある社会経済制度との交渉・取引が必要であるばあい。こ

の条件は、飽和水準 α が低い程、 (8~23) 式の成立する可能性も小となること

から導出される。このばあい、経済主体の各財へのニーズが相当程度小さし

それゆえ C均衡状態下の既存の企業が社会経済制度全体の維持・存続のため

に相対的に十分の貢献をなしている。かくて、その給付内容 制度のもた

らす成果の質一ーのいかんを問わず、少なくとも短期的にはこの旧体制は存

続するであろう。

( c ) この結託の運営コストが大きいばあい。これは、上記の条件 0)から

の必然的帰結である。なぜならば、結託の規模が大きいとき、その構成員の

統合・調整のために少なからぬコストがかさむことは明らかである 29)からで

ある。このような結託はたとえ発生したとしても、そこでえられる便益が相

対的に大きくないかぎり、永続の可能性は小さいであろう。

第 3節 保険市場における「シグナリング均衡」と「カースト均衡」

本節では、前節でえられたいくつかの定理・命題が保険市場でも成立する

ものとして、これらにより説明されるであろう具体的な現象を列挙したい。

ただし本節では、「情報の経済学」の成果が保険産業組織にも援用できるであ

ろう、との先験的確信のもとで若干の仮説を定立するに留まる。現実にこれ

らの仮説が支持きれるのか否かは、十分な資料に照らして判定されるべきで

あることはいうまでもない。ここでのわれわれの基本的視座は、社会科学の

発達に、現実遊離のままの演緯も、理論の裏づけのない経験則も、それ自身

のみではさほど有用だとはいえないというものである。いまわれわれに要請

されているのは、日本の保険業の実際のあり様を印象画風に描写する研究に

留まるのではなく、データによって検証可能な命題をモデル分析によって導

29) 組織のメンバーが増加するにつれて、メンバー聞に張りめぐらされる情報伝

達網は幾何級数的に増加する。くわしくは、丸山 (1988)、17ページを参照。
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出することである問。

1. シグナリング均衡といわゆる「ターン・オーバー」現象

(1) 労働市場の構造と保険市場の構造との S均衡をめぐる対応関係

以下、労働市場と保険市場との 1・1対応が可能か、またそのばあい保険市

場のどこで IS均衡」が存在するのか、検討する。

① 保険市場のある側面が、上述した労働市場の様相に少ながらず類似し

ていることは容易に理解できょう。

いま、保険市場の現実を単純化して、ある一人の保険契約者(あるいはほぼ

同一水準の企業評価能力をもっ保険需要者集団)に対して、経営成果の最高の保

険企業 L、それが 2番目に高い保険企業 M、さらに限界保険企業 Sとの 3社

が競争しているものとする。ところが、保険需要者は、保険企業が高度の保

険数学・統計学により設計した無形財(保険商品)の品質を評価することが決

して容易ではない 情報の偏在。

このばあい、保険需要が喚起きれる大前提は、免許主義による保険市場へ

の参入規制のため、支払不能(insolvency)の危険がありえないとの信認が、

金融機関のばあい31)と同様に、既存企業の実績により形成・維持されること

である。実際、そのために保険市場では実質的な価格カルテルが容認される

とともに、再保険・共同保険網、損保 VANなどが構築されている。このこ

とは、保険企業が連携して、信認という「共同生産物」を創出していること

を意味する。このような状況下で、具体的に契約すべき個別企業が特定化き

れるのは、その信認への貢献が最大だと保険需要者が主観的に判断したため

30) それは科学方法論上、「理論構成において前提となる仮説の経験的根拠を問う

のではなく、仮説から演縛される命題の経験的妥当性を問題にすべきだJ(佐和、

1984、99ページ)という論理実証主義に立脚することを意味する。

31) 金融機関に対する公的規制J(免許主義)が「信認」の維持にあることにつき、

池尾 (1985)、第 7節を参照。
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であろう。逆に、そのような判断に保険需要者を導くべ〈、保険企業が所定

の経営資源を投入するであろう。上述の例では、 L社は M社との差異をあら

わにするべく、逆に M社は L杜との差異を解消するべく、過当な競争意識を

もち行動しようとするのに対して、 S杜は企業体力に相応の(マイペース型の)

行動に甘んじるであろう。

② かくて、労働市場で「良質な労働者間での自己売り込み競争」という

現象をもたらす諸要素の関係と、保険市場で「有力保険企業間での契約者か

らの信認獲得をめぐる競争jについてのそれとが、 1: 1に対応することが推

測される。より具体的にわれわれは、 S均衡状態にある労働市場の構成要素

のうち、使用者、労働者、共同生産物、有能な労働者の自己売り込み競争と、

S均衡状態にある保険市場の構成要素のうち、保険契約者、保険企業、保険

制度に対する保険契約者の信認、限界企業を除く保険企業間での顧客争奪戦

とを、おのおの対応させることができょう。

(2 )仮説の定立

少なくとも理論レベルからは S均衡にあるものと予想される 32)5つの保

険現象を以下、挙げる。

[仮説 1J 外務員の大量投入・大量脱落 (1ターン・オーバー」現象)

「保険の買手が保険企業の給付能力を正確に評価できないばあいは、で

きるばあいよりも、大量の外務員が買手からの高い信認の獲得のため

に投入きれる。j33)

[仮説2J 過剰広告

「保険の買手が保険企業・保険サービスについて正確な情報を獲得・処

理できないばあいは、できるばあいよりも、その存在を強く印象っーけ

32) ただし、第 2節で指摘したごとく、 S均衡が即、「極端な分離均衡」であると

は限らない。いずれにせよ、保険市場にありうべきら均衡がいずれの類型にある

のかは、事実により確認されねばならない。

33) その実態については次を参照。水島 (1988a)、182-184ページ。
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るべく過剰な宣伝・広告がなされる。」刊

[仮説 3J 過剰サービス(，面倒見のよい保険J'5lの乱開発)

「保険の買手が保険企業・保険サービスについて正確な情報を獲得・処

理できないばあい、できるばあいよりも、保険取引上本来不必要なサ

ービスを付帯きせた保険商品を一層頻繁に開発する。j36l

34) 企業一般についてもこの仮説2が成立しうることにつき、 Milgrom= Roberts 
(1986)および丸山 (1988)、142-143ページ、注目を参照。なお、経済財として

の保険サービスが現実には社会経済構造とともに、わが国独自の文化構造の影響

を強く受けていることを見落としてはならない。わが国の某損保が本社内に自前

の美術館を併設し、高価な美術品を競り落とすごときが、 o.E. Williamson流の

「経営者の裁量的行動」が同様に可能なはずの外国であまり見聞しないことなら

ば、これらの現象は、日本文化のゆえに認知きれがたい損害保険経営の環境改善

のための「文化合理的」行動とも解きれよう。

35) 1987年 5月 19日付けの保険審議会答申は、損害保険の一層の普及のために、

より「面倒見のよい」保険の開発が急務だとした。しかしここでの問題点は、「面

倒見」をよくするあまり、「高付加価値商品」のみが残留し、必然的に高料率とな

り、その普及に逆行しかねないこと、単純明快で低料率の「掛捨て」保険の利用

可能性が狭められることである。実際、純粋に火災のみを担保する「普通火災保

険J(straight fire)は担保範囲を拡大するかたちで、いまや「発展的にj消滅し

ている。

36) この種の過剰サービスの発生メカニズムの 1つの解釈は、いわゆる「抱合せJ
販売である。売行きは良くないが、利鞘が稼げる商品を売り込むばあい、人気が

あり、赤字幅のさほど大きくない商品と抱き合わせる商法が往々にして採用きれ

る。流通システム論では、「間接販売能力J(product salience)をもっ後者を「客

寄品・目玉商品J(traffic builder) という (小川、 1988、第 2節)。要するに、目

玉商品のもたらす，w客が庖に足を入れたJという財産に他の収益商品がただ乗り

をして売行きを伸ばすJ(伊丹、 1980、245ページ)ことで、いわゆるシナージ効

果を享受しようというのである。わが国損保業の最近の、「示談代行サービス」っ

き自動車保険(通称、 SAp.PAP)の発売、積立型長期商品(通称、長総・積フ

ア・積傷・積女など)への注力はこの文脈で理解できょう。しかし、前者の問題

点は、保険料負担以外の費用を他者、とりわけ保険団体および、社会全体に転嫁す

ることによる被保険者本人の増長、つまり心理的危険事情 (moralehazard)の

劣化により、外部不経済が惹起きれうることである。また、後者のそれは、税制

上のループ・ホール (50万円以下に納まるべく償還差益が当初 (次頁へ続く)
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[仮説4J I以上のいずれのケースにおいても、保険企業の質(給付能力の確

実性・信頼性)についての情報が当事者聞に偏在する。したがって、保

険市場が他の条件(たとえば、カルテル体制の容認)により、価格競争の

代理変数として非価格競争を過剰に推進しているとすれば、情報偏在

は以上の効果の累積を介して、この種の競争を緩和することはなく、

むしろ一層激化させるであろう .J

[仮説 5J I限界保険企業は保険市場内で、の企業間競争に際し、情報偏在の

有無にかかわらず、その体力に相応の外務員あるいは宣伝・広告を投

入する 37)0 J 

2. カースト均衡と「保険ムラJ的思考

(1) カースト社会の構造と保険市場の構造との C均衡をめぐる対応関係

第 2節で明記したごとき C一均衡がロバストに存続する三条件が、保険市場

にも妥当するか、を以下検討しよう。

① 既存の保険市場の撹乱をめざして、部外者が大挙して新規参入するこ

とは制度的・技術的障壁により少なからず困難で、ある。まず、安定した経済

運営のための「潤滑油」の役割を付託された保険制度には、程度の差がある

(前頁より) より設計きれた積立型長期損保商品のばあい、満期が5年以

下でも、いまなお課税対象外、すなわちいわゆる「マル優」制度が実質的に残存

しているのに対して、類似商品の一時払い養老生命保険・ビッグ・ワイド・ハイ

ジャンプ等が課税対象ときれ、イクオール・フッテイングが図られていない。)を

逆用しながら、損害保険事業の免許付与の根拠と考えられる「掛捨て」保険思想、

の定着への貢献がおろそかとなることである。これに関しては、前川 (1988)、水

島 (1988b)、高尾 (1987)を参照。要するに、準公共財産業として保険業が認知

されれば、私企業が本来もつフリー・ハンドを無制限には行使できないはずで、あ

る。

37) この仮説の具体的な検定方法として、「企業規模に対するターン・オーバー現

象、過大広告、過剰lサービスの量の弾力性が1よりも有意に大である」との仮説

を確認することが考えられる。
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ものの、公的規制が不可避的である。現在、保険規制lが最も緩いイギリスで

すら、新規参入に際し当局の事業認可を要する 38)。次いで、新たな結託がこの

認可をえたとしても、この結託の背後でそのメンバーは、大数の法則が十分

に働きうるほどの多数人からなる保険団体を構築する必要がある。それゆえ、

既存の保険制度をブロックする結託があえて編成される可能性は大きくな

い。よって、保険市場に醸成された憤行・文化が長らく維持される可能性は

大である 39)。

② 日本人の保険に対する飽和水準はきほど高くなく、既存の保険市場が

そのニーズの大半を吸収している可能性は小きくない。田村 (1978) と森宮

(1985)との実証研究によれば、経済法則が本来容易に貫徹するはずの企業保

険においですら、わが国固有の丈化により過小評価きれている。また家計保

険のばあい、本来的な意味での保険である「掛捨て」保険のわが国での普及

率が経済先進国群(つまり付保対象になりうる国富が十分に大である諸国)中で

有意に小である。しかも、その既契約の相当部分は、保険契約者と代理屈・

外務員との聞の非市場的契機によるいわゆる「無理・義理」契約により創出

されたものといわれている。このような状況下で新規に結託を形成すること

は決して不可能で、はないにしても、その順調な存続はさほど容易で、はないで

あろう。よって、その市場成果のいかんをとわず、現状が維持きれる可能性

38) その経過については以下を参照。カーター (1984)、22-28ページ。

39) カースト破りにたいする強い制裁制度 (1村八分J)により維持される「カース

ト均衡」領域は、他の結託にブロックきれない(外部から撹乱きれない)から、

コアの状態にある。一般的に、コアの存在可能領域は当該制度の参加者数の増大

とともに縮小していき、ついには完全競争市場の均衡「点」に収束する(林、 1984、

108-111ページ)。都銀から信金をふくめ 3桁の参加者からなる金融市場に比べ、

生損保ともども 20数字士からなる保険市場で、カースト均衡状態にあるコアは相

対的に広い、つまり「低位平準化」の可能性は大であろう。この点は、京都産業

大学教授今井薫氏との議論による。なお、アカロフのカースト均衡条件と野口

(1974)の自己束縛条件とは、大枠において同様の論理構造をもつものと予想され

る。
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は小きくない。

③ 既存の保険市場を改変すべく、新たな結託を編成するにしても、その

運営費用は相当にかきむであろう。なぜならば、そのばあい、編成のための

一般的な維持・調整費用の他に、保険固有のノウハウ、とりわけ保険数理業

務・損害査定業務の蓄積費用をその結託に参加するメンバーは負担せねばな

らないからである。後者の費用をもたらすインフ。ットの特異性は少なくなく、

転用可能性に欠けるから、そのような結託形成のリスクは決して小さくない。

それゆえ、あえて既存の保険市場へ新規参入を意図する経済主体は相対的に

少なしこの点からも現行制度の維持される可能性が大きい。

(2 )仮説の定立

以下、少なくとも理論レベルからは C均衡にあるものと予想きれる 3つの

保険現象を挙げる。

いずれも、当事者間に情報が偏在している 4刷o叫)ことがC一均衡の根元にある

点を想想、起すべきでで、あろうν41叫lυ)
[仮説 6剖] 中小保険企業の経営戦略策定における他律d性生一パンド.ワゴン

効果

「旧来の市場秩序を撹乱して、既存の契約者を自己の陣営に誘引しよう

ともくろむ新規参入者の成功の見込みが低いばあい、劣勢 (un-

dominant)な企業群は、業界に既成の行動規範に即して、優勢 (domi-

nant)な企業群に追随するであろう叫。」

40) より具体的には、「戦後危機の克服のために、…行政の実質的介入を認め、そ

の保護のもとに協調体制を推進してきた保険経営者(は)…船団体制の居心地の

良さに安住しつつけたい)ーその結果として、独特の閉鎖社会一ーイ呆険ムラー←

がっくり出された。ムラの方言や文化になじまない部外者にとっては、その実相

の把握は困難となる。J(水島、 1988、177ページ:( )内は引用者による。)

41) Cf. Akerlof (1976)， p_ 616_ 

42) 高尾(1987) は経営成果がさほど良好とはいえないにもかかわらず、一部の

中小企業以外は大手企業の経営戦略を漫然と模倣している可能性が大きいこと

を明らかにした(とくに 64ページ、注 26)。さらに、 (次頁に続く)



208 第 8章保険産業組織における「ターン・オーバ 」現象と「ムラj的思考の経済分析

[仮説 7J 大企業による、市場性に乏しい商品の設計・下位企業の斬新的

アイデアへのフリー・ライド行動

「旧来の秩序が堅持される可能性の大きい市場で覇権をもっ保険企業

は、自らの市場影響力を、革新的な商品開発を介した全体経済の厚生

増によりも、その地位に賦与された既得権益に甘んじた個別経済の厚

生増に行使するであろう叫。j

[仮説 8J 生命保険配当率の決定における水島 (1988、177ページ)のいわゆ

る「集団論理Jの貫徹

「損保業と違い、生保業は、料率カルテルへの参加を法制により強制き

れていないにもかかわらず、情報偏在下では、契約者配当率に関して、

グループ内での横並び意識はヨリ強くなる 44)0 J 

(前頁より I自社がやらない自由ならまだしも、他社にもやらせない自由がま

かり通る特殊な業界J(大津他、 1984、16ページ)との実務家の指摘に留意すべき

である。

43) 東京海上は 1986年春に「ワンワン健康保険」を発売した。その保険の目的は、

①首都圏内の、②ジャパンケンネルクラブ会員の飼う、③生後四カ月以上で四歳

未満の純血統書付の、犬に限定きれる。またその給付内容は、飼犬がけが・病気

で獣医の治療を受けたばあいに、自己負担額 1万円を控除した治療費の 70%で

ある(朝日ジャーナル:1986年 6月27日)。このような保険商品が市場性に富む

とは決していいがたいであろう。他方、中小損保の第一火災・共栄火災が 1963年

に開発した画期的商品「満期戻し長期火災保険J(前者の商品名 火災相互保険、

後者のそれ:建物更新保険)は、 5年経過後に認可された大手損保の類似商品「長

期総合保険」により追随され、その市場占有率を少なからず食われることとなっ

た。ここでは企業格差を縮める原資となったであろう創業者利益(パテント料)

が十分に支払われたとはいいがたい。このような状況下では革新的商品の開発へ

のインセンティブが削がれるため、当該市場の「進展」が遅れたはずである。こ

の点につき、 Arrow(1974; Ch.6)、野口 (1974)、高尾 (1989b) を参照。

44) 1989年度決算で、生保 25社は 9グルーフ。に分けられ、このうち上位社を中心

とする 12社のグループの配当利回りと実質事業費とは一律水準である。(日本経

済新聞、 1989年 8月22日付け朝刊)。とまれ、低配当生保(undominant)の存続

のため、配当支払い基準は未公表である。中間法人の扱いを法制上受ける相互会

社の企業形態をとる生保のばあい、財務内容を公表するに (次頁へ続く)
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かくて、アカロフによる理論モデルから導出された以上の 8つの仮説の真

湿性が確認きれれば、「保険市場で情報が偏在するばあい、そうでないばあい

よりも資源、の非効率利用あるいは浪費が一層強化される」、との[命題 8-1J

が支持されよう。

第 4節結

以上での考察の要約と残きれた課題とを箇条書きしよう。

1. 保険市場の成果が良好とはいいがたいことの主因として、実体的監督

主義に根ざす厳格な公的規制一一ーしたがって、政策的には規制緩和の必要

性45)ーーが従来、指摘されてきた。これに対して、アカロフ・モデルの援用に

より、同様の帰結をもたらす別の論理が情報偏在に関連して存在しているこ

とが明らかとなった。しかしより正確にいえば、列挙した仮説は検証された

わけでなくむしろ提示されたに留まる。したがって、これら複数の論理のい

ずれが保険市場の現状にどの程度貢献しているかの解明は、今後の課題であ

る。

2. 情報偏在による資源浪費の 1つの因果経路は、選択される財貨の質が

学歴のごとき「短期的活動成果」で評価されるばあいに、その品質表示の「水

増し」のための画策をめぐり過剰競争が起こる(シグナリング均衡)、というも

のである。

3. いま 1つのそれは、選択される財貨の質がその「出自」で評価される

ばあいに、革新のインセンティブが削がれることで市場の活性度が維持され

ず、それゆえ価格機構が円滑に機能しない結果として資源の誤配分がおこる

(カースト均衡)、というものである。

(前頁より) 及ばないこともあいまって、生保商品はいわば「ブラック・ボック

ス」となる。

45) 近年のその急先鋒として、 Finsinger(1983 a: 1983 b)がある。
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4. 保険市場における第 Iの因果経路は保険企業と保険契約者との関係に

おいて存在しうる。つまり、不十分な企業評価・商品選択力しかない潜在的

な保険需要者に対して、その供給者が歪曲した、あるいは虚偽の品質情報(ノ

イズで汚染されたシグナル)を発信するべく、本来不用の資源、を投入する可能

性がある。

5. 保険市場における第 2のそれは主として保険企業間に存在しうる。つ

まり、いわゆる「保険ムラ」とも評される閉鎖的業界において暗黙に醸成さ

れた役割分担から逸脱するばあい、「制裁Jが下きれるため、保険企業は現状

維持に甘んじる。したがって、保険市場を包摂する外部環境の変化にもかか

わらず、それに即応するべく保険企業の保有する資源を有効利用しようとい

うインセンティフゃをさほど5虫くもたない。

6. とまれ、アカロフ・モデルは、従来の「光学顕微鏡J(オーソドックスな

ミクロ経済学)の解像力では視野に入らなかった細部を見透す、「電子顕微鏡J

に例えることができる。われわれがこの道具で保険市場を正確に観察してい

るのか否かの判断は、上述の仮説の検討結果にまたなければならない。
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数学注

条件式 (8-43)の導出過程は次のとおり。

いま、カースト内のある Nタイプがカースト違反企業から財を購入したとする。

このときかれは、カーストの徒により outcasteに放逐され、所得は 8scへと減少す

る。それゆえ、かれは、 N種の財のうち、 V 種のそれを、カースト遵守企業の価格

1より安い 8sc/8SKで違反企業から購入し、それ以外の財は遵守企業から購入しな

ければならない。よって、かれにとっての課題は次のごとく定式化きれる。
n 

Max ~ Min (x"α) 
X]"，Xn 1=1 

kホ n

s. t.ヱ x，(8sc/8sk)+ ~ x，・ 1=8sc i=l i=k傘+，

....(M-1) 

・・ (M-2)

明らかにこの解は、財 iから財 γ までの価格がそれ以外の財のそれより安いか

ら、まず飽和量 α単位を限度として前者を購入し、次いで残額があれば財 k*+lか

ら財 nまでを購入する、というものである。

以下、この残額の有無によりケース分けして、かれのえる効用を算出する。

(イ) 8sc < k* a (8sc/ 8Sk)つまり 8Sk/α<k*のケース; ・H ・H ・..(M-3)

このとき、かれは財 iから財 kの購入に所得 8scを全額支出する。

以下、その証明を背理法で行なう。

いま、最適解を (x1ぺ…，Xk *， Xk+lぺ…， Xn *)と表記する。 ...・H ・..(M-4)

このとき、 (a，• ・ αo ，…， 0)の状態は実現不可能である(ただし、ベクトル

成分の上部の添字は、前提 (T2)に'より当該財の識別のため与えられる番号であ

るんなぜならば、条件式 (M-3)より、次式が成立するからである。

ヱα(8sc/8sK)+ヱ 0・l>Qsc
1=1 i=k*+1 

よって、もしも

ヨXj*>O for k*+l~玉 j 壬 n ...・H ・..(M-5)

なら';f、 ヨx，*<α for 1~五 i 三五 k*

このとき、 Xj*を減少させ、かつ x，*を増大させた状態、

(x1ヘ…，x，*+ム，…， Xk *， Xk+lぺ…， Xj*ム，…， Xn *) 

はそれ以前よりもパレート優位となる。だが、このことは、前提 (M-4)と矛盾する。

すなわち、前提 (M-3)が成立するとき (M-5)は成立せず、その排反事象、つま

り次式が成立する。

Xj*=O for k*+l~玉 ìfj 壬 n (Q.E.D.) 

よって、このとき、かれは予算の全額をカースト違反企業の財の購入に充当しつ

くす。また、かれがうる効用は定義式 (8-20)により、所得。scの全額の支出により

価格 8sc/8SKで購入される財 1から財V までの量で算出きれる。つまり、

仏c!(九/弘)= 8Sk ・・ H ・H ・.(M-6) 
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(ロ) Bsc主主k*α(Bsc/BSk)つまり九/a注k*のケース;

このケースは(イ)のそれの排反事象だから、かれは財 iから財 V の購入だけで、

は所得 Bscを使い切れず、残額を他財の購入に必ず充当する。このときのかれの効用

U(k*)は、再度 (8-20)式により次式のごとく示される。

U(k*) ={Bsc-k*α(Bsc/ BSK)} + k*α ………(M-7) 

U(O)二 Bsc、U(BSK/α)=BSK、U'(k*)詮O

他方で、ケース分けの臨界点 γ(=BSk/α)は、条件式 (8-22)より、 nより小で

ある。

結局、かれの期待効用は、この臨界点より左方の領域では (M-7)式で、またその

右方では (M-6)式で示きれる。このことを一括して表示したものが、 (8-43)式に他

ならない。
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以下、本書てかえられた結論と残された課題とを摘記することとする。

土士 吉会
小口 口問

伝統的な保険学は、保険市場の基本構造が特異なものとの予断に立ち、部

外者から容易には理解できない特殊語 (jargon) と思考様式とに準拠してき

た。しかし、そのような方法によるかき、り、保険制度と隣接の経済制度とを

比較し、また両者間での共通項の有無を検討することが困難であった。

これに対して、本書では、経済制度の分析のための「共通言語」としての

ミクロ経済学の新旧の成果を、保険制度の運行を規定する論理の解読のため

に援用した。その結果、保険固有の現象だと旧来考えられてきた制度的側面

のなかに、他の制度との共通項が陽表的にせよ陰伏的にせよ少なからず存在

することを確認した。かくて「他の経済制度に比して、保険制度の基本構造

はきして特異なものではない」との大命題を暫定的に定立できる。

残された課題

一一将来展望一一

本書の考察領域は準拠枠により二重の限界を画されている。それに対応し

て以下のごとき 2つの課題が残きれる。

第 1に、本書は保険現象への経済理論の利用可能'性の確認に専ら力点をお

いて、 ミクロ経済学の枠組みによる保険論一一いわば「保険の理論経済学J-

ーのデッサンを試みたものにすぎない。一方で、、近年とみに進展いちじるし
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いゲームの理論を応用した不完全競争理論の成果を摂取せず、専ら完全競争

理論と純粋独占理論とに準拠したのみである。だが、保険市場の現状に照ら

せば、準拠すべき枠組として不完全競争理論がより適切で、あろう。他方、そ

こで導出された理論体系が現実妥当性をもちうるか否かの本格的作業を行な

っていない。換言すれば、演縛きれた命題の実証に関しては断片的な資料に

よりたかだか定性的な趨勢を推測したのみてい、つまるところ仮説を定量的レ

ベル(計量経済学的な厳密度)で検証するに立ち至っていない。

第 2に、本書ではミクロ経済学の枠組みの利用と同時に、保険市場に参加

する経済主体は「経済合理主義」に立脚して行動するとの大前提が暗黙裏に

設定きれる。しかし、「経済人」とよばれるこのような経済主体は、大塚(1977)

の指摘するごとく、イギリスにおける草創期の近代資本主義を支えた中産階

級を抽象したものであり、そこでの経済発展はかれらの信奉するビューリタ

ニズムに支えられた。現世の職業を、来世での「神の救済」に直結する召命

(c討ling;Beruf)として最善を尽くす一一一つまり、時空の座標軸内のすべての

事象を統一的に解釈する一ーというかれらの思考様式のなかに、「社会経済構

造と文化構造との整合関係」を確認できる。経済発展の必要十分条件として

この整合関係が存在すべきことは、「近代保険がイギリスで最初に誕生し、か

つ順調に成長しえたJとの水島 (1961)の命題から明らかに、保険制度にも妥

当する。そして、このような関係にある経済社会一般一一保険制度も当然そ

こに含まれる の分析には、佐和 (1982)の指摘するごとくミクロ経済学が

大いに有用で、あろう。

これに対して、現世と来世とを統一的に把握する文化風土をもたないわが

国における保険市場をミクロ経済学により分析することも決して無意味で、は

ない。否、むしろ確固とした保険学構築の大前提であろう。それは、保険制

度が資本主義体制の大枠のなかに存在するかぎり、その運行はまずもって経

済法則の支配に服するはずだからである。だが、それだけに甘んじるとすれ

ば、分析の網から抜け落ちる重要な部分がありうることも留意するべきであ
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ろう。なぜならば、一ーキリスト教のごとき「唯一神jではなく、「八百寓の

神」の支配する丈化風土(アニミズム)の下では 負性の(ネガティブな)異

常事態に際して、平常時に利用される論理としての経済原則が放棄され、そ

のときどきの特殊状況のみを支配する「神の意思Jを表明した「文化の論理」

が代って選択されると考えられるからである。そこでは、丈化人類学、民族

学、宗教学、考古学などの成果を利用して、古今東西の人聞が負性のハレ的

事象、すなわち疾病傷害、天変地異、災害厄事などへどのように対処してき

たか、を並行して解明すべきだろう。

それが、保険制度に対するより徹底した「全体論」的ないし「複眼」的思

考の具体的な作業であり、より有意味な保険学の構築方法であることはいう

までもない。一方で¥南北問題・東西問題が提起するごとく、 21世紀を目前

にしでもなお、産業社会は、一部のキリスト教圏と儒教固とを除き、到来し

たとはいいがたい。この事実は、世界の少なからぬ地域において、経済発展

に対して、社会経済構造と文化構造とが整合関係になく、ひいては産業化に

対立的な古代・中世的エートスが伏在することを暗示する。他方で、西欧合

理主義の丈化風土を幼少時に「刷り込まれたJ(imprinted)欧米の保険経済学

者にとり、保険市場に貫徹する「経済非合理的な文化の論理」が伏在するこ

との認識は決して容易で、はないはずで、ある 1)。かくて、このような作業がわれ

われに今後課された重責の 1つとなろう。

1 ) 恐らく数少ない例外として、 Zelizer(1979)が挙げられよう。 Schell(1980) 

が同書をレビューしている。
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